
U n i v e r s i t y  o f  T s u k u b a  I n t e g r a t e d  R e p o r t

筑波大学 統合報告書 2022

―“GLOBAL TRUST ”の創出を目指して―



ステークホルダー の 皆 様 へ

　本学の活動と運営を支えてくださるステークホルダーの皆様に本学の事業内容をより深くご
理解いただくために、これまで公表してきた決算情報に、本学の目標や取組、活動実績などの
非財務情報を加えた「統合報告書」を2019年度に初めて発行いたしました。
　この報告書により、社会への説明責任を果たすとともに、ステークホルダーの皆様と本学の
目指すべき未来について共有し、ご意見、対話などにより、エンゲージメントの一層の強化、
本学の持続的成長に向けた不断の改善につなげていきたいと考えております。
　なお、本統合報告書の作成にあたっては、国際統合報告フレームワーク（IIRC）を参考として
おり、今後もコンテンツの改善を図りながら、更に充実した統合報告書を発刊し、皆様にお届
けしたいと考えております。

［報告対象範囲等］
対象期間：2021年4月1日 ～ 2022年3月31日（一部に2022年4月以降の活動内容等を含みます）
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筑波大学は、基礎及び応用諸科学について、国内外の教育・研
究機関及び社会との自由、かつ、緊密なる交流連係を深め、学
際的な協力の実をあげながら、教育・研究を行い、もって創造
的な知性と豊かな人間性を備えた人材を育成するとともに、学
術文化の進展に寄与することを目的とする。 従来の大学は、や
やもすれば狭い専門領域に閉じこもり、教育・研究の両面にわ
たって停滞し、固定化を招き、現実の社会からも遊離しがちで
あった。本学は、この点を反省し、あらゆる意味において、国
内的にも国際的にも開かれた大学であることをその基本的性格
とする。 そのために本学は、変動する現代社会に不断に対応し
つつ、国際性豊かにして、かつ、多様性と柔軟性とを持った新
しい教育・研究の機能及び運営の組織を開発する。更に、これ
らの諸活動を実施する責任ある管理体制を確立する。

建学の理念



大学の概要



東京師範学校は高等師範学校と改称。

筑波大学は、東京教育大学の移転を契機に、そのよき
伝統と特色を生かしながらも、大学に対する内外からの
いろいろな要請にこたえるため、わが国ではじめて抜本
的な大学改革を行い、1973年（昭和48年）10月に「開
かれた大学」「教育と研究の新しい仕組み」「新しい大学

自治」を特色とした総合大学として発足しました。本学
は大学改革の先導的役割を果たしつつ、教育研究の高
度化、大学の個性化、大学運営の活性化など、活力に富
み、国際競争力のある大学づくりを推進しています。
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創基からの沿革図

東 京 高 等 師 範 学 校

臨 時 教 員 養 成 所体 操 伝 習 所

東 京 文 理 科 大 学

図書館講習所

東 京 帝 国 大 学 農 科 大 学 農 業 教 員 養 成 所

体 育 研 究 所

高 等 師 範 学 校東 京 師 範 学 校
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文部省図書館員教習所

師範学校

1886

沿 　 革

沿革

所蔵：朝永記念室

ノーベル賞受賞者

朝永 振一郎
東京教育大学元学長
名誉教授

「量子電気力学、とくに超
多時間理論およびくり
こみ理論の展開」

江崎 玲於奈
本学元学長
名誉教授

「半導体内および超伝導
体内におけるトンネル現
象に関する実験的発見」

白川 英樹
本学名誉教授

「導電性ポリマーの発見
と開発」

⃝ノーベル物理学賞 1965 ⃝ノーベル物理学賞 1973 ⃝ノーベル化学賞 2000

東京文理科大学設置。東京に師範学校設立。

1872 1886 1929
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国立大学設置法の一部を改正する法律（昭和
48年法律第103号）により筑波大学を設置。

1870 1880 1890 1900 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2022

東 京 高 等 師 範 学 校

臨 時 教 員 養 成 所

東 京 文 理 科 大 学

東京農業教育専門学校

図書館講習所

東 京 帝 国 大 学 農 科 大 学 農 業 教 員 養 成 所

体 育 研 究 所

筑 波 大 学
［筑波キャンパス］
［東京キャンパス］

図 書 館 情 報 大 学図 書 館 短 期 大 学図 書 館 職 員 養 成 所

1948

1941

1945 1947 1964 1979

1937

1944

1949

1973

1940 19451944

傷痍軍人中等教員養成所

東京体育
専門学校

東京高等
体育学校

特設中等教員養成所

東 京 教 育 大 学

2002

オリンピック･パラリンピックにおける総獲得メダル数

⃝オリンピック※ ⃝パラリンピック※

6�個 16�個9�個 24�個14�個 26�個
※1973（昭和48）年以降に本学および附属学校の在学生・卒業（修了）生・教職員が獲得した数

国立大学法人法（平成15年法律第112号）
により国立大学法人筑波大学を設置。

国立大学設置法（昭和24年法律第150号）
により東京教育大学設置。

1949

2023年10月、本学は創基151年開学50周年を迎えます

DESIGN THE FUTURE, TOGETHER. 一ともに拓く未来一

1973 2004
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学　　生

学生数計（7位） 附属学校生徒等学群生（12位） 大学院生（6位）

16,507名
うち女子6,134名
（女性比率37.2%）

9,631名
うち女子3,717名
（女性比率38.6%）

6,876名
うち女子2,417名
（女性比率35.2%）

4,053名

職　　員

教職員数計 役　員 教　員 職　員

5,328名
うち女性2,596名
（女性比率48.7％）

10名
うち女性2名

（女性比率20%）

2,368名
うち女性602名
（女性比率25.4%）

2,950名
うち女性1,992名
（女性比率67.5%）

国際交流
外国人教職員 外国人留学生割合 国際交流協定

168名 11%（117か国・地域） 381校（69か国・地域）

面　　積
土地面積 建物面積

12,666,444㎡
（附属学校除く）

991,330㎡
（職員宿舎除く）

※（ ）は国立大学法人における順位を記載しています。（2022年5月1日現在）

教 育 研 究 組 織 等  （2022 年 5 月 1 日現在）

基 本 情 報  （2022 年 5 月 1 日現在）

基本データ

教
育
組
織

研
究
組
織

附
属

施
設

系（教員組織）
◦人文社会系
◦ビジネスサイエンス系
◦数理物質系
◦システム情報系
◦生命環境系
◦人間系
◦体育系
◦芸術系
◦医学医療系
◦図書館情報メディア系
◦学際研究系

先端研究センター群 全18組織
R1（世界級研究拠点） 　3 組織
R2（全国級研究拠点）　10 組織
R3（重点育成研究拠点）  5 組織

研究支援センター群
◦研究基盤総合センター
◦学術情報メディアセンター

附 属 図 書 館 附 属 病 院

その他施設
◦高細精医療イノベーション研究コア
◦つくば臨床医学研究開発機構
◦オープンイノベーション国際戦略機構
◦アスレチックデパートメント

グローバル教育院 総合学域群

学術院
◦人文社会ビジネス科学学術院
　　人文社会科学研究群
　　ビジネス科学研究群
◦理工情報生命学術院
　　数理物質科学研究群
　　システム情報工学研究群
　　生命地球科学研究群
◦人間総合科学学術院
　　人間総合科学研究群

学群 9学群
◦人文・文化学群
◦社会・国際学群
◦人間学群
◦生命環境学群
◦理工学群
◦情報学群
◦医学群
◦体育専門学群
◦芸術専門学群

附属学校 11校
◦附属小学校
◦附属中学校
◦附属駒場中学校
◦附属高等学校
◦附属駒場高等学校
◦附属坂戸高等学校
◦附属視覚特別支援学校
◦附属聴覚特別支援学校
◦附属大塚特別支援学校
◦附属桐が丘特別支援学校
◦附属久里浜特別支援学校

教育等センター群 4組織
◦�グローバルコミュニケーション
教育センター
◦体育センター
◦アドミッションセンター
◦保健管理センター

開発研究センター 全13組織
➡P.29へ

➡P.21へ

筑波地区面積は
単一キャンパス

国内第 2 位の広大さ
（東京ドーム約 55個分）
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本学の教育研究活動の根幹をなす資金は、国からの運
営費交付金や自己収入である学生納付金、病院収入及び
企業等の皆様からの産学連携等研究収入等から構成され

ています。
更に、個人や企業の皆様からの寄附金も多くあり、本
学の様々な活動を支える資金となっています。

海外拠点は、本学の国際化戦略基本方針及び地域を踏
まえて、12の国・地域に設置されています。本学の教
育研究活動を推進するための国際連携支援等の活動及び

当該国の教育研究機関等が日本において本学と連携して
教育研究活動を行う場合における支援を行っています。

筑波大学海外拠点（12 か国 ･ 地域 13 拠点）

運営費交付金
35,613百万円
33.1%

産学連携等
研究収入及び
寄附金収入等
14,895百万円
13.8%

外部資金会計
12,102百万円
11.2%

一般会計
48,705百万円
45.2%

病院会計
46,955百万円
43.6%

自己収入
50,344百万円
46.7%

病院収入
38,396百万円
35.6%

物件費
26,007百万円
24.1%

物件費
16,665百万円
15.5%

施設整備費
6,354百万円
5.9%

施設整備費
557百万円
0.5%

人件費
14,594百万円
13.6%

人件費
31,483百万円
29.2%

施設整備費
補助金等
1,299百万円
1.2%

長期借入金
5,611百万円
5.2%

学生納付金
8,985百万円
8.3%

雑収入
1,663百万円
1.6%財産処分収入

1,300百万円
1.2％

収入予算
107,762百万円

支出予算
107,762百万円

収　入 支　出

病院会計には病院収入
38,396百万円のほか運
営費交付金及び雑収入
等8,559百万円を含む

ロシア ･ 中央アジア地域
▪アルマトイオフィス◦
▪タシケントオフィス

欧州地域
▪ボンオフィス
▪ボルドーオフィス◦
▪グルノーブルオフィス◦

アフリカ・地中海地域
▪チュニスオフィス

北米地域
▪アーバインオフィス◦

中南米地域
▪サンパウロオフィス◦

東アジア地域
▪北京オフィス

◆◆  全世界 12 か国・地域 13 拠点全世界 12 か国・地域 13 拠点を通じて、世界とのネットを通じて、世界とのネット
ワークを構築（ワークを構築（■■））

◆ ◆ 米国シリコンバレーとボストン米国シリコンバレーとボストンにに国際的な共同研究やアントレ国際的な共同研究やアントレ
プレナー育成プレナー育成などのなどのスタートアップ拠点を設置スタートアップ拠点を設置（（●●））

◆ ◆ 附属病院が有する附属病院が有する高度な医療技術を海外展開高度な医療技術を海外展開し、拠点病院し、拠点病院
との連携を強化（との連携を強化（●●））

◦は高機能海外拠点

東南アジア ･ 台湾地域
▪ホーチミンオフィス
▪クアラルンプールオフィス◦
▪ジャカルタオフィス※
▪台湾オフィス◦

※千葉大学オフィス共同利用

本 学 における海 外 拠 点

財 政 基 盤

シリコンバレー
Labaratory of Intellectual Innovation (LII)

スタートアップ拠点スタートアップ拠点

ボストン
Cambridge Innovation Center (CIC) 

スタートアップ拠点スタートアップ拠点

ベトナム
チョーライ病院

協定締結病院協定締結病院  

ブラジル
サンタクルス病院

協定締結病院協定締結病院  

2022 年度当初予算
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“GLOBAL TRUST”の創出を目指して
本学は、2023年10月に開学50周年を迎えます。1872
年に明治政府によって我が国で最初の高等教育機関として創
立された師範学校から東京教育大学に至る歴史も含めれば、
創基151年となります。1973年に新構想大学として生まれ
変わって以来、「開かれた」大学、「不断の改革」を進める大学
を標榜して出発した本学は、理念的にも法的にも国内でほか
に類のない独自の大学として、我が国の大学改革を先導する
役割を担っております。その役割を強く意識しながら、あら
ゆるボーダーを超え、研究や教育を通して新しい価値を生み
出すとともに社会的な役割を果たし続けていくことが肝要
です。
本学は、欧米の先進的な大学をモデルに、世界水準を目指
した新構想大学として、我が国最大のサイエンスシティであ
る筑波研究学園都市に生まれました。高い国際性と学際性と
いうレガシーを背景に、未来社会をデザインできる新たな知
を創出する「真の総合大学」として、分野の壁を超えた研究、
世界に先駆けた教育のモデル、筑波研究学園都市の立地を活
かした産学連携などを実践していくことで、より良い新しい
日常を実現するために、未来社会の基盤としてGLOBAL�TRUSTを標榜する新たな価値の創造に取り組みます。
2022年4月、指定国立大学法人として新たなスタートを切るとともに、こうした取組みの達成に向けて、本学が目

指す大学の姿とその実現に向けた基本的
な方針を、「筑波大学Vision2030」とし
て策定しました。Visionは教職員によ
る意見や議論を基に作られており、筑波
大学に対する愛着や思いが盛り込まれて
います。本学の構成員が一丸となって、
開かれた大学、その教育・研究・社会と
の共創の4つVisionを互いに交差させ
ながら、さらにより高度なものへ昇華さ
せることで、“GLOBAL�TRUST”の創出
を実現してまいります。今後とも、一層
のご支援とご協力を賜りますようよろし
くお願い申し上げます。

筑波大学学長

永田 恭介

※��GLOBAL�TRUSTとは、個人と個人、個人
と組織あるいは社会だけではなく、社会と
社会、組織と組織、国と国までを含めた信
頼関係であり、「地球規模課題の解決と未来
地球社会の創造に向けた知を創出するとと
もに、それを牽引するグローバル人材を育
成する」という本学のミッションを支える概
念であり、混沌とした社会から輝かしい未
来社会へ向かうための礎だと考えています。

筑波大学Vision 2030
“GLOBAL TRUST”の創出へ“GLOBAL TRUST”の創出へ

Beyond the borders.
あるべき未来を構想しその実現にチャレンジ

Responsibility,�Reliability,�
Ethics�and�Empathy

社会との共創Vision
地球規模課題の解決に繋がる
研究成果の社会実装を推進

開かれた大学Vision
あらゆる意味において開かれた大学として、夢を実現していく、

開放性と透明性を高めた自立的大学経営を推進

研究Vision
伝統的学問分野の研究推進と

独創的研究分野の開拓

教育Vision
自他共栄の精神を持つ

課題解決実践型人材の育成

本学の目指す姿

06    Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2022



筑波大学Vision2030 

開かれた大学 Vision 研究 Vision
◆あらゆる意味において開かれた大学として夢を実現
◆開放性と透明性を高めた自立的大学経営を推進

◆ 高い専門性と広い視野を持つ研究者が分野をこえて協働
◆ 自由な発想のもと伝統的な学問分野の研究を推進す

るとともに独創性のある研究分野を開拓

戦略１  “GLOBAL TRUST”を創出する自立的戦略的
大学経営の確立

戦略２  エンゲージメント強化による筑波大学FANの
拡大

戦略３  デジタル社会を前提とした次世代型大学の構築

戦略7  知的好奇心をくすぐる原理探求研究の推進
戦略8  学際的研究の推進による学術分野の創生
戦略9  若い才能を開花させる知の創造環境基盤の整

備・充実

教育 Vision 社会との共創 Vision
◆ ものごとの本質を理解し多角的にとらえる基礎的な

力を培う
◆ 自由で何度も挑戦できる環境のもと、多様な価値観、

倫理観をもって、課題解決の最善策の模索と実践が
できる人材を育成

◆ TSUKUBAの地から世界と連携し、地球規模の課題
に取り組む

◆ 課題解決につながる研究成果の社会実装を推進し未
来社会の共創に貢献

◆ SDGs､ ESGやカーボンニュートラル達成に向けた
社会との協力関係の強化

戦略4  Next VUCAの時代に活躍する学生の人間力
を伸ばす教育の展開

戦略5  自己実現と多様な社会的教育ニーズを支える
教育･研究活動の新展開

戦略6 国際的互換性を持つ教育システムの世界展開

戦略10  戦略的産学官金連携による未来社会共創への
挑戦

戦略11 筑波大学ベンチャーエコシステムの強化
戦略12  研究成果の社会への実装による未来社会共創

の加速

4つのVision ―重点戦略とアクションプラン―

地球規模課題を解決する「真の総合大学」へ ―指定国立大学としての本学の構想―

今年度、本学は指定国立大学法人として新たな一歩
を踏み出しました。指定国立大学法人とは、我が国の大
学における教育研究水準の向上とイノベーション創出を
図るため、文部科学大臣が世界最高水準の教育研究活
動の展開が相当程度見込まれる国立大学法人を指定す
るものです。指定を受けた大学は、国内の競争環境の枠
組みから出て、国際的な競争環境の中で、世界の有力
大学と伍していくことが求められ、社会や経済の発展に
貢献する取組の具体的成果を積極的に発信し、国立大
学改革の推進役としての役割を果たすことが期待されま
す。本学は、本学の目指す大学像である、地球規模課
題を解決する「真の総合大学」の実現に向けて、”Beyond�
the�borders.”をスローガンに3つの目標掲げています。

１．学問分野の壁を超える研究力強化
２．国境や組織の壁を超える人材育成
３．地球規模課題の解決に資する研究成果の社会実装

本学は、指定国立大学法人として国立大学改革を
先導する役割を期待されており、この期待に応える
ことが我が国の高等教育、ひいては我が国の発展の
原動力となると確信しています。全世界が協働と競
合の舞台であることを自覚し、構想の実現に取り組
んでまいります。

※�指定国立大学法人としての本学の構想について
は、文部科学省のウェブサイトでご覧になれます。
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教育【詳細はP.22へ】

国際的互換性のある教育の実施に
向けて

国際【詳細はP.32へ】

国際性が日常化された大学の実現

附属学校【詳細はP.36へ】

初等・中等教育及び特別支援学校
における教育モデルの構築

研究【詳細はP.18へ】

世界トップレベルの研究の推進
に向けて

産学連携 【詳細はP.28 へ】

我が国のグローバルな産業競争力
強化への貢献

大学運営【詳細はP.38へ】

大学運営から経営への転換

社会との共創【詳細はP.12へ】

地球規模課題の解決につながる活動等による社会への貢献

附属病院【詳細はP.34へ】

総合研究型大学の附属病院として
の"真"の機能強化

建学の理念：「国際的に開かれた大学」
本学のミッション：
地球規模課題の解決に向けた知の創造と
これを牽引するグローバル人材の創出



社会的価値の創造に向けて



筑波大学の価値創造プロセス
“GLOBAL TRUST” の創出を目指して

GovernanceGovernance        
ガバナンス体制ガバナンス体制

FinanceFinance        
財務状況財務状況

External Environment    
外部環境

多様化する社会的ニーズ
―地球規模課題への対応― 

人的資本
■教職員　5,328名
・役員、教員・研究員等. .  .  .  .  ..2,378人
・技術技能系・医療系職員. .  .  .  ..1,802人
・事務職員. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  ..1,148人

■学生　16,507名
・学群生. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  ..9,631人
・大学院生. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  ..6,876人

物的資本（2021年度決算）
■固定資産額　3,511億円
・土地面積　約1,267万㎡. . .2,426億円
・建物面積　約99万㎡. .  .  .  .  . .798億円
・工具器具備品等. .  .  .  .  .  .  .  .  .  . .107億円
・蔵書数　273万冊.. .  .  .  .  .  .  . .104億円
・その他.. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  ..76億円

財務資本
■2022年度予算額　1,078億円
・運営費交付金. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  . .356億円
・自己収入. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  . .503億円
　　うち学生納付金. .  .  .  .  .  .  .  .  .  ..90億円
　　　　附属病院収入. .  .  .  .  .  . .384億円
・外部資金収入. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  . .149億円
・その他の収入. .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  .  ..69億円
※.単位未満を四捨五入して記載しているため、合計額は
一致しない。

Mission, Vision 使命とビジョン

建学の理念

Activities  
 & Outputs

Inputs インプット

■ 社会との共創

■SDGsへの取組

■ 新型コロナウイルス 
感染症への取組

P12～

P12～

P14～
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External Environment    
外部環境

経済状況、技術の変化、
社会的課題、環境課題

ステークホルダーとの 
エンゲージメント 

地球規模課題への貢献

卓越した知の創造拠点としての世界
トップレベルの研究の展開

豊かな人間性と創造的な知力を養い、
自立してグローバルに活躍できる人
材の育成

世界の国々や地域とのネットワーク
の中心にある、国際性が日常化され
た大学の実現

我が国のグローバルな産業競争力
強化への貢献

総合研究型大学の附属病院としての
“真”の機能強化

初等・中等教育及び特別支援学校に
おける教育モデルの構築

大学運営から経営への転換

Mission, Vision 使命とビジョン

■筑波大学Vision2030
■指定国立大学構想

Activities  
 & Outputs 事業活動＋アウトプット

■研究機能の強化
■教育の質の向上
■産学連携機能の強化
■グローバル化の推進
■附属病院機能の強化
■附属学校教育の充実
■大学運営の推進
■ 基金等による教育 

研究活動の充実

Impact インパクト

Outcomes アウトカム

P18～

P22～

P28～

P32～

P34～

P36～

P38～

P40～
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・�バイオマスのエネルギー資源化
・�ブルーカーボンの定量とコベ
ネフィット解析と将来予測

・�気象予報／社会活動と連動
した電力需給予測
・�AIによるメタン／メタノール
発酵の効率化制御

・CO2回収液体空気貯蔵
・メタノール合成触媒開発
・パワーエレクトロニクス技術

・�生活者の行動変容による
CO2排出抑制施策の提案
・�地域社会との連携による効率
的CO2排出削減施策の提案

社会との共創① SDGsへの取組

DESIGN THE FUTURE 機構の設置

つくば3Eフォーラムは、つくば市を省エネルギー・低炭
素の科学都市として構築する研究に取り組むことを目的に、
大学、研究機関、自治体が連携して2007年に結成され
ました。フォーラム内にタスクフォース（TF）を設置し、そ
こで提案された技術やシステムをつくば市等に提言し、実
証・具現化することでエコシティを実現します。

2021年度は「UAV（ドローン）を用いた地球温暖化
ガス3D濃度分布測定技術の高精度化と汎用化」等、計3
件のTFのプロジェクトを実施したほか、次世代エネル
ギーシステムTFにおいては、産学官から前年度より2
機関増の20機関が参画しました。また「第14回つくば
3Eフォーラム会議」を開催し、これまでの活動を振り返
るとともに、これからの方向性について協議しました。
今後は、2050年カーボンニュートラルの実現という新
たな目標に取り組んでいきます。

地球温暖化への取組
―つくば３Ｅフォーラムの推進―

本学の取組事例

「DESIGN THE FUTURE機構」の全体フローと役割（イメージ）（今後の予定含む）

研
究
開
発
法
人

企
業
等

★⑤�機構が企画立案した戦略・マスタープランの下、異分野横断によるシナジー効果を予測し、
課題・研究推進チームをデザイン・編成。組織の壁や固定化を打破し、共同研究を推進。

★⑥�研究進捗をアジャイル的にウォッチ・フォローし、状況等を踏まえて設定する課題やチームを
恒常的に見直し・再編。

生物資源並びに環境資源�
によるCO2固定・循環利用�

促進チーム

DX活用によるCO2固定・�
エネルギー資源循環系の�
効率的運用チーム

資源／エネルギー�
完全循環系�

技術構築チーム

資源／エネルギー�
循環社会�

実証研究チーム

◆⑪研究成果の社会実装

【
社
会
実
装
の
例
】

【
チ
ー
ム
編
成
例
】

【役割・機能】
▲SDGsとその先の地球規模的課題「SDGs+beyond�
SDGs」に挑むための戦略・マスタープランの企画立案・
実施、全学マネジメント、情報発信等を実施。

DTF機構

CO2ニュートラル研究推進拠点

★⑩チーム間の情報共有・連携（「統合研究推進コア」が強力にバックアップ）

◆⑨�学内の研究を集約し、研究開発を展開、促進。�
企業・研究開発法人等と連携した異分野横断の研究開発を促進。

研究推進チーム ★⑦「統合研究推進コア」が研究マネジメント及びプロモートを実施。
◆⑧異分野横断による課題解決型研究を研究推進チームにおいて実施。

多様な学術研究、基礎研究による研究シーズ（オール筑波大学・異分野横断：　　　学術院、系、センター等）

学際性学際性 学際性学際性 学際性学際性

研究推進チーム
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社会
（地域・企業等）

国連の2030アジェンダである持続
可能な開発目標（SDGs）の重要性とその
理念「no one left behind」に鑑み、本
学ではこれらを意識した教育・研究に
取り組んでいますが言うまでもなく、
SDGsの目標は相互に関連性が深く一体
不可分という性質を持っています。そこ
で、本学の知見や成果を戦略的に推進・
発信するための機関、「DESIGN THE 
FUTURE機構」を設置しました。

本 機 構 はSDGs17の 目 標 の う ち の
7つの目標を中核として、地球環境お
よび社会問題に対して、計測やシミュ
レーション、課題解決に資する研究・
技術開発の他、制度設計、生活・組織・
地域デザイン等、総合大学である本学
のさまざまな知を融合し、具体的な戦
略を社会に提供することで、人と地球
の健全な未来社会の構築に貢献するこ
とを目指します。

英国Times�Higher�Education（THE）のSDGsの取組の可視化を�
目的としたImpact�Rankings2022において、日本国内第３位！

▲⑫�還元、CO2ニュートラル
等のSDGs、社会的課題
解決への貢献

▲課題の取込

戦略・立案

研究デザイン

▲①課題に応じた戦略・マスタープランの企画立案
＊1：CN /カーボンニュートラル
＊2： 3E / Environment（環境）、Energy（エネルギー）、Economy（経済）の

3つの「E」を表す。
＊3： SDG3 / SDGsの目標のうち「目標3（すべての人に健康と福祉を）」を表す。

機構長

副機構長

3E＊2部門 SDG3＊3部門 統合研究推進コアCN＊1部門

▲③戦略・マスタープランの
提示・協議

★④課題設定、チーム編成

【役割・機能】�▲：DTF機構、★：統合研究推進コア、◆：研究推進チーム

（オール筑波大学・異分野横断：　　　学術院、系、センター等）

機構長戦略・立案

統合研究推進コア

研究デザイン

▲②�研究シーズの収集、�
研究者のリストアップ

⻄尾 チヅル
DESIGN THE FUTURE
機構⻑
ビジネスサイエンス系教授
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社会との共創② 新型コロナウイルス感染症への取組

2021年度も前年度同様、「新型コロナウイルス感染
症リスク対応チーム」を中心として、学内の情報共有を
図りながら対応の具体的な指針を示し、感染拡大を防止
しつつ教育・研究活動を継続するための対策を講じまし
た。また、国・県等の政策に応じた本学の対応指針を決
定し、感染拡大防止に取り組みました。
2021年8月には、新型コロナワクチン接種に関する

地域の負担を軽減し、接種の加速化を図っていくため、
本学に在籍する学生・教職員、学内で日常的に業務を行
う警備、清掃、派遣職員等を対象として、大学における
新型コロナワクチン職域接種（大学拠点接種）の実施を
開始しました。1回目、2回目の接種として実施され、
接種日数32日間、接種人数は延べ15,872名に上りま
した。

スチューデントサポートセンター学生相談室では、総
合相談窓口も含めて、コロナ禍においても途切れのな
い相談体制を維持するため、電話およびZoomによる
遠隔相談を行いました。2021年度は学生相談室での相
談のうち、約5割が電話、約4割がZoomで行われまし
た。これらの相談体制の構築により、休学中などで遠方
にいる学生の利用しやすさも向上しました。
また、学生同士の交流の場を提供するため、月に2回

『Remoでつながろう!ランチタイムカフェ』を開催し、
参加学生と学生相談室の教員が、オンライン上で日常生
活や趣味、勉強など自由な話題で交流を行いました。

コロナ禍において、孤独になりがちであった学生への
支援として、日本人学生と留学生をつなぐオンラインで
の国際交流イベントを多数実施しました。

【実施例】
⃝ Tsuku-chat　英語ディスカッションプログラム　
　本学学生及び協定校学生　延べ3,185名が参加
⃝ J-Chat ～にほんごではなそ～　
　日本語での会話を楽しむイベント
　本学学生及び協定校学生　延べ512名が参加
⃝ GOTCHAT
　言語交換パートナーを紹介するプログラム
　登録件数　457件、プログラム実施　131組
⃝ SDGs×TSUKUBA ～ SDGsをChatする～　　
　�SDGsトピックについて英語でディスカッションする
プログラム
　本学学生及び協定校学生　延べ140名参加

学生への支援

2021年1月・2月の「学生のための食料支援事業」に
引き続き、2021年度も地域の企業様をはじめとした多
くの皆様方、学内の教育研究組織の支援により、学生へ
の食料支援を2021年5月・11月、2022年1月～ 2月
に実施しました。
配布にあたっては、学生ボランティアや全代会の協力
もいただき、合計約2,700名の学生へスムーズに配布
することができました。

■  食料支援事業の実施 ■  コロナ禍における留学生と日本人学生の交流支援 

■  学生相談における取組 
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附属病院における取組

附属学校における取組

筑波大学附属病院は、茨城県内唯一の特定機能病院で
す。他の医療機関では応需できない重症な患者を受け入
れる大きな使命のもと、コロナ禍においても、高度医療

を提供する機能を喪失させないよう、本院でしかできな
い幅広い対応を行っています。

2021年度の附属学校における教育活動は、2020年
度に引き続き感染の波を見極めつつ、状況に応じて感染
防止対策を取りながら対面授業とオンライン授業を併用
して行いました。
この間、国や近隣都県及び他国立大学附属学校の情
報を収集しつつ、附属学校教育局と本学附属11校は、
「Ⅰ�段階的授業の展開」、「Ⅱ�教科等の通常の学習と評
価」、「Ⅲ�学校行事と特別活動の実施形態」、「Ⅳ�児童

生徒の心身の健康」、「Ⅴ�感染者等が発生した場合の対
策」、「Ⅵ�教職員の安全対策と勤務」、「Ⅶ�筑波大学及び
附属学校教育局の支援」の７つの観点から毎月協議を重
ね、教育現場で新型コロナウイルス感染症の拡大防止策
を実践し安全教育を推進してきました。
さらに、この教育活動を実現するための財政的支援と
して、国の補正予算及び学長裁量経費等の学内予算によ
り、約4,000万円を投入しました。

2021年度、医師不足による高齢者等を対象とした集
団接種会場、ワクチン接種の推進に向けた大規模接種会
場、学生等を対象とした職域接種会場に、医師168名、
看護師90名（それぞれ延べ）を派遣しました。

また、患者受入確保病床数の不足に対応するため、茨
城県が開設する臨時医療施設へ、病院管理者1名及び医
師390名（延べ）を派遣しました。

上記の医師等の派遣にとどまらず、筑波大学附属病院
に茨城クラスター対策班の事務局を設置し、現場支援体
制を構築しました。クラスター現場へ医師・看護師・検
査技師（検体採取）を連日、迅速に派遣し、472施設に
578名（それぞれ延べ）の支援を実施しました。
さらに、本学とLSIメディエンスの共同運用施設であ

る登録衛生検査所『つくば�i-Laboratory�LLP』がクラ
スター対策に注力することで、つくばで開発した迅速
PCR検査システムを用い、クラスター現場へのPCR検
査の同日報告を実現し、茨城県におけるクラスター検査
の中核を担いました。

2020年度戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）（※）�

採択大規模災害時Society5.0実現のため、計2台の水
素燃料電池バス車両を開発し、移動性と自立的電源供給

機能及びPCR迅速検査性能を備えた防災・感染症対策
システムを実現させました。

【社会貢献事例】
⃝�つくば市成人式でのPCR検査の実施� �
（2022年1月9日・10日）
⃝福祉避難所での電力供給の実証実験（2022年1月28日）
⃝�エッセンシャルワーカー向けPCR検査の実施� �
（2022年2月1日～ 3月31日　以降も継続中）

■  ワクチン接種会場や臨時医療施設へ、病院管理者、医師、看護師を派遣 

■  茨城クラスター対策班を構築し、472施設へのクラスター対策支援を実施 

■  水素燃料電池バスを基盤とした防災・感染症対策システムを開発 

※開設期間　�2021年8月16日～ 2022年3月31日�（延べ221日）

※研 究 責 任 者：医学医療系 　　鈴木広道 教授
　社会実装責任者：システム情報系 鈴木健嗣 教授
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社会との共創③ オリンピック・パラリンピックへの貢献、地域連携の推進

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に関連した本学の展開

本学は、東京2020オリンピック・パラリンピック競
技大会（以後、東京2020大会）及びその他のスポーツイ
ベントに向けて、「スポーツボランティア実践講座」を
設置しており、東京2020大会で海外チームのアテンド
を行った学生等の体験が紹介されるなど、共有がなされ
ました。2021年７月８日夕刻には、東京2020大会に
参加する本学及び附属学校の学生と卒業生のアスリート
（総勢50名）、及び役員・コーチ、そして医療従事者等
大会運営に関わる者（100名以上）に対して、壮行会（オ
ンライン及びYouTubeで配信）を開催しました。
７月14日から８月２日には、スイスオリンピック代
表団（総勢52名）の事前キャンプが本学の施設を利用し
て行われ（マウンテンバイク、柔道、陸上競技）、コロナ
禍において感染及び濃厚接触者を出すことなく、アス
リート等を大会会場に送り出しました。本学の学生30
名がアテンドスタッフとなってサポート活動を行い（写
真1）、国際的な視野を広げる貴重な学習機会になった
ことを報告会で述べています。
このほか、スポーツサイエンスウィークが実施され、
世界各国のIOC公認オリンピック研究センターによっ
て４年に１回開催される「オリンピック研究センター国
際コロキウム」を筑波大学でオンラインにて開催しまし
た（23カ国75名参加）（写真2）。

また、東京2020オリンピックにて男子柔道81kg
級で金メダルを獲得した永瀬貴規さん（体育専門学群卒
業）が本学を練習拠点としていたことから、金メダルゆ
かりの地として「ゴールドポスト」が本学郵便局前に設置
され、式典を執り行いました。（写真3）

写真1　スイス陸上競技選手団と学生アテンドスタッフ

写真2　第3回オリンピック研究センター国際コロキウム（筑波大学）

写真3　永田学長（左から2人目）及び永瀬貴規さん（左から3人目）
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こうした東京2020大会における筑波大学に関係する
アスリートの活躍やスイス選手団の事前キャンプ誘致等
については、体育ギャラリーにて「想ふ『TOKYO2020』　
嘉納・金栗から2020筑波大学アスリートへ」と題した
展示を開催しています（2022年３月～ 2023年３月）。

ギャラリーとその周辺には、嘉納治五郎・金栗四三から
1964年と2020年の東京オリンピック・パラリンピッ
クまでに関する本学に関連した資料と記念品等90点以
上が展示されています。（写真４及び５）

社会貢献プロジェクトの推進

社会貢献プロジェクトは、筑波大学と社会との多様
な形での連携活動を学内公募し、総合的に支援するも
ので、2004年度にスタートしました。2009年度から
は教員だけでなく学生も申請できるものとなっており
ます。
本プロジェクトは、特定の分野に限定することなく、
地域との連携活動を自由に提案することを特徴として
おり、「科学振興」、「国際」、「文化・地域活性化」、「環
境」、「健康・医療・福祉」、「防災・震災復興」等、内容
は多岐にわたっています。

2021年度は、24件（大学教員17件、附属学校教員
3件、学生4件）の様々なプロジェクトが採択されまし
た。2020年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症
の影響がありましたが、3密の回避やオンラインの活用
等、感染対策に充分配慮しながら試行錯誤を重ねて活動
を継続し、創意工夫が盛り込まれた本学ならではの取り
組みを展開しました。

筑波大学社会貢献プロジェクトHP　
https://scpj.tsukuba.ac.jp/project/

博学連携による地域文化財の再生と利活用
―土浦市における重要遺跡の調査と
パブリック・アーケオロジーの展開―

ウィズコロナからウィズアートへ
「夏休みアート・マルシェ 2021」の実施

写真4 写真5
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幅広い学問分野において、真理を深く探究する研究と、研究成果の社会還元を目指す研究の両面において、世界
トップレベルの最先端研究を展開するため、

❶  基盤研究の着実な実施及び学際横断型研究の飛躍的推進

国内外の大学等の研究機関との連携の強化、双方向型共同研究、大型国際共同研究の実施や海外研究ユニッ
ト招致等を通じて、本学の強み、特色のある数理科学、環境エネルギー、情報計算科学、生命・医科学、人文
社会科学、スポーツ科学などの分野において国際的な共同利用・共同研究拠点を形成する。
重点的な研究支援を一層加速し、国際統合睡眠医科学研究機構（IIIS）や計算科学研究センター、生存ダイナミ
クス研究センター（TARA）、つくば機能植物イノベーション研究センター、下田臨海実験センター等を中心に
世界トップレベルの研究を推進する。

❷ 学内の研究システムの大胆な改革

基礎研究、学際横断型研究、大学の戦略に基づく研究をバランスよく進めるとともに、各研究組織に対する
支援や権能付与を全体として整合的で評価に基づくものとするため、研究センターの改組・再編・集約のため
の見直し結果を踏まえ、学内の研究組織を先端研究センターと開発研究センターに大別する。先端研究セン
ターについては5年ごとの評価により段階認定（4段階（R1�～�R4））を行う仕組みを導入する。
開発研究センターは活動経費をすべて外部資金により賄い、社会実装を目指した研究活動を行うものとする。
また、この仕組みの導入に併せて、これまで進めてきた研究センターの見直し結果を踏まえ、研究センター
から教育研究支援センター等への転換、研究センターの集約・再編、リサーチユニットへの転換を実施する。

■  「海外教育研究ユニット」の整備 

本学内に海外の大学や研究機関の研究室を招致し、双
方に共通の教育研究拠点を設けることにより、国際共同
研究の強化、国際共著論文の増加、海外の大学・研究

機関との教育および研究の連携推進等を図っています。
（招致期間は原則５年間）

目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

主な活動実績 Results of Main Activities

副P I

P I

常駐

本学のユニット 海外研究機関のユニット

派 遣派 遣

派 遣派 遣

兼兼  務務

研究チーム研究チーム

本学の研究チーム本学の研究チーム

世界トップレベルの研究の推進に向けて ―研究機能の強化―
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■  研究循環システムの構築 

本学では、研究の成長ステージに応じた効果的な研究
推進体制として、「研究循環システム」を運用していま
す。研究全体の新陳代謝を活性化させるため、研究セン
ターを機能別（先端研究センター群、研究支援センター
群）に分類し、先端研究センター群については、RS：世
界先導研究拠点、R1：世界級研究拠点、R2：全国級研

究拠点、R3：重点育成研究拠点、R4：育成研究拠点（リ
サーチユニット）に級別の認定を行い、重点的かつ戦略
的な資源配分を行っています。
また、各研究センターを5年ごとに評価（3年目に中
間評価）し、センターの研究活動の活性化に資する評価
システムを確立しました。

■  「国際テニュアトラック制」による若手研究者の育成 

本制度は、優れた若手研究者を国際テニュアトラッ
ク教員として雇用し、テニュアトラック期間に海外の
トップクラスの研究機関に派遣することによって競争的
環境の下で優れた研究を行う能力を育成し、国際共同研
究の強化、国際共著論文の増加、本学のＱ値（論文に占
めるTOP10％論文数の割合）向上、海外一流研究機関

との人脈形成等を図り、本学の研究力を強化することを
目的として2013年度から導入しています。
同教員による質の高い論文は、本学の研究力向上の起
爆剤として大きく貢献しており、今後の更なる活躍が期
待されます。

機能別分類 先端研究センター群 研究支援
センター群

級別分類

RS 世界先導研究拠点※

級別分類は
行わない

R1 世界級研究拠点

R2 全国級研究拠点

R3 重点育成研究拠点

R4 .育成研究拠点.
（リサーチユニット）

※2022年2月設置
　センターの認定については、今後の評価を踏まえて実施

評価による
級の見直し

RS
世界先導研究拠点※

R1
世界級研究拠点

R2
全国級研究拠点

R3
重点育成研究拠点

R4
育成研究拠点

（リサーチユニット）

個人研究・リサーチグループ

本学の取組が国の政策となった例

筑波大学の研究拠点について
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※グラフはScopusデータベースのAll�publication�typesの数値
算出日：R4.6.27
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1.21
2020
11.2%
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33.4%

国際テニュアトラック教員による論文は
RU11全体と比較しても格段に質が高い

※ソース：Scopus(2022.6.29)�期間：2017～ 2021年平均
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「大学×国研×企業連携によるトップランナー育成プ
ログラム（TRiSTAR）」では、文部科学省の「世界で活躍
できる研究者戦略育成事業」の一環として、自身の専門
性の追求の先に分野や業種の壁を越えた新たな可能性を
見出すことができる、「トランスボーダー型研究者」の育
成を行います。
本プログラムが目指すのは、産・官・学、言語、分
野、業界、業種等のあらゆるボーダーを突破し、①オリ
ジナルで先端性を持つ研究の基盤を長期的なビジョンを
見据えた上で、研究を先端化ならびに深化させていく
「専門深化力」、②専門分野が持つポテンシャルから他分
野/他業種との共創を導き出す�「俯瞰力」、③それぞれ
の専門分野を拡大させ、グループを束ね牽引していく
「伝承力/マネジメント力」を兼ね備えた、次世代に活躍
するトップランナーの育成です。

国内トップクラスの研究環境を有する筑波研究学園都
市の強みを最大限に生かし、大学×国研×企業との協働
により、文理の壁を越えた、世界を先導する育成プロ
グラムの開発と実証を行います。また、トランスボー
ダーな活動に対する組織的な支援システムの構築、企業
との先端技術や人材育成文化の共鳴場（CEiC:�Cutting-
Edge� in�Campus）の設置等を行
うことにより、世界トップの研究
者ネットワークへの参入、ダイ
バーシティ＆インクルージョン、
知的財産の保護・資源化等、わが
国の研究力強化に向けた取り組み
を全国へ展開していきます。

■  トランスボーダー型研究者の育成 

（注）�RU11：研究及びこれを通じた高度な人材の育成に
重点を置き、世界で激しい学術の競争を続けてきて
いる大学（Research�University）による国立私立の
設置形態を超えたコンソーシアムであり、11大学
で構成（北海道大学、東北大学、筑波大学、東京大
学、早稲田大学、慶應義塾、東京工業大学、名古屋
大学、京都大学、大阪大学、九州大学）。
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国際統合睡眠医科学研究機構 柳沢正史 機構長が「ブレークスルー賞」を受賞

自然科学における国際的な学術賞「ブレークス
ルー賞」が2022年9月22日に発表され、2023年
生命科学部門の受賞者として、本学国際統合睡眠医
科学研究機構（WPI-IIIS）機構長の柳沢正史教授が、
米スタンフォード大学のエマニュエル・ミニョー
（Emmanuel�Mignot）博士とともに選ばれました。
今回の受賞は、新規生理活性ペプチド「オレキシ
ン」を発見し、過眠症「ナルコレプシー」の病態を解明
したこと、さらにそれが過眠症と不眠症の治療薬に
結び付いた実績が評価されたものです。
ブレークスルー賞は米グーグルの創業者らが
2012年創設し、基礎物理学、生命科学、数学の各

部門について毎年、受賞者が選定されます。賞金は
世界最高峰の300万ドル（4億円超）で、共同受賞者
と等分します。生命科学部門は、難病治療などで功
績の大きい研究者に贈られます。同部門で日本人の
受賞は、山中伸弥氏（2013年）、大隅良典氏（2017
年）、森和俊氏（2018年）に続いて4人目です。

計算科学研究センター

つくば機能植物イノベーション研究センター
プラズマ研究センター
サイバニクス研究センター
人工知能科学センター
ヒューマン・ハイ・パフォーマンス先端研究センター
下田臨海実験センター
地中海・北アフリカ研究センター
アイソトープ環境動態研究センター
微生物サステイナビリティ研究センター
陽子線医学利用研究センター

西アジア文明研究センター
エネルギー物質科学研究センター
トランスボーダー医学研究センター
宇宙史研究センター
山岳科学センター

「計算科学」とは、さまざまな科学現象の
仕組みを、計算機シミュレーションを中心
とした手法によって明らかにし、従来の
「理論」と「実験」だけでは解き得ない問題解
決を図る第三のアプローチです。
独自に開発したスーパーコンピュータ
のPACS/PAXシリーズを用いて、科学の
諸領域における超高速シミュレーションと
大規模データ解析や、超高速計算機システ
ム・超高速ネットワーク技術の開発と、そ
の応用方法の研究を推進しています。

生命の生存・適応・共生・進化を支え
る基盤的メカニズムの解明を目指し、「代
謝」「免疫」「循環」「生殖」の各テーマを
互いに横断しながら、個体のみならず集
団レベルを含めた生命動態科学研究を推
進しています。
医学・生物学・農学・薬学・健康科学

等が相互に連携するダイナミックな研究
体制のもと、生命の未知なる部分を解明
し、生物の潜在的な生存戦略を発掘して
いきます。

誰もが人生の三分の一近くを費やす睡
眠。それにもかかわらず、眠りの正体は謎
に包まれています。本機構の柳沢正史機構
長らは、睡眠と覚醒の制御において重要な
役割を果たす新規神経ペプチド「オレキシ
ン」を発見し、その働きを世界に先駆けて
示すとともに、睡眠学・代謝学の新たな研
究領域を切り開いてきました。
分子遺伝学・神経科学・生理学等の基
礎生物学をはじめ、データ工学、創薬科学、
ヒト睡眠生理学等の研究者たちが、睡眠の
謎を解明する革新的な研究を行っています。

国際統合睡眠医科学研究機構生存ダイナミクス研究センター

先端研究センター群  全 18 組織

▶R1（世界級研究拠点）　3 組織

▶R2（全国級研究拠点）　10 組織 ▶R3（重点育成研究拠点）　5 組織

研究基盤総合センター 
学術情報メディアセンター

▶研究支援センター群　2 組織
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❶  国際的に互換性のある教育による人材育成

学生本位の視点に立った教育を提供し関係者に対する教育の質の保証を実現する観点から、既存の学位プロ
グラムの充実、新たな学位プログラムの開設を含めて教育課程を学位プログラムによるものに移行し、国際的
互換性と国際的協働性を持った教育システムを構築する。

❷ 国内外の大学や筑波研究学園都市の研究開発法人とのトランスボーダー連携

筑波研究学園都市の研究開発法人及び企業の開発研究部門の研究者と筑波大学の関連分野の研究者の協働に
より、大学院課程を中心により多くの分野で学位プログラムを実施する。

❸ 世界から多様かつ優秀な学生を受け入れる入学者選抜

学士課程においては、入学希望者（外国人高校生や社会人を含む）の真の能力を最大限に引き出す教育システ
ムに対応できる人文社会系、自然科学系などの大括り入試を実施する。

目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

主な活動実績 Results of Main Activities

■  将来構想 

これまでの取組
－既存の教育体制での取組－

第３期の組織整備
（2020年設置）

－現行制度で可能な教育体制の整備－

第４期の組織整備
構想（案）

－制度改正も視野に入れた構想－
最終目標

「学位を与える課程 
（学位プログラム）」に着目した
取組の推進
⃝�すべての研究科・専攻において、学位

毎にディプロマ・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシーを策定・公表
���(大学院スタンダード、2014～ )
⃝�複数の研究科の協力による学位プロ

グラムの開設
⃝�研究科内の専攻の協力等による学位

プログラムの開設
⃝�外国大学とのダブルディグリープログ
ラム及びジョイントディグリープログ
ラム（国際連携専攻）�等

研究科以外の教育研究上の
基本組織の設置

（学校教育法第100条
ただし書の適用）
学生本位の視点に立って、高い専門性とと
もに幅広い教育を行う学位プログラムを展
開するために、
⃝�学生の教育のための組織と、教員の所属

組織を分離するとともに、
⃝�現在の研究科の編成をベースとして近接

分野を包含した大括りの教育組織を整備

⃝�3学術院6研究群に加え、新たな学
術院を設置し、組織・研究分野を横断
する学位プログラムを集結

⃝�各専門分野における
ディシプリン型の学位
プログラムと、学問の
進展や社会のニーズを
捉えた分野横断型の
学位プログラムを効果
的に展開していくため
の理想的な教育体制

大学院の改革ビジョンと第3期以降の組織整備
―開かれた教育体制の下で、学生の個性と能力を開花させる学位プログラムの展開に向けて―

大学院
１組織化

３学術院・
６研究群

新学際創造
学術院（仮称）

新設（案）

＋

第１ステップ 第２ステップ 第３ステップ
第2期

中期目標期間
第3期中期目標期間
〈2016-2021〉

第4期中期目標期間
〈2022-2027〉

３学術院・
６研究群への

改組

国際的互換性のある教育の実施に向けて ―教育の質の向上―
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■  大学院の教育改革の推進 ―学位プログラム制への全面移行― 

急激に変化し複雑な課題を抱える現在の社会におい
て、高度化、多様化する人材養成のニーズに的確に応え
るべく、従来の組織の壁を越えて幅広い学問分野の教員
が協働できるよう、2020年度から「学位プログラム」を

中心とした新しい教育システムに移行しました。全大学
院組織を学位プログラム制に移行した日本初のシステム
により、現代社会のニーズに対応した高度かつ多様な人
材を養成していきます。

モニタリングとプログラムレビューによる内部質保証の確立

教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
室

学位プログラム

モニタリング
現状に関する定量的・定性的データ
の把握と点検（毎年）

教学マネジメントに関
する取組状況の報告

プログラムレビュー
毎年のモニタリング結果等を踏まえた
総合的な点検・評価と対話（数年おき）

Plan

Check

Act Do

 各教育組織・学位プログラムの自己点検・評価（モニタリングとプログラムレビュー）と
その結果に基づく改善 ▼内部質保証の確立

モニタリング及びプログ
ラムレビューの結果を
踏まえたフィードバック

改革のポイント❶　8 研究科 85 専攻を 3 学術院 6 研究群に再編

改革のポイント❷　修得すべき知識・能力（コンピテンス）の明確化

改革のポイント❸　人材養成目的に応じた学位系統と専門学位の設定

改革のポイント❹　全学的な教学マネジメントの実現

⃝�修得すべき知識・能力（コンピテンス）を、汎用力（汎
用コンピテンス）と専門力（専門コンピテンス）の観点
から明確化し、体系的な教育課程を編成。

⃝�修了までに汎用コンピテンス及び専門コンピテンスを
確実に修得できるよう、定期的に学生の達成度を確認
し、きめ細かな学修支援を実施。

⃝ 人材養成目的を明確化した三つの学位系統「研究学
位」、「専門学位」、「専門職学位」を設定し、大学院教
育に対する社会や企業の多様なニーズに応える人材育
成を実現。

⃝ 特に「専門学位」の設定は、研究能力に加えて、社会に
おける具体的課題に即した「現場力」の養成を重視する
新しい試み。

⃝ 学位プログラムの教育の質を持続的に保証・向上さ
せていくため、教学マネジメント室を設置。
⃝ 教学マネジメント室では、学位プログラムのモニタ

リングとプログラムレビューの取組を中核としつつ、
学位プログラムの新設又は改組等に伴う質保証の審
査、体系的なファカルティ・ディベロップメントの
推進及び高等教育に関する調査研究などを行い、内
部質保証の確立と高度化を推進。

柔軟な学位プログラム編成のための組織改組

人文社会科学研究科（10専攻）
ビジネス科学研究科（5専攻）

数理物質科学研究科（12専攻）
システム情報工学研究科（10専攻）
生命環境科学研究科（15専攻）

人文社会
ビジネス科学学術院

人文社会科学研究群（3学位 P）
ビジネス科学研究群（2学位 P）
（2専門職大学院）

理工情報生命学術院
数理物質科学研究群（5学位 P）
システム情報工学研究群（8学位 P）
生命地球科学研究群（12学位 P）
（1国際連携専攻）

人間総合科学学術院 人間総合科学研究群（26学位 P）
（2共同専攻、1国際連携専攻）

【旧　8 研究科・85 専攻】 【現　3 学術院・6 研究群 +6 専攻　56 学位プログラム】 

人間総合科学研究科（29専攻）
図書館情報メディア研究科（2専攻）
教育研究科（2専攻）

系（教員組織）
◦人文社会系
◦ビジネスサイエンス系
◦数理物質系
◦システム情報系
◦生命環境系
◦人間系
◦体育系
◦芸術系
◦医学医療系
◦図書館情報メディア系
◦学際研究系
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■  本学の数理・データサイエンス・AI教育プログラムの取組み 

本学では開学から今日に至るまで、基礎的な情報リテ
ラシーとコンピューターの利用技術の習得を目的とした
共通科目「情報」２単位（2019年度入学者から4単位に
変更）を全ての学士課程の学生の必修科目として開設し
ており、2021年度には、同プログラムが文部科学省よ
り「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制
度（リテラシーレベル）プラス」に認定され、2022年度
には、同プログラムを基礎とした情報学群のプログラム
が「応用基礎レベル」に認定されました。
この認定制度は、内閣府・文部科学省・経済産業省の
3府省が連携して設けられ、大学等の正規の課程であっ
て、数理・データサイエンス・AIを活用して課題を解
決するための実践的な能力を育成することを目的とし
て、数理・データサイエンス・AIに関する知識および
技術について体系的な教育を行うものを文部科学大臣が
認定および選定して奨励するものです。

本学における学士課程から博士後期課程にいたる全学
的な数理・データサイエンス・AI�教育の体制を構築す
るため、2021年度に教育担当副学長をリーダーとする
「分野融合型数理・データサイエンス・AI�推進本部」を
設け、全学的なMDA教育を推進しています。

■  新たなリベラルアーツ教育である「総合智教育」を基盤とした改革 （入学者選抜改革 ―総合学域群の設置―） 

本学では、研究大学として、多様な分野を見渡す力と
専門的知識を基礎とした学際的研究を先導する人材の育
成を行うため、細分化した専門領域の枠を超えて学び、
考えることのできる、新たなリベラルアーツ教育の実施
に呼応した入試方式として、従来の「学類・専門学群選

抜」に加え、2021年度入試から、一般選抜前期日程に
おいて「総合選抜」を実施しています。
「総合選抜」で入学した学生は、1年次は「総合学域群」
に所属し、様々な専門領域を学修したうえで、1年次の
成績に基づき、2年次から学類や専門学群に所属します。

総 合 学 域 群総 合 選 抜
総合選抜による入学者が所属する。幅広い学問分野
の入門的科目を中心に修学する。学生は、これらの
学修を通じ、様々な問題を多角的にとらえる知的な
資質を修得する。総合学域群に設置するアカデミック
サポートセンターは、これらの目的に資する履修計
画を中心に様々な修学支援を行う。 年次の学びの
中で自らの問題意識を学問的な課題に引き上げ、
年次に志望する学類等へ移行する。

体育専門学群は移行先に含まれない

人文・文化学群

社会・国際学群

理工学群

人間学群

生命環境学群

情報学群

医学群

芸術専門学群

アカデミックサポートセンター類・クラス

高大接続改革（高校教育、大学教育、それを
つなぐ大学入試の一体的な改革）に呼応した
本学の入試改革の取組の一環として、前期日
程の一部として導入した。入学時に学群・学
類等を定めない選抜方式（ つの選抜区分）
で、自らのキャリアを主体的に切り拓くため
に必要な基礎学力と学習意欲を有する人材を
選抜する。

2021年度入試から、新たなリベラルアーツ教育である「総合智教育」を基盤とした以下の改革を実施

入学者選抜 1年次 学生の志望等をもとに学類・
専門学群へ移行

第 類（ クラス）

第 類（ クラス）

第 類（ クラス）

アカデミックアドバイザー

アカデミック
コーディネーター

専門スタッフ

ラーニングサポーター

４つの選抜区分

2年次

※合計約 名の学生を受入れ
（前期日程募集人員の約 割に相当）

文系 文科系志向

理系Ⅰ 物理学の素養を必須とした理科系志向

理系Ⅱ 特定の分野にとらわれない理科系志向

理系Ⅲ 数学に重点をおいた理科系志向

人文学類、比較文化学類、日本語・日本文化学類

社会学類、国際総合学類

教育学類、心理学類、障害科学類

生物学類、生物資源学類、地球学類

数学類、物理学類、化学類、応用理工学類、
工学システム学類、社会工学類

情報科学類、情報メディア創成学類、
知識情報・図書館学類

医学類、看護学類、医療科学類
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経済的理由によって納付が困難である学生、成績優秀
と認められる学生、その他やむを得ない事情があると認
められる学生に対して、入学料や授業料の全部もしくは
一部を免除しています。
2021年度は、入学料免除を64名・約1,800万円、授
業料免除を5,470名・約10億2,500万円実施しました。

成績優秀者を対象とした経済支援について、2019年
度から実施している「大学院進学奨励奨学金」及び、「学
業成績優秀者支援奨学金」に加えて、2021年度から「研
究奨励金」も実施し、学生への経済支援の一層の充実を
図っております。
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入学料・授業料免除の状況

免除割合＝免除額÷入学料（授業料）収入

筑波大学学生奨学金「つくばスカラシップ」は、留学生
への経済支援や緊急時の学資支援を行う制度で、本学独
自の奨学金制度です。この制度による留学生への支援額
は、2021年度は77名、4,878万円となっております。
また、海外留学のための独自の奨学金制度として、

「海外留学支援事業（はばたけ!�筑大生）」があります。前
年度に引き続き、2021年度も新型コロナウイルス感染
症の世界的な拡大の影響を受け、学生の海外派遣は困難
な状況が継続しました。一部海外渡航に関しては、特別
措置により渡航の可否を判断し、承認されたプログラム
に関してのみ支援金を支給しました。
2022年度からは、ポスト・コロナの国際交流再開・
活発化を見据え、留学生の受入れ、学生の海外派遣及び
留学の支援を推進していきます。

学生支援の充実

■  奨学金の充実 ■  学納金免除の充実 

■  海外からの留学生受入れ及び海外留学支援の充実 

2021年度からJST次世代研究者挑戦的研究プログラ
ムに採択され、優秀な博士後期課程相当の学生に、給付
型の支援経費（生活費相当額及び研究費）の支給を開始し
ました。2021年度は351名の学生を選抜し、支給実
績は約5億円となっています。本プロジェクトは、博士
後期課程学生の既存の枠組みにとらわれない自由で挑戦
的・融合的な研究を支援し、生活費相当額を支給するこ
とで学生が研究に専念できる環境を整備するとともに、
多様なキャリアパスで活躍できる博士人材に導くことを

目的としています。
また、博士号取得後のキャリアパスの開拓を目的と
したサロンシステム(愛称：PhD×FUTURE.)を構築し、
2021年度から施行実施しました。本システムは、博士
後期課程学生と産業界、研究所等の新たな繋がりを提供
するプラットフォームであり、本プロジェクトにも活用
することで、博士後期課程学生のキャリア支援の加速化
が期待されます。

■  博士後期課程学生への支援 
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学生宿舎がもたらす教育的効果や施設の老朽化が目立
つ現状等を踏まえつつ、指定国立大学法人の構想に掲
げた人材育成のビジョンを達成するため、2021年7月
に学生宿舎リニューアル検討委員会を設置し、2022年
3月に検討結果を報告書に取りまとめました。これによ

り、学生宿舎エリアを学住接近の利を活かした先端的な
教育研究の実践と学生文化の発信の場とすることを目指
し、グローバルレジデンス整備事業によって整備された
学生宿舎以外の学生宿舎について、第4期以降に段階的
に整備充実を進めていくこととしました。

■  学生宿舎のリニューアルに向けた検討 

Meiho Facility Works Ltd. All Rights Reserved

平砂
エリア

追越
エリア

イメージパース 鳥瞰①-1

追越学生宿舎エリア

平砂学生宿舎エリア

学生宿舎エリア全体を俯瞰した鳥瞰パース
平砂学生宿舎エリアの入り口には 学生文化発信の場であり、
地域社会との交流促進の場である「未来社会デザイン棟（仮称）」を計画

つくば公園通り

グローバル ヴィレッジ

今回の事業範囲

未来社会
デザイン棟（仮称）

世帯棟

学生宿舎リニューアル計画　イメージ図

DACセンターでは、発達障害等のマイノリティを含
む「多様な学生のパフォーマンス最大化に向けた心理教
育的アセスメント機能」を構築しています。このアセス
メントにより、学生の修学上の困難性や知的能力等を客
観的に評価・フィードバックし、全ての学生が個々の特
性（強み・弱み）に合った学習方略の獲得およびキャリア
形成を支援することを目的としています。

下図の学年構成比にもあるように、アセスメント機能
の構築により、本学では低学年から教育的支援を受けら
れる体制が整備されています。また、アセスメントの結
果は各学生に個別にフィードバックされ、各学生の自己
特性理解の促進につなげています。本人の希望に応じて
DACセンターの修学支援サービスを利用することが可
能であり、シームレスな支援体制を構築しています。

学群1年
23%

学群2年
15%

学群3年
21%

学群4年
20%

修士1年
10%

修士2年
9%

博士1年
2%

2021年度における
アセスメント希望学生の学年構成比

■  多様な学生のパフォーマンス最大化に向けた心理教育的アセスメント機能 

学生宿舎エリア全体を俯瞰
した鳥瞰パース

平砂学生宿舎エリアの入り口に
は学生文化発信の場であり、地
域社会との交流促進の場である

「未来社会デザイン棟（仮称）」
の整備
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2021年度に、スチューデントサポートセンターを新たに
設置し、学生支援、学生相談及び国際交流に係る支援の
窓口を一元化し、修学や生活上の支援、学生組織への指導
助言等を行う学生生活支援室、修学や生活上で抱える様々
な問題等に関する相談業務を行い、こころの健康や人間的
成長に関する教育・啓発活動を進める学生相談室、外国人
留学生の受入れや海外派遣に関する支援を行う国際交流支
援室が一体となって、学生を支援する体制を整備しました。

■  スチューデントサポートセンターの設置 

ウクライナ学生支援

2022年2月のロシア軍によるウクライナ侵攻に伴
い、ウクライナから避難し、継続して学修・研究の場
を希望するウクライナ国籍の学生の受入れを以下のと
おり実施した。
❶ �2022年3月に卒業または修了後もウクライナへの帰
国が困難な状況となることが見込まれる外国人留学
生について、「ウクライナ情勢を踏まえた外国人留学
生に係る特例措置について」（学長決定）を定め、当
該外国人留学生の研究生としての入学許可及び授業
料等の免除措置の取扱いにより1名を受け入れた。

❷�ウクライナの情勢悪化に伴い、学ぶ場や研究する場
を確保することができなくなった学生等を対象に、学
士課程は特別聴講学生として、大学院課程は研究生
として、いずれも、学位取得を目的としない非正規
生50名（特別聴講学生30名、研究生20名）を受
け入れることとし、これまでに40名に入学を許可し
た。そのうち27名（男性6名、女性21名）が渡日
済、13名は渡日に向けて調整中である。

【学修支援】
本学の夏季休業期間中に渡日した学生向けに、8月
3日～ 9月30日の間、日本語コース及び日本社会を
テーマとした講義を開講。講義終了後には、ウクライナ
出身の先輩や学生サークル団体との交流会等を実施。

【住居及び生活立上げ支援】
⃝�茨城県から県営住宅7戸の無償貸与を受け20名が
ルームシェアで入居、他7名は無償で本学宿舎に入居。
今後受け入れる学生23名についても、同様に本学宿舎
に入居予定。
⃝�本学、茨城県及び関連企業による県営住宅各室の環
境整備。
⃝�本学教職員及び関連企業から生活物資の提供による
支援。
⃝�つくば市から譲与されたリサイクル自転車50台の
貸出し。

【経済支援】
⃝�本学のウクライナ学生基金及び留学生後援会基金よ
り、生活費（5万円/月）支給、帰国旅費（上限15万
円）支給（予定）、修学及び生活環境整備等。
⃝�本学から日本財団ウクライナ避難民支援に申請し、
9月上旬までに渡日した10名分が採択され支援金
（個々の条件により、生活費：100万円/年で最長
3年、住環境整備費50万円/戸、渡航費：上限30
万円）を受給。

❸ �2022年度国費外
国人留学生（日本
語・日本文化研
修留学生）＜ウク
ライナ人留学生特
例支援策＞　1名
採用（渡日済）

永田学長及び関係副学長を表敬訪問 嘉納治五郎先生像の前で
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文部科学省オープンイノベーション機
構整備事業の採択を受け、2019年10
月にオープンイノベーション国際戦略機
構を設立し、①ニーズドリブン型共同研
究による外部資金の拡大、②オープンイ
ノベーションの国際展開、③ベンチャー
エコシステムによる研究成果の産業化を
推進しています。各種産業分野での共同
研究立ち上げのために、教員・研究組
織を横断的に分類したデータベース（産
業分野別教員DB）を整備し、クリエイ
ティブマネージャーが各分野で企業ニー
ズドリブン型の共同研究をマネジメント
する体制を整備しました。本機構では、
農業、ライフサイエンス、バイオテクノロ
ジー、サービス、スマートシティおよび
環境エネルギーの6つの分野のほか、今
後、拡大を進める新分野で、共同研究
の規模を増大していきます。

目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

主な活動実績 Results of Main Activities

❶  社会還元型研究をオールつくばで推進

国際産学連携本部の下に外部資金による開発研究センターシステムを導入し、企業との共同研究、共同資金に
よる研究組織の整備、研究施設・設備の学内外の共用化・共有化を通じて社会還元型研究を積極的に推進する。
筑波研究学園都市内の大学、研究開発法人、企業研究所、その他の研究機関と協働し、つくばイノベーショ
ンアリーナナノテクノロジー拠点（TIA-nano,�2009-2015）方式を一層発展させた連携形態として、組織の壁
を越えて人材を結集できるイノベーション研究プラットフォームを構築することによって、新たなデバイス・
機器や機能性植物の開発やサイバニクスを含む新規医療の研究など社会還元型研究を推進する。

❷ 筑波研究学園都市を中核とする産学連携機能を強化

筑波研究学園都市内の機関との一体的なエコシステムによるイノベーション研究プラットフォームを形成し、
基礎研究と開発研究の橋渡し、大学と研究所間・プラットフォームを構成する研究所間の研究活動の協調を図
り、大学院教育と研究活動の一体化等を推進する。また、附属病院と筑波研究学園都市内の関係医療機関、関
係企業等との医工連携による臨床研究を一体的に推進する仕組みを整える。

❸ 能動的産学連携活動の推進

学群教育、大学院教育及び筑波研究学園都市の若手人材育成の中に、デザイン思考とアントレプレナー教育
を明確に位置付ける。

我が国のグローバルな産業競争力強化への貢献  
―産学連携機能の強化―

■  オープンイノベーション国際戦略機構の設立 
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本学の学際的な研究総合力を次世代産
業創生に活かす場を構築するための制度
として、開発研究センターを整備してい
ます。このセンターは外部資金のみで運
営され、大学のミッションである社会貢
献を担う組織として、イノベーション創
出、企業の優秀な人的リソースの導入、
研究のスピードアップ、産学連携・起業
意識の高い人材の育成を目的としてお
り、社会的要請の高い学問分野での企業
との共同研究開発を積極的に推進し、協
働研究体制を構築しています。多様な分
野の研究者による産学共同研究を展開
し、Society5.0の実現やSDGsの達成
に向けて、開発研究センターを中心に積
極的に貢献していきます。

2022年4月には、新たに「健幸ライ
フスタイル開発研究センター」「ゼロ
CO2エミッション機能性材料開発研究セ
ンター」の2センターが設置されました。

■  開発研究センターの推進 

プレシジョン・メディスン開発研究センター
日本初の1000ドルゲノム解析研究の拠点

未来社会工学開発研究センター
Society 5.0を実現するモビリティ・インフラの 
先端研究拠点

スポーツイノベーション開発研究センター
国立大学初Athletic Department （AD）の 
社会実験拠点

ヘルスサービス開発研究センター
健康・幸福をもたらすサービスの学問に特化した
日本初の拠点

テーラーメイドQOLプログラム開発研究センター
食と運動と睡眠を通して一人一人にQOLを
向上するプログラムを提供

働く人への心理支援開発研究センター
働く人への心理支援に関する研究と社会貢献体制
を整備した開発研究センター

イノベイティブ計測技術開発研究センター
革新的計測評価技術の開発研究を目指して

革新的創薬開発研究センター
新薬、新技術で、活力ある100年の人生を

デジタルネイチャー開発研究センター
計算機と自然の新しい関係性を探求

健幸イノベーション開発研究センター
心と身体の健康を創るウェルネス社会の実現を 
目指して

スマートウエルネスシティ政策開発研究センター
健幸長寿社会実現に向けたエビデンスに基づく 
政策化を目指して

健幸ライフスタイル開発研究センター
次世代につなげる健康で幸せなライフスタイルを探求

ゼロCO2エミッション機能性材料開発研究センター
カーボンニュートラルおよび水素社会の実現を 
目指して

2019 2020 2021

489

599
553

（単位：百万円）
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開発研究センターにおける
共同研究費の受入額

佐藤孝明センター長

山海嘉之センター長

高木英樹センター長

田宮菜奈子センター長

礒田博子センター長

岡田昌毅センター長

伊藤雅英センター長

澁谷彰センター長

落合陽一センター長

坂本和一センター長

久野譜也センター長

吉本尚センター長

近藤剛弘センター長
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国内企業との共同研究の拡大、海外企業との共同研
究の拡大に向けて、2014�年度に国際産学連携本部を設
置して産学連携体制の強化を図っており、これまでに
海外での連携拡大のためのプログラムやイベントを実
施してきました。2019年度には、LII（Laboratory�of�
Intellectual� Innovation）をシリコンバレーに開設し、
同圏内のエンジェル、VC�とのチャネルを構築する環境
を整備いたしました。
世界的なコロナ禍で海外での活動が制限される中、
LIIを通じて現地の企業、VC、アクセラレータとの連携
を目指す教員の国際展開を支援するプログラムをオン
ラインで実施したほか、デジタルマーケティングの活
動にも取り組んでいます。海外では標準ツールとなって
いるWellspringを活用し、大学の技術を世界のテック
スカウトに発信することにより、関係構築や国際連携の
きっかけをつくる活動を推進しています。

また、欧州での活動強化のため、欧州企業と日本の大
学のオープンイノベーション事例を調査するとともに、
過去のベストプラクティスや連携にあたっての課題につ
いてまとめました。この活動をきっかけに新たな連携の
実現を目指します。
今後はこれまでの活動を、実際の事例に結びつけるべ
く、海外企業ニーズと大学シーズのマッチメークをはか
る活動を推進いたします。

本学は2020年9月にJST（科学技術振興機構）事業
「大学発新産業創出プログラム（START）大学・エコシス
テム推進型　大学推進型（旧SCORE大学推進型）」に採
択されました。2022年4月からは、本事業の学内呼称
を『筑波大学ベンチャー起業支援事業「つばさ」』（つばさ
事業）と定め推進しています。
本事業は、大学の優れた技術シーズを基にした成長ポ
テンシャルの高い大学発ベンチャーの創出を促進するた
めのプログラムです。研究段階から事業化段階へのス

テップアップや起業を目指す研究者を複数のメンターや
資金（GAPファンド）によりハンズオンで支援しています。
また、この支援を通して設立したベンチャーが成長す
る過程を共同研究などで支え、資金を本学へ還流すると
ともに、メンター人材として起業家育成に参加します。
本学とベンチャーとの間で資金と人材が循環すること
で、起業家育成の支援や起業の支援を継続的・自律的に
実現する「ベンチャーエコシステム」の確立を目指してい
ます。

▶筑波大学発ベンチャー起業支援事業「つばさ」

■  大学発ベンチャーの育成支援 

■  産学連携の国際展開 
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筑波大学は2014年に株式上場したCYBERDYNE
（株）を筆頭に、全国の大学の中でも有数のベンチャー設
立数を誇ります。2021年度時点では、全国の大学で第
4位の実績となっています。

さらに近年は、筑波大学発ベンチャーの資金調達額が
大幅に拡大しており、2021年度中の資金調達額合計が
約84億円に達しました。

2021年度現在、５つのカテゴリーで起業家育成のた
めの教育を重層的に展開しています。
①次世代起業家養成講座
②筑波クリエイティブ・キャンプ・ベーシック
③筑波クリエイティブ・キャンプ・アドバンスト
④起業家のための経営・知財必須知識
⑤�文部科学省次世代アントレプレナー育成事業� �
（EDGE-NEXT）
※EDGE-NEXTは2021年度をもって事業終了
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筑波大学発ベンチャーの資金調達大学発ベンチャーの累計スタートアップ数

2021年度筑波クリエイティブ・キャンプ・アドバンスト
ビジネスプラン発表会の様子

■  アントレプレナー教育の推進 

■  筑波大学発ベンチャーの資金調達 
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本学は、2014年度文部科学省「スーパーグローバル
大学創成支援」タイプA（トップ型）に採択されました。
この事業の核となるCampus-in-Campus等の取り
組みを通して、国境や機関の壁を越えたトランスボー

ダーな教育研究交流を実現し、「開かれた大学」から「わ
が国の高等教育と社会を世界に開き、率先して世界の
未来を拓くトランスボーダー大学」への飛躍を目指しま
す。

国際性が日常化された大学の実現 ―グローバル化の推進―

目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

主な活動実績 Results of Main Activities

❶  大学のグローバル競争力を強化し、国際的互換性のある教育と世界トップレベルの研究を推進

スーパーグローバル大学創成支援「トランスボーダー大学がひらく高等教育と世界の未来」事業の目標達成に
向け、世界のパートナー校と連携し、教育研究の資源を共有するCampus-in-Campus構想を通じて、組織・
国などの壁を乗り越えた国際協働教育研究を推進する。

❷ 筑波研究学園都市全体のグローバル化の牽引

学内組織に加えて筑波研究学園都市内の研究機関などの参加を得て国際会議等を開催するなど、教育研究成果
を積極的に世界に発信することにより、本学及び筑波研究学園都市全体のグローバル・プレゼンスを強化する。

▶Campus-in-Campus（CiC）構想の推進

▶Japan Virtual Campus（JV-Campus）

CiC協定を締結した海外のパートナー大学との間でキャンパス機能を共有し、国境や機関の壁を越えたトランスボー
ダーな教育研究交流を実現するための取組です。具体的には、CiC協定校との間で授業科目を共有するためのシステム
である科目ジュークボックスの運用やジョイントディグリー・ダブルディグリープログラムの開設・運用、海外教育研
究ユニット招致、相互オフィスの設置等によって、学生・教職員が世界の大学を
ホームキャンパスとして自由に活動できるようにすることを目指しています。

2022年5月現在、Campus-in-Campus パートナー大学は下記のとおりです。
ボルドー大学（フランス）／国立台湾大学（台湾）／サンパウロ大学（ブラジル）／

マレーシア工科大学（マレーシア）／カリフォルニア大学アーバイン校（米国）／ユトレ
ヒト大学（オランダ）／グルノーブル・アルプ大学（フランス）／オハイオ州立大学（米国）
／ボーフム大学（ドイツ）／アルファラビ・カザフ国立大学（カザフスタン）

主な取り組み

国際競争力のある日本の高等教育をオンラインで国内
外に開放するオンライン教育プラットフォーム「Japan 
Virtual Campus（JV-Campus）」を 開 発 し2022年3
月からパイロット事業を開始しました。日本の高等教育

全体の国際的な玄関口として、国内外の多くの大学や機
関とともに、ポストコロナ時代に必要とされる魅力的な
教育コンテンツを提供し、世界中の学びたい人々と共
に、新たな学びの創造をリードします。

◆ 国際的なオンライン教育プラットフォーム（ ）
◆ 筑波大学は、幹事校として、オールジャパンで結成する国際的なオンライン教育プラットフォーム（ ）の展
開を統括（ ）

年度

◼ 事業戦略策定
（大学等ニーズ調査実施： 月～ 月予定）

◼ プラットフォーム構築
− プロトタイプ版立上げ（ 月末予定）

◼ テスト版の運用開始（ 年初頭予定）
◼ パイロット科目の開発

年度

◼ パイロット事業開始
◼ 事業評価・見直し
◼ 実務業務を実施する運営事業体の設置および移行業務の
検討

年度
◼ パイロット事業継続・拡大
◼ 事業評価・見直し

年度
◼ 本格事業開始
◼ 実務業務の運営事業体への完全移行

事業プロセス

その先へ

◆◆ 国際的なオンライン教育プラットフォーム 国際的なオンライン教育プラットフォーム
（JV-Campus）（JV-Campus）

◆ ◆ 筑波大学は、筑波大学は、幹事校幹事校として、として、オールジャオールジャ
パンで結成する国際的なオンライン教育パンで結成する国際的なオンライン教育
プラットフォーム（JV-Campus）の展開プラットフォーム（JV-Campus）の展開
を統括を統括（JV-Campus　https://www.（JV-Campus　https://www.
jv-campus.org/）jv-campus.org/）

■  スーパーグローバル大学創成支援事業（SGU事業）の展開 
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世界各国のベテランから若手まで、幅広い研究者や学
生がつくばに会し、国や研究領域を超えた議論を行うこ
とで、国際的な連携ネットワークの構築と、高い研究レ
ベルに裏付けされた「知の創造」を行い、地球規模課題
の解決に向けた熱い議論の場を提供することを目的とし
て、2010年度からTGSWを開催しています。2022年
度は、通算12回目となるTGSW2022を、オンライン
形式とハイブリッド形式により9月に開催しました。
世界の産官学の優秀な若手人材が、筑波研究学園都市

に集い、「社会と科学技術」に関する議論を行う「若手版ダ
ボス会議」として、2019年度から隔年で「筑波会議」が開
催されています。本学は同会議に主導的な役割を担って参
画しており、第3回目となる筑波会議2023は、”Design�
the�Future　-Curiosity-Driven�Quests� for�Global�
Solution”をメインテーマに、2023年9月に開催予定です。
TGSWおよび筑波会議を通して、新型コロナウイル
ス感染症の世界的な影響下にあっても、本学及び国際都
市つくばを積極的に発信し続けてまいります。

▶留学生交流の特色（2022年 5月 1日現在最新データ）

▶学生の海外派遣

海外派遣のためのサポート（2021年度）　

様々な経済支援により300名以上の学生を採用

⃝  JASSO海外留学支援制度（協定派遣）により6名を支援
⃝�官民協働海外留学支援制度（トビタテ！留学JAPAN）により12名、
第1期からの通算では166名が合格
⃝  2015年度より開始した筑波大学海外留学支援事業�（はばたけ！筑
大生）により、国際交流協定校交換留学支援15名・�Campus-in-
Campus（CiC）等支援54名・海外学会等参加支援36名・語学系研修等参加支援182名等のプログラムで合計�287
名を採用、その内オンライン形式による実施で134名を支援

本学は、世界各地（117カ国・地域�）から多様な留学生を受け入れてい
ます。全国トップクラスの受入数となっており、英語のみで学位が取得でき
る多くのプログラムを提供する一方、レベルに合わせたきめ細やかな日本語
教育が受けられることも特徴です。コロナ禍により、渡航できない留学生に
はオンラインによる授業提供も行っています。

交流協定校は381校にもおよび、国別では中国が最も多く、米国、
ドイツの順となっています。派遣学生の比率は学群生が約4割、大学院
生が約6割です。

※支援…実際に奨学金を支給したもの　　採用…実際に奨学金を支給したかどうかに関わらず、採用（採択）されたもの
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海外留学派遣学生数
（当該年度中。前年度からの継続者含む）
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23002300

2019

12960
2020

2372
2593

2457

2022年5月1日現在

381
69

ヶ国・地域

国際交流協定校

■  留学生受け入れと海外派遣 

■  国際会議「つくばグローバルサイエンスウィーク（TGSW）」および「筑波会議」の推進 

※ �2020 年度からは
COVID-19による出入国
制限の影響あり。
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本研究は、2021年度中に、大規模災害時に水素燃料
電池バスを基盤とした防災・感染症対策システムを備え
た「災害医療用モビリティ」のための開発、実証研究と社
会実装を研究開発の目的とし、民間企業、医療機関、公
共の交通機関等との連携により実施したものです。
短時間で大人数検査が可能な大型バス（3,000件/1
日）、狭い場所でも検査可能で機動性に優れたマイクロ
バス（1,320件/1日）の計2台の車両を開発。患者受付
から結果報告まで、最短で約40分（大量検体処理時も
約1時間）という迅速性を特徴としています。（研究責任
者：医学医療系教授�鈴木広道／社会実装責任者：シス
テム情報系教授�鈴木健嗣）　

「医療用設備が必要とする電源品質や電源容量に耐え
うるか？」、「水素燃料電池バスの静音性や排ガスゼロの
特性を維持できるか？」、「災害現場における必要性に応
じて柔軟に機能を変換できるか？」等を課題として設定
し、車両開発を実施しています。
茨城県からの要請を受け、濃厚接触者に指定された
医療従事者等のエッセンシャルワーカーを対象とした
PCR検査実施のため、水素燃料電池バスを派遣しまし
た。2022年2～ 3月で実施した実検査数は、2,698名
に上ります。県のニーズを踏まえ、同年4月以降も継続
実施されています。

目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

主な活動実績 Results of Main Activities

⃝�2018年度より、健全経営を軌道に乗せるステージから“真の機能強化”を目指すステージへシフト！

⃝�今後は、将来を見据えた“真”の機能強化に必要な投資を行い、患者のみならずスタッフも満足する環境を整備し、
“マグネットホスピタル”の実現※を目指す。

本院は、大学の附属病院としての教育研究機能と、茨城県内唯一の特定機能病院としての診療機能を有して
いる。
教育研究機能の点では、地域医療教育センター等の充実強化、革新的医薬品等の創出を加速するための臨床研究
推進体制の強化、最先端医療の研究開発と社会実装を実現するためのロボットの医療適用・ホウ素中性子捕捉療法
（BNCT）による革新的がん治療の仕組みの確立など、本学の強み・特色を活かした取組を推進する。
診療機能の点では、遠隔医療・高度医療（救命・救急医療など）の提供体制や新たな外来機能の強化など、茨城県
内はもとより他県の地域医療にも貢献するための取組を推進する。

エッセンシャルワーカー向けのPCR検査実施
（2022年2月24日　2台同時運用の様子）

移動型検査室

総合研究型大学の附属病院としての"真"の機能強化  
―附属病院機能の強化―

■  水素燃料電池バスを基盤とした防災・感染症対策システムを開発 

※�充実した診療体制や施設・設備を有し、高度急性期医療を提供するとともに高い人材育成能力を持ち、医師・看護師等を引きつけるだ
けではなく、患者さんからも高い信頼を得ている魅力ある病院
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がん、慢性心不全、慢性閉塞性肺疾患、慢性腎臓病な
どの重い病をもつ患者さん、特に専門的な緩和ケアが必
要な患者さん・ご家族の診察・ケアのため、2022年4
月1日に緩和支持治療科を開設しました。
多くの難治性疾患の治療法が開発され平均余命が延び
る一方で、継続して治療が必要な患者さんの数は更に増
加しつつあります。特にがん医療においては、療養生活
の質を向上させることが重点的に取り組む政策課題とし
て取り上げられ、早期から終末期に至るまで緩和ケアを
切れ目なく提供する体制を整備することが求められてい

ます。
重い病の治療・ケアにあたって、当科では、まず痛み
などのつらい症状を楽にすること、そして、ご本人にど
んな治療やケアが合っているかを考えるお手伝いをして
います。また、病状が進行すると意識状態が悪くなり、
自分で治療やケアについて決めることが難しくなること
があります。あらかじめ、病状の進行に備えて、どのよ
うな治療や療養を受けたいかについてご家族を交えて相
談しておくこと（アドバンス・ケア・プランニング）の実
践に力を入れています。

本学附属病院では、2021年7月から、ヒトのゲノム
解析により、疾患の診断や治療に役立つ情報を共有する
新たな試み「ゲノムドック」を行っています。附属病院
つくば予防医学研究センター、本学ベンチャー企業の
iLAC社などと共同でゲノムデータを収集、高精細に解
析するとともに、個人の健康管理に役立つ情報を共有す
ることを目指しています。
その対象として、がんや心疾患などに関わる125の
遺伝子を取り決め、解析後に各診療分野の専門医から成
る専門家会議「ゲノミックボード」での審議により、結果
の意義付けが行われたのちに報告書を作成します。結果
返却時には、臨床遺伝専門と認定遺伝カウンセラーが同
席して説明を行います。これまで、24名中4名に病的
な意義のある遺伝子の変異を発見し、生活習慣の見直し
や具体的な検診の提案を行いました。
このような、科学的エビデンスに基づく解析と、その

結果を医療の観点から適切に返却するシステムは日本初
の取り組みです。2022年度から学外医療機関の協力を
得て、東京都内でも提供を開始しました。

ＡＩロボット「まほろ」による高精度のゲノム解析
写真提供：ロボティック・バイオロジー・インスティテュート株式会社

附属病院外観

■  重い病
やまい

を持つ患者さんとそのご家族への支援 

■   国内初のゲノムドックを開設 
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目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

附属学校将来構想の基本方針

初等・中等教育及び特別支援学校における教育モデルの構築  
―附属学校教育の充実―

本学は、小学校、中学校、高等学校及び全ての障害種別に応じた特別支援
学校を附属学校として有する世界でも類を見ない大学です。またそれぞれの
附属学校は、我が国を代表する実験学校として長い歴史的経緯をたどって成
立しており、我が国の教育をリードするための研究と実践を内外に積極的に
発信しています。

本学のルーツは我が国最初の師範学校であり、以降日本の教育をリードし
てきました。また附属学校は、大学の研究に協力するとともに教育実習・介
護等体験実習においても重要な役割を果たしてきました。さらに各校は、そ
れぞれの校種の特徴を活かして、現職教員に開かれた授業参観や研修会の開
催、短期及び長期の研修受入れ、各校を会場とした「教員免許状更新講習（選
択Ｄ）」の実施などを担っています。（教員免許更新制は2022年7月をもっ
て解消）

各校では、２つの共通コンセプトのもとに、児童生徒及び教師の国際交流活動を推進しています。
①..幼児・児童・生徒が、個々の発達に応じて、自国や他国の文化を理解し、大切にする態度を養うとともに、積極的
に外国の人とコミュニケーションをとる態度を養う。

②..教師が、自国の文化とともに他国の文化を尊重しながら、学校全体の国際化を図り、附属として日本や世界のため
にできることを考える。

学校における指導事例の検討

「科学の芽」賞表彰式・発表会

【主な取組】　⃝附属学校研究発表会の実施
　　　　　　⃝第16.回朝永振一郎記念「科学の芽」賞の実施　など

【主な取組】　⃝小・中・高一貫グローバルな素養を育てるカリキュラムの開発
　　　　　　⃝公開講座（現職教育講座、免許法認定公開講座等）　など

【主な取組】　⃝国際バカロレア（IB）
　　　　　　⃝オリンピック・パラリンピック教育の推進　など

教員の指導力向上のための高度な教師教育拠点

基礎学力の向上を目指す効果的なカリキュラム開発などの先導的教育拠点

国際化対応能力を養う国際教育拠点

附属学校将来構想の基本方針として、下記の３つの拠点構想を掲げて取り組んでいます。

3つの拠点（先導的教育拠点、教師教育拠点、国際教育拠点）としての成果を活かし、全国の大学・附属学校とコ
ンソーシアムを構築し、グローバルな素養を育てるカリキュラムを開発・提案する。
附属11校を全国的に教育を先導する学校群（クラスター）ととらえ、教科指導・行事・特別支援教育に関する教
師の指導力の高さや実践研究の豊かさなど各校の知見の蓄積を、附属学校群の交流を通して共有し、深められる強
みを活かすとともに、全国の大学との協働体制を強化して、「筑波型インクルーシブ教育システムを目指したプロ
グラム」を開発し、公開研究会や出版活動を通して全国にその成果を還元する。
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⃝�附属坂戸高等学校を拠点校としたWWL（ワールド・
ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
について、コロナ禍の制約下ではあったものの、国
内フィールドワークやオンラインのESDシンポジウ
ムなどのリモートでの発表会を行うことで代替し、
2021年度末に計３年間の事業を完了しました。
⃝�2021年に開催が延期された東京2020.オリンピック・
パラリンピックに向けて本学体育系と連携し、オリンピッ
ク・パラリンピック・ムーブメント全国展開事業への協
力や日本ピエール・ド・クーベルタン・ユースフォーラム
（国際大会代表選手選考会を兼ねる）の主管を通じて、
附属学校の生徒のグローバル素養育成に資する成果を
上げました。

　.また、東京2020.パラリンピックで金メダリストと
なった附属特別支援学校の卒業生による講演会などを

実施することで、オリンピック・パラリンピックに対
する興味や関心を高める実践を新たに蓄積しました。

主な活動実績 Results of Main Activities

附属坂戸高等学校のWWL国内版国際フィールドワーク

日本ピエール・ド・クーベルタン・ユースフォーラム2021

⃝�附属学校群の普通学校と特別支援学校の児童生徒が共
生社会実現に向けた動画等を作成し、オンラインでの
交流を実施しました。
　.2021年度は「共生社会を目指す芸術・文化交流の集
い」を附属桐が丘特別支援学校から配信し、同校の卒
業生である映画監督による講演、各附属学校が作成し
た動画をリレー形式でつないでいく交流を実施しまし
た。日曜日のオンライン開催の効果で、多くの保護者

が参加し、新たな形態での障害者の理解啓発や共生社
会の意義を深める一助となりました。この成果は学内
広報およびHPに掲載し、校内外に発信しました。

⃝�大学と附属学校が連携した研究は、附属学校教育局指
導教員と全附属学校教員が参加する以下のプロジェク
ト研究をはじめ、個々の学校と大学教員との連携研究
を複数の研究室及び他大学との間でも行っています。
　１）.ICTを活用した授業実践の共有と公開 ―各附属学

校のオンライン教育実践の共有及び発信とGIGA
スクール構想との協働に向けて―

　２）盲ろう幼児児童生徒の指導・支援に関する研究
　３）コロナ禍におけるインクルーシブ教育の実践と評価
⃝�本学と連携協定を締結するお茶の水女子大学附属高等
学校と連携し、対面で実施していた「キャリアフォー
ラム」を動画配信で実施しました。その成果について

も教育研究大会等で動画配信を使って報告するととも
に、アンケート調査で繰り返し検証しました。
⃝�附属学校における教育研究・授業実践活動の成果を踏
まえて、附属学校９校の55名の教員により大学での
授業を実施しました。
⃝�本学教職科目「総合的な学習の時間の指導法Ⅰ・Ⅱ」に
ついて、附属学校教員10名（附属学校８校）が講師と
なりオンデマンド型授業で実施しました。
⃝�附属学校11校で155名の学生が教育実習に参加しま
した。教育実習事前指導においては、附属学校９校か
ら17名の教員がオンライン等で授業を担当しました。
（介護等体験を除く）

共生社会を目指す芸術・文化交流の集い

■  グローバル人材育成教育にかかるカリキュラムの開発 

■  インクルーシブ教育システムを目指した教育プログラムの開発 

■  大学と附属学校の連携 
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大学運営から経営への転換 ―大学運営の推進―

目標と主な方策 Goals ＆ Main Measures

主な活動実績 Results of Main Activities

国立大学を取り巻く厳しい財政状況の中、「知の拠点」として社会の多様な期待に応えていくため、国からの運営
費交付金のみに頼った大学の運営から、多様な財源に裏打ちされた大学経営への変革を目指す。
このため、「経営力強化方策」を策定し、その実行を通じて財源の多様化と収支構造改革に取り組むとともに、学
長直轄の諮問機関として、企業経営者等の外部有識者を加えた「大学経営改革室」を設置し、将来構想等について具
体の検討を進める。
また、ガバナンス強化のため、情報セキュリティ基本方針を定め、体制整備に努める。

➡  詳細はP.47 情報セキュリティマネジメントシステム
の構築 参照

※ISIRT（Information�Security�Incident�Response�Team）

情報セキュリティ組織・体制

情報セキュリティ全学総括責任者
学術情報担当副学長（CISO）

学長（CEO）

筑波大学 ISIRT（常設）

部局 ISIRT（常設）

インシデント
発見者

通
報

■  大学経営推進局の開設 

■  情報ガバナンス体制の整備 

大学経営推進局は、本学の教育、研究、社会との共創
ならびに大学経営のすべての面で、大学の価値を最大化
する大学経営戦略の策定とその具体化を推進する組織と
して、2022年4月、本学の指定国立大学法人としての
船出と同時に発足しました。
大学経営推進局の重要なミッションは、IRデータを
含む大学を取り巻くさまざまな情報を活用した経営分析
と将来予測を行い、それらをもとに、筑波大学の目指す
将来像となるビジョンの策定と、それに基づいた中長期
経営戦略の策定です。筑波大学Vision�2030は、本学
の現状とあるべき将来像を、学内のステークホルダーと

の議論をもとに策定しました。また、筑波大学Vision�
2030で掲げた戦略のいくつかは、第4期中期目標・中
期計画に盛り込まれています。
大学の教職員、本学卒業生、企業経営者、金融機関関
係者といった多様なステークホルダーからなる大学経営
推進局は、分析・立案機能の強化をはかりつつ、学内外
のステークホルダーとの信頼関係を築きながら、筑波大
学Vision�2030のアップデートを継続的に行うととも
に、筑波大学Visionならびに指定国立大学構想の実現
に向けた取り組みを加速させます。

情報セキュリティ基本方針に基づき、国内的にも国
際的にも開かれた総合大学の基盤となる情報セキュリ
ティ水準を維持し、継続的かつ安定的な教育・研究・
事務業務等の実施を確保するために、適切な情報セ
キュリティ対策を実施する上で必要な規程・体制を整
備しています。
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　本学の安定した経営基盤を維持するためには、収支構
造の改革が必要であったことから、第３期中期目標期間
においては、大型競争的研究費等の獲得強化などの取組
を進める「外部資金獲得戦略」、本学の高度で先駆的な研
究・教育分野から得られた成果をいち早く社会に還元
し、受講料収入を得るエクステンションプログラムや基
金事業などの「収益的事業の展開」及び人的資源の戦略
的・効率的な配置を行う「人事戦略」による『経営力強化
方策』を策定し、財務基盤の強化を図りました。
　また、第４期中期目標期間においては、更なる財務基
盤の強化に向け、第３期中期目標期間における成果を踏
まえつつ、財源の多様化を図るため、大学債券発行の対
象事業や償還財源の拡大及び資金運用範囲の拡大等の規
制緩和も活用し、新たな資源創生による財政基盤の強化
のための好循環システムを構築するなど、新たな強化方
策の策定に向けて取り組んでいます。

（1）外部資金獲得戦略

　科学研究費助成事業（科研費）の獲得増加に向けて、本
学の独創的・先駆的な研究の一層の発展を図ることを目
的とする「研究基盤支援プログラム」において、より上位
の研究種目の獲得拡大を図るための支援を行ったことに
より、学術変革領域研究（A）は2020年度の1件を大き
く上回る�11件、また、2020年度では獲得できなかっ
た学術変革領域研究（B）は、4件を獲得しました。
　また、大型競争的研究費等については、URA等によ
る申請・ヒアリング支援を実施するとともに、URA、
技術移転マネジャー、事務職員及び関係組織によるさら
なる連携強化により、CREST（1件）、さきがけ（3件）、
未来社会創造事業（2件）、AMED-CREST（1件）等を獲
得しました。
　さらに、共同研究支援又は本学発ベンチャーの育
成・支援を目的とした「事業化促進プロジェクト」では、
9件を採択し、主に�ILC棟、共同研究棟の研究スペー
スを貸与するとともに、経費支援（初年度のみ）を行い
ました。
　これらの取組により、外部資金の獲得額は、前年度の
136億7,800万円を上回る142億8,000万円となりま
した。

（2）収益的事業の展開

　エクステンションプログラムでは、コロナ禍において
対面式講座の開講が制限される中、オンライン講座を
拡充するなどの工夫（講座開設数の増や見逃し配信の開
始）を行い、4,500万円を獲得しました。基金事業につ
いては、学内バス停のベンチ更新に併せて寄附を募集
し、寄附者名等をベンチに掲載する取組を開始し、寄附
額1,200万円（2名及び6社）を獲得しました。
　さらなる自己財源確保のための取組として、民間企業
と業務委託契約を締結し、公式オリジナルグッズの開
発・販売に向けて協議を進めました。また、土地等の有
効活用を図るため、多様な手法による施設整備を推進で
きるよう、施設・土地委員会などによる検討体制を構築
しました。
　これらの取組により、収益事業の展開による獲得額
は、前年度の27億1,400万円を上回る27億8,000万
円となりました。

（3）人事戦略

　教職員配置見直し等の効果的な取組を進める一方、
若手教員の採用促進や研究力強化を図るために15名相
当の戦略的な配置を決定しました。
　事務系職員については、最長3年間に限定して任期付
職員を戦略的に配置する「循環型戦略職員支援制度」に基
づき、6名の配置を決定しました。

■  経営力強化の取組 

経
営
力
強
化
方
策

土地等の有効活用及び新たな収益
的事業を積極的に展開

収益的事業の展開

教職員配置見直し等の効果的な取
組を実施

人 事 戦 略

共同研究、受託研究、各種競争的
研究費等の獲得強化方策を実施

外部資金獲得戦略
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本学では、新しい道を拓く可能性を有する学生に、安
心して学修・研究に打ち込める環境及び様々な相互交流
を行う機会等を安定的に提供するとともに、本学におけ
る教育・研究及び社会貢献活動の推進に資することを目
的として、2010年4月より「筑波大学基金（TSUKUBA　
FUTURESHIP）」を設置しています。
筑波大学基金には、「一般基金」と「特定基金」とがあ
り、「一般基金」は主に学生や児童・生徒の学習・研究活
動の経済面からの支援や、国際交流とグローバル人材育
成等の支援を行っています。
「特定基金」は、本学が行う特定の事業を実施するため
に設ける基金で、運動部の選手やチームの育成・強化や
附属病院において良質な医療を提供するための人材育成
等に役立てています。

なお、「特定基金」のうち、修学支援事業基金は経済的
理由により修学が困難な学生を支援するための事業で、
この修学支援事業基金にご寄附頂いた方は、2016年度
の税制改正により導入された税額控除制度により、「所
得控除」と「税額控除」のどちらか一方の有利な方を選択
頂けます。
また、寄附に対する税制上の優遇措置だけでなく、本
学では、ご寄附を頂いた方への感謝の意を込めて、寄附
金額に応じた顕彰等を行わせていただいています。
詳細は筑波大学基金ホームページ（https://futureship.
sec.tsukuba.ac.jp/）でご確認ください。
皆様におかれましては、筑波大学基金の趣旨をご理解
いただき、何卒、格別のご支援を賜りますようお願い申
し上げます。

（単位：千円）

寄 附 目 的 寄附額 件 数

一般基金 119,199 3,124件

特定基金 268,203 4,459件

創基151年筑波大学50周
年記念基金 169,462 2,469件

フューチャーシップシート
プロジェクト（FSP） 12,080 8件

筑波大学スポーツアソシエー
ション事業 10,390 282件

附属病院支援事業 9,879 57件

柴峰会基金 34,020 1,354件

留学生後援会基金 1,405 210件

修学支援事業基金 15,804 68件

研究者の卵サポート基金 15,147 9件

現物資産活用基金 16 2件

計 387,402 7,583件

2021年度現金寄附受入実績

本学は、1872年に我が国で最初の高等教育機関とし
て創立された師範学校を創基として、東京教育大学に至
る歴史を経て、1973年に「新構想大学」として誕生し、
2023年に創基151年、開学50周年を迎えます。建学
の理念の実現に向けて、「世界トップレベルの研究支援」、
「国際交流とグローバル人材の育成支援」に関する支援
のための「創基151年筑波大学50周年記念基金」を創設

しました。つきましては、全てのステークホルダーの皆様
に記念基金の趣旨をご理解いただき、記念基金へのご支
援、ご協力を賜りますよう、心からお願い申し上げます。

寄附受入の推移
（単位：百万円）
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基金等による教育研究活動の充実

筑波大学基金 （TSUKUBA FUTURESHIP）

創基 151 年 筑波大学 50周年記念基金
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2022年10月 筑波大学債券を発行

2017年度より、READYFOR株式会社と業務提携し、
寄附獲得の有力なツールであるクラウドファンディング
を実施しています。2021年度は4件のプロジェクトを
実施し、約1,900万円のご支援をいただきました。
本学では、様々な教育研究を実施しており、クラウドファ

ンディングでは、主に学外の皆様の協力を得て社会に貢献

できるようなテーマをプロジェクトとして募集しています。
今後も本学の教育、研究及び地域貢献等に関するプロ
ジェクトを積極的に展開し、これらの諸活動を紹介する
ことにより、寄附習慣の形成並びに新たな寄附者の増加
につなげ、本学の財源の多様化による財務基盤の強化を
図ってまいります。

❶「 1型および2型糖尿病の子供たちに役立つ 
マンガをつくりたい」
　1型および2型糖尿病の子供たちの生活や病気につい
ての実態はあまりよく知られていないため、読みやすい
「マンガ」というツールを利用して、1型および2型糖尿
病患者の子供たちの実態について紹介するプロジェクト
です。また、作成したマンガは、地域の学校や1型糖尿
病サマーキャンプで無料配布しました。
獲得金額　571,000円

❸「 植物・昆虫の形態観察ツールの購入計画」
　卓上型簡易走査電子顕微鏡を購入し、学生実験や実習
での共通利用に供し、専攻メンバーに限らず、筑波大学
内の周囲の専攻所属利用も可能としています。また、定
期的に社会貢献活動の一環として、小中学生を募り、植
物・昆虫の電子顕微鏡観察会を行うこととしていました
が、コロナ禍によりやむなく延期しているため感染状況
を見つつ開催したいと考えています。
獲得金額　1,035,000円

❷「 第6弾 国立大学本気の挑戦！  
筑波大学箱根駅伝復活プロジェクト」
　本プロジェクトは、箱根駅伝創始の中心者である東京
高等師範学校（現筑波大学）・金栗四三翁のDNAを受け継
ぎ、「知と技」を活かして箱根駅伝復活を目指す現役生の
強化費用の支援募集を実施するものであり、教育研究の
さらなる活性化と本来あるべき学生競技の姿を示そうと
志したプロジェクトです。
獲得金額　6,175,000円

❹「 持続可能なデジタルと自然へ向けた開発研究と 
人材育成に支援を」
　2020年に立ち上げた「デジタルネイチャー開発研究セ
ンター」では、主に研究開発や人材の育成、社会実装に
向けた取り組みを行っています。今回このクラウドファ
ンディングは、センターの開発研究の推進に必要な研究
経費を募集しました。また、クラウドファンディングを
実施することにより研究費の確保以上に、研究に興味を
持っていただける皆様と繋がる機会が増えることが大き
な意味を持つことになると考えています。
獲得金額　11,635,000円

クラウドファンディング

本学は、新たな社会的価値の創造に向け、前身校の精
神である「自他共栄」や建学の精神である「開かれた大学」
の志を再確認し、社会と共有しながら本学の強みである
「学際性」と「国際性」を最大限に活かし、研究学園都市の
中核機関としての機能をさらに発揮していくとともに、
これらの役割の拡充に取り組む必要があると認識してい
ます。
そのためには、本学が自立した経営体として存在し、
ガバナンス体制の強化や社会へのエンゲージメントの徹
底を図っていくことこそが重要であり、その認識のもと、
高等教育機関の使命である「人材育成力」や「研究開発力」
のさらなるブラッシュアップはもとより、新たな社会的
価値の創造に資する「人」や「知」の社会実装を実現する必
要があります。また、企業や金融機関等を含む社会全体
から今まで以上に必要とされる存在となるためには、こ
れらの実現に向けた積極的な先行投資が必要です。この
ため、本学は社会とともに新たな社会的価値に根ざした
未来社会を創造するため、筑波大学債券を発行すること
にしました。

本起債によって調達した資金は、2022年4月に策定した
「筑波大学Vision2030」により、本学が社会とともに新たな
社会的価値に根ざした未来社会を創造するために取り組む
プロジェクトに充当することとしています。

項 　 目 概 　 要

債券の名称
第１回国立大学法人筑波大学債券
（サステナビリティボンド、
愛称「筑波大学社会的価値創造債」）

発行額 200億円

年限 40年

利率 1.619％

発行日（払込日） 2022年（令和4年）10月19日（水）

償還日 2062年（令和44年）3月17日（金）

格付 AA＋��（株式会社格付投資情報センター）
AAA（株式会社日本格付研究所）

2021年度実施プロジェクト
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副学長／理　事
学 内 代 表 者

本学では、学長のリーダーシップのもと、内部組織の役割と責任を明確化し、本学独自の制
度である大学執行役員や運営会議を置くことにより、適正な意思決定プロセスを構築していま
す。また、「国立大学法人ガバナンス・コード」の適合状況の確認を通じさらなるガバナンス強
化と迅速な業務遂行に努めています。

学 外 者 　 　 学 内 者

②役員会 （重要事項を審議）

学外
有識者

学内
代表者

④教育研究評議会
（教学面を審議）

③経営協議会
（経営面を審議）

⑤運営会議 （重要事項を連絡調整）

監　事

監 査
代表者

学長を選考
代表者

ガバナンス体制図

（2022年7月1日現在）

本学の役員等 本学の審議機関

⃝.学長は、①学長選考・監察会議において選考され、文部科
学大臣により任命されます。この学長選考・監察会議は、
学内だけではなく広く社会の意見を反映させるため、経営
協議会の学外委員から選出された者と教育研究評議会から
選出された者で構成されています。
⃝.理事（常勤8名・非常勤2名／うち女性理事3名）は、学長
を補佐して法人の業務を掌理します。
⃝.副学長（10名（うち8名は理事が兼務））は、学長を助け、
及び学長の命を受け、校務をつかさどります。
⃝.大学執行役員（15名）は、本学独自の制度で、学長を助け、
及び学長の命を受け、特定の業務を統括します。教員組織
の長である系長（10名）や特定業務を担当する者（5名）が
その任にあたります。
⃝.監事（2名）は、文部科学大臣により任命され、日常的に法
人の業務の監査を行うとともに、毎年、学長選考・監察会
議において行われる学長の業績評価に連携協力しています。

※.さらに、本学の役員ではありませんが、会計監査人が文部科学
大臣から選任され、本学とは独立した立場で、財務諸表、事業
報告書（会計部分）及び決算報告書についての監査を行います。

⃝.②役員会は、運営に関する重要事項を審議する機関で、毎
月1回開催しています。学長及び理事（10名）で構成され、
監事、副学長及び大学執行役員も出席しています。

⃝.③経営協議会は、経営に関する重要事項を審議する機関で、
毎年7回開催しています。学長、学長が指名する常勤の理事
（8名）及び学外委員（10名）で構成され、広く社会の意見を
審議に反映させるため、その過半数を学外委員としています。
また、監事、副学長、大学執行役員、事務組織の部長等が
出席し、幅広い意見交換を行える体制としています。
⃝.④教育研究評議会は、教育研究に関する重要事項を審議
する機関で、毎月1回開催しています。学長、理事、副学
長、学群・学術院等の部局の長及び学長が指名する者によ
り構成（計52名）され、本学の教育研究を担う組織の長が
一堂に会する場となっています。

⃝.⑤運営会議は、本学独自の制度で、業務の処理に関する重
要事項について連絡調整を行う機関です。学長、理事、副
学長、大学執行役員により構成（計31名）され、監事も出
席しています。また、上記の諸会議に付議する案件は、す
べて運営会議を経ることとし毎週1回開催することで、機動
的な運営を可能としています。教員組織の長である系長が、
大学執行役員としての立場で、本学における意思決定を行う
最初のステップから参画することを特長としています。

大学
執行役員学　　長

ガバナンス体制

①学長選考・監察会議
（学長の選考や解任、任期等について審議）

令和4年度本学執行部
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教育研究費の運営及び管理体制

会計ルールの明確化・統一化とコンプライアンス教育及び啓発活動

教育研究費の運営及び管理については、学長を最高管理
責任者とした責任体制を整備し、その役割と責任を明確化し
ています。
最高管理責任者を補佐し、不正防止対策の組織横断的な

体制を統括する責任者である統括管理責任者は、「教育研究
費の不正防止対策推進委員会」を組織し、不正発生要因を把
握するとともに、その要因排除のために「国立大学法人筑波
大学教育研究費不正防止計画」を定めています。
この不正防止計画に基づき、部局責任者は対策を実施し、

実施状況を統括管理責任者に報告しています。また、自己が

管理監督する部局内においてコンプライアンス教育や啓発活
動を実施し、教育研究費の運営及び管理状況のモニタリング
や改善指導を行っています。
また、監査室は、大学全体の視点で各対策の推進状況・

浸透状況のモニタリングを行い、最高管理責任者及び教育研
究費の不正防止対策推進委員会に報告を行っています。
さらに、監事は、監査室や教育研究費の不正防止対策推

進委員会と連携し、不正防止に関する内部統制の整備・運用
状況を機関全体の観点から確認し、その結果について、役員
会等で意見を述べています。

会計に関するルールは、業務の実態に合わせた内容に適
時見直しを行い、運用の統一化を図っています。
また、会計に関するルールをすべての教職員にとって分

かりやすく周知するため、「会計ルールハンドブック」を作成
しているほか、統括管理責任者が策定する「教育研究費の不

正防止に向けたコンプライアンス教育及び啓発活動に関する
実施計画」に基づき、e-Learning.による適正な教育研究費
の運営及び管理のためのコンプライアンス教育や、不正防止
に向けた啓発活動を行うなど、教職員の知識習得・不正防止
の意識向上を図っています。

本学では、教育研究費の不正防止を目的とした「教育研究費不正防止計画」を定め、不正を発生さ
せる要因の排除や適正な教育研究費の運営及び管理を推進するための様々な対策を講じています。

また、教職員へのコンプライアンス教育及び啓発活動の実施などにより不正防止の意識向上に努
め、早期のリスク対処が行える体制を構築しています。

教育研究費の運営及び管理体制

本学における教育研究費の不正防止に対する取組は、ホームページでも公開しています。
https://www.tsukuba.ac.jp/research/compliance-guideline/

教育研究費の運営及び管理等体制図

最高管理責任者
（学長）

学内・学外
相談者

相談窓口
本部各部・ 

各エリア支援室等

部局責任者（部局長）
部局副責任者（副部局長、部局事務部門長）

役員会等

統括管理責任者
（財務・教育・研究担当副学長）

◦基本方針の策定 
◦�不正使用に関する
是正措置の指示

実施状況報告

不正防止対策の実施・モニタリング・改善指導

実施指示実施状況報告

◦�コンプライアンス管理者からの要請を受け、
財務担当副学長が設置

◦�教育研究費の不正使用等に係る調査の実施

委員長
（財務担当副学長）

委員長
（財務担当副学長）

◦�不正防止計画の策定・推進 
◦�コンプライアンス教育及び啓発活動に関する実施
計画の策定・推進

【教育研究費の不正
防止対策推進委員会】

【モニタリング、監査体制】

【調査チーム】

部局内の教職員等

報告・意見

調査結果
報告

相談回答

回答相談

報告

報告

議論

調
査
結
果
報
告 内

部
監
査
・
監
事
監
査
・
会
計
監
査
人
監
査

調
査
結
果
及
び
是
正
結
果
の
通
知（
通
報
者
が
匿
名
の
場
合
を
除
く
）

調
査
の
要
請

報
告

連
携

コンプライアンス管理者
（総務担当副学長）

報告

通報

学内・学外
通報者

通報窓口
【学内】
総務課
（コンプライアンスに関
すること）

研究企画課
（研究活動における.
不正行為に関すること）

【学外】
つくば中央法律事務所

連携監査室
会計

監査人

監事
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研究倫理教育に関するガイドライン【2017.3.2 学長決定】

研究資料等の保存に関するガイドライン【2017.3.2 学長決定】

公正な研究活動の推進のための体制の整備

「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン（文部科学大臣決定）」を踏まえ、「筑波大学研究公正規則」を制定
し、総括責任者（研究担当副学長）、部局責任者（各部局の長）、研究倫理教育責任者（部局ごとに部局の長が任命）、研究公正委員
会から成る体制を整備しています。

研究倫理教育は、研究者等が自律的に規範を遵守すること
によって研究者自身が責任ある研究活動を行い、以て科学へ
の信頼を確立し、科学の健全な発展に資することを目的とし
て実施しています。

学修方法及び実施時期（本学教職員）
⃝採用時の研究倫理研修の受講
⃝�研究倫理e-Learning（［eL CoRE］又はeAPRIN）の定期

的な履修義務
⃝研究倫理FD研修会の定期的な受講
⃝研究分野の特性を踏まえた研究倫理研修の受講
学修方法及び実施時期（大学院生）
⃝入学時、専門課程進級時等の研究倫理研修の受講

保存を義務付ける対象、保存期間
⃝�資料（文書、数値データ、画像など）の保存期間は当該論文

等の発表後10年間
⃝�試料（実験試料、標本）や装置など「物」の保存期間は当該論

文等の発表後5年間

研究者に研究資料等の保存を義務付けるのは、研究不正の
疑義が生じた場合に研究者が自身の活動の正当性を証明する
ため又は第三者による検証の可能性を担保するためです。
また、研究で生み出された成果及びその元となるデータ等
は公的資産としての性格を有することから、それらを適切に
管理・保存することは研究者及び本学の責務です。

本学では、「筑波大学研究公正規則」を定め、不正行為を防止するとともに公正な研究活動を
実現するための体制整備を図っています。また、研究倫理教育や研究資料等の保存に関するガ
イドラインを定め、公正な研究活動の保持に努めています。

部局責任者（部局の長）

研究倫理教育責任者

研
究
群
長

研
究
群
長

研
究
群
長

部局責任者（部局の長）

研究倫理教育責任者

学 

類 

長

学
類
・
研
究
群
・

域
レ
ベ
ル

学 

類 

長

学 

類 

長

部局責任者（部局の長）

研究倫理教育責任者

域
　
　
長

域
　
　
長

域
　
　
長

研究公正委員会（研究担当副学長を委員長
として教育担当副学長及び部局長等で構成）

総括責任者（研究担当副学長）

各　部　局

学　長

公正な研究活動の推進のための体制図

当該部局における公正な研究活動を推進するための適切な措置を講ずる

公正な研究活動を推進するために適切な措置を講ずる

当該部局に所属する研究者等に対し、公正な研究活動を推進するための教育を定期的に行う

公正な研究活動の推進
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教　育

学生・教職員のe-Learning及びセミナーによる情報セキュリティ教育

○学生・教職員：e-Learning（INFOSS情報倫理）の受講徹底
○学生・教職員：情報セキュリティセミナーの開催
○システム管理者：セキュリティ技術セミナーの開催
○標的型攻撃メール訓練の実施

リスク
マネジメント

情報セキュリティ監査の実施

○�監査室と情報セキュリティリスク管理室の連携により、毎年５部局程度を対象として、情報セ
キュリティに対する組織的な取組状況、インシデント対応の体制状況等について監査
○前年度実施部局に対してもフォローアップ監査

ネットワーク
システム

セキュリティ

インシデント対応に係る未然防止及び被害最小化や被害拡大防止のための取組

高度サイバー攻撃への備えに向け、
○�基幹ネットワークシステムでのセキュリティ侵害検知・防御の実施
○脆弱性点検ツールによる脆弱性診断の定期実施
○学内から学外への通信の監視

機密情報
管理

キーワードによる情報の機密性格付け定義の拡充及び機密性に応じた
情報の取扱手順の明確化

○�職務上取り扱う情報の格付けを行い、格付けに応じた情報の取扱制限や取扱手順を策定し実施

機密情報
システム

機密情報を格納する専用システム及び利用端末の登録制や暗号化を義務付けた
運用ルールの整備

○�学外に機密情報を持ち出すことを防止するため、オンラインストレージシステム（UTOS）を整
備し運用
○UTOS利用端末の登録制や暗号化を義務付けたルールの運用

浸
透
に
向
け
た
説
明
会
を
毎
年
開
催

利用端末
の登録制や
暗号化を
義務付け

キーワード
による情報の
機密性格付け
定義の拡充

オンライン
ストレージ
システム

（UTOS）

情報の
取扱手順の
明確化

認証サーバ

暗号化通信暗号化通信

学内ネットワーク

機密情報の
格納、利用

【機密性3、複製禁止】

教育/研究/業務情報 （要機密情報、個人情報）

機 密 性 完 全 性 可 用 性

アクセス制限、アクセス制限、
組織的管理、組織的管理、

セキュリティ強化、セキュリティ強化、
安全区域設置安全区域設置

HD暗号化、HD暗号化、
セキュリティセキュリティ

強化、強化、
持出し制限持出し制限

暗号化、暗号化、
持出し制限、持出し制限、

媒体管理・整理媒体管理・整理

格付け/取扱 格付け/取扱 
制限表示、制限表示、
ファイルファイル
暗号化暗号化

格付け/取扱 格付け/取扱 
制限表示制限表示

機密性認識、格付け、機密性認識、格付け、
取扱制限、取扱制限、

機密性等の表示機密性等の表示
完全性/可用性認識、完全性/可用性認識、

格付け、取扱制限格付け、取扱制限

インターネット

HDの暗号化、
ローカル保存の禁止

本学では、情報セキュリティ教育の義務化、監査を通じたリスクマネジメント、ネットワー
クシステムのセキュリティ強化に取り組んでいます。特に情報の機密性の格付け、機密情報を
格納する専用システムを整備するなど国際的にも通用する情報セキュリティマネジメントシス
テムを構築しています。

情報セキュリティマネジメントシステムの構築
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本学では、監事による業務監査、監査室による内部監査及び会計監査人による監査の連携を
図り、教育・研究の質の向上や業務の適正性・合理性・効率性・健全性の維持・向上のための
検証に努めています。

監　　事
（業務監査等）学　　長

役 員 等

本部部局
各系・センター等

会計監査人
（財務諸表等の監査）

監 査 室
（内部監査）

監査結果報告

監　査
監査結果報告

連　携

報　告

連
　
携

連
　
携

監
査
結
果
報
告

報
　
告

指
　
示

監
　
査

監
査
結
果
報
告

監　査
監査結果報告

監査体制図

監事による監査

監査室による監査

会計監査人による監査

監　査

⃝�職務を適切に遂行するため、公正不偏の態度及び独立の立場を保持するとともに、一方で、役員、教職
員及び会計監査人等との意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努め、法人の業務の適正
かつ効率的な運営を図ることを目的として実施します。また、監査を通じて全学的かつ組織横断的な対
話に注力することで、目標や課題等の共有化を促進するとともに、課題解決に向け必要な助言・提言等
を行います。

監査実施事項
⃝�業務に関する監査
⃝�決算報告、財務諸表及び余裕金の運用等に関する監査

監査報告
⃝�業務に関する監査に関し、意見書を作成し学長等に報告します。�
また、決算報告については、監査報告書を作成し文部科学大臣に提出しています。

監　査
⃝�業務の遂行状況を適法性、合理性及び効率性の観点から公正かつ客観的な立場で調査・検証し、その結
果に基づく情報提供及び業務改善のための助言、提案、支援等を行います。

監査実施事項
⃝�会計業務等（教育研究費不正防止計画及び教職員の勤務状況に関するモニタリングを含む。）、公的研究
費、情報セキュリティに関する監査

⃝�監事監査との連携

監査報告
⃝�監査報告書を作成し、学長に報告します。また、監査における指摘や注意事項等について学内に周知を
図り、類似事例の再発防止等を徹底するとともに、次年度の監査においてフォローアップを実施します。

監　査
⃝�財務諸表及び決算報告書について、文部科学大臣により選任された会計監査人の監査を受けています。�
また、会計監査人は、会計処理の課題等の情報共有のため、学長、監事及び監査室との適時の打ち合わ
せを実施しています。

監査機能体制
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財務状況



資産合計 3,840 億 8,400 万円（前年度比 6 億 3,100 万円増☝）　
主な増加要因は、附属病院病棟Ｂ改修等による「建設仮勘定」、人件費の削減や附属病院の高難度手術件数増等の経営努力等に

よる「現金及び預金」の増加によるものです。なお、「建物等」及び「工具器具備品等」は、固定資産の減価償却累計額（過去に減価償
却費として計上した費用の合計額）等の増加により、それぞれ減少しています。

負債合計 761 億 3,300 万円（前年度比 9 億 8,600 万円減➡）
主な減少要因は、「リース債務（情報システム等）」及び「PFI債務（病院再開発事業）」の返済に伴う減少によるものです。なお、「運営
費交付金債務」は、第3期中期目標期間最終年度における処理である運営費交付金債務の精算により、減少しています。

純資産合計 3,079 億 5,100 万円（前年度比 16 億 1,700 万円増☝）
主な増加要因は、経営努力等による「利益剰余金（積立金、当期未処分利益）」の増加によるものです。なお、「政府出資金」は職員
宿舎跡地の売却、「資本剰余金」は固定資産の減価償却累計額等の増加により、それぞれ減少しています。

《本学の特徴》
資産は、土地・建物などの固定資産が84%を占めています。負債は、借入金・リース債務・PFI債務が33.9％を占めています

が、計画的に返済することで安定した財政運営に努めています。純資産は、負債・純資産合計の80.2％を占めており、うち59.8％
は国から現物出資された土地・建物などの政府出資金です。

（単位：百万円）

科　目 2020年度 2021年度 対前年度
増減額

負　債 77,119 76,133 ▲986
（主なもの）
運営費交付金債務 1,243 ー ▲1,243
借入金 3,375 5,925 2,550
リース債務 3,637 2,190 ▲1,447
PFI債務 19,474 17,732 ▲1,742
寄附金債務 5,681 6,229 548
受託研究等債務 1,988 2,480 492
預り金 1,873 2,256 383
資産見返負債 25,254 24,857 ▲397
未払金 12,345 12,102 ▲242
純資産 306,334 307,951 1,617
（主なもの）
政府出資金 230,333 229,628 ▲705
資本剰余金 69,666 67,930 ▲1,736
利益剰余金 6,335 10,393 4,058
前中期目標期間繰
越積立金 2,421 2,421 0

積立金 2,183 3,496 1,313
当期未処分利益 1,731 4,476 2,744

　

科　目 2020年度 2021年度 対前年度
増減額

資　産 383,453 384,084 631
（主なもの）

土地 243,263 242,563 ▲700

建物等 83,279 79,756 ▲3,523

工具器具備品等 11,867 10,668 ▲1,199

図書 10,377 10,388 12

建設仮勘定 921 3,074 2,152

有価証券 3,600 4,300 700

現金及び預金 19,783 23,041 3,258

未収金 7,967 7,946 ▲21

土地
63.2%

流動負債
（未払金等）
6.7%

固定負債
（PFI債務等）
13.1%

政府出資金
59.8%

純資産
80.2%

負債 19.8%

資本剰余金
17.7%

利益剰余金 2.7%

建物等
20.8%

流動資産（現金及び預金等）8.6%

その他の固定資産 2.0%
図書 2.7% 　

工具器具備品等  　　 
2.8% 　　　

資　産
合計額

3,840億8,400万円

負債・純資産
合計額

3,840億8,400万円

土地
63.2%

流動負債
（未払金等）
6.7%

固定負債
（PFI債務等）
13.1%

政府出資金
59.8%

純資産
80.2%

負債 19.8%

資本剰余金
17.7%

利益剰余金 2.7%

建物等
20.8%

流動資産（現金及び預金等）8.6%

その他の固定資産 2.0%
図書 2.7% 　

工具器具備品等  　　 
2.8% 　　　

資　産
合計額

3,840億8,400万円

負債・純資産
合計額

3,840億8,400万円

2021年度決算について

貸借対照表 （B/S: Balance Sheet）
決算日における法人の財政状態を明らかにするものです。資産は「調達した資金の
運用形態」を、負債と純資産は「調達した資金の内訳」を示しています。
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《本学の特徴》
経常費用は、2021年度初めて1,000億円を超えました。人件費が49.1%、診療経費が24.1％を占めています。経常収益は、
運営費交付金収益が33.7％、附属病院収益が34.6％を占めています。

経常費用 1,023 億 3,500 万円（前年度比 33 億 5,000 万円増☝）　
主な増加要因は、「ムーンショット型研究開発事業」等の獲得による「受託研究費」、新型コロナウイルス感染症拡大により実施
していた診療活動の制限を緩和したことに伴う「診療経費」等の増加によるものです。
なお、「人件費」は、教職員の配置見直しの実施（「経営力強化方策（人事戦略）」）等により減少しています。

経常収益 1,060 億 7,600 万円（前年度比 54 億 1,600 万円増☝）
主な増加要因は、留学生受入れに係る特別措置等による「学生納付金収益」、経営努力等による「附属病院収益」、「受託研究収
益」、「補助金等収益」及び「雑益」等の増加によるものです。
なお、「寄附金収益」は、前年度において、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う学生への緊急経済支援を実施したため、減少
しています。

当期総利益 44 億 7,600 万円（前年度比 27 億 4,400 万円増☝）
（経常収益＋臨時利益＋積立金取崩）－（経常費用＋臨時損失）

　

科　目 2020年度 2021年度 対前年度
増減額

経常費用 98,984 102,335 3,350

（主なもの）

教育経費 7,256 7,171 ▲85

研究経費 6,711 7,019 309

教育研究支援経費 2,113 2,214 101

診療経費 23,252 24,670 1,418

受託研究費 2,982 5,572 2,590

共同研究費 1,701 1,514 ▲188

受託事業費等 847 863 16

人件費 50,910 50,205 ▲704

一般管理費 2,794 2,763 ▲30

財務費用 327 308 ▲20

臨時損失 120 133 13

当期総利益 1,731 4,476 2,744

（単位：百万円）

科　目 2020年度 2021年度 対前年度
増減額

経常収益 100,660 106,076 5,416

（主なもの）

運営費交付金収益 35,259 35,728 468

学生納付金収益 10,006 10,056 50

附属病院収益 34,895 36,690 1,796

受託研究収益 3,714 6,709 2,994

共同研究収益 1,982 1,787 ▲196

受託事業等収益 919 944 26

補助金等収益 5,102 5,842 740

寄附金収益 2,626 2,401 ▲225

資産見返負債戻入 2,614 2,677 63

雑益 2,670 2,744 74

臨時利益 107 762 654

積立金取崩 69 106 37

経常費用
合計額

1,023億3,500万円 人件費
49.1%

運営費
交付金収益
33.7%

附属病院
収益
34.6%

学生納付金
収益
9.5%

受託研究
収益等
8.9%

資産見返負債戻入 2.5%　　
雑益 2.6%　　　　

補助金等収益 5.5%　　　　　　

寄附金収益 2.3%
　その他の収益 0.5%

診療経費
24.1%

研究経費
6.9%

受託研究費等
7.8%

教育経費
7.0%

教育研究支援経費 2.2%
一般管理費 2.7%　　

その他の費用 0.3%

経常収益
合計額

1,060億7,600万円

経常費用
合計額

1,023億3,500万円 人件費
49.1%

運営費
交付金収益
33.7%

附属病院
収益
34.6%

学生納付金
収益
9.5%

受託研究
収益等
8.9%

資産見返負債戻入 2.5%　　
雑益 2.6%　　　　

補助金等収益 5.5%　　　　　　

寄附金収益 2.3%
　その他の収益 0.5%

診療経費
24.1%

研究経費
6.9%

受託研究費等
7.8%

教育経費
7.0%

教育研究支援経費 2.2%
一般管理費 2.7%　　

その他の費用 0.3%

経常収益
合計額

1,060億7,600万円

損益計算書 （P/L: Profit and Loss Statement）
一会計期間（年度）における法人の運営状況を明らかにするものです。
収益から費用を差し引いた金額を利益として表示しています。
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我が国のイノベーション創出の中核として期待される国立大
学法人は、トップレベルの教育研究を推進し世界の有力大学と
伍していくことが期待されています。
国立大学が社会からの要請に確実に応えていくためには、安定

した財政基盤を確立することが重要です。本学では自主財源の多
様化による財政基盤の強化を図るため、第３期中期目標期間にお
いては、「外部資金獲得戦略」、「収益的事業の展開」及び「人事戦

略」による『経営力強化方策（→P.39）』を策定し、大型競争的研究
費等の獲得強化、エクステンションプログラムや基金事業、人的資
源の戦略的・効率的な配置などの取組を実施しました。
以下の図表は、第3期中期目標期間の6年間における経常

収益及び経常費用の推移を示しています。経常収益・経常費
用いずれも、外部資金の獲得や、附属病院の診療機能強化等
に伴う事業規模の拡大により増加しています。

財 務 状 況

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
運営費交付金収益 35,927 35,333 35,478 35,038 35,259 35,728

学生納付金収益 9,470 9,681 9,605 10,131 10,006 10,056

附属病院収益 30,544 32,475 33,226 35,085 34,895 36,690

外部資金 11,707 11,246 12,342 12,023 14,343 17,683
受託研究 4,911 4,156 4,695 4,111 3,714 6,709
共同研究 1,194 1,253 1,587 1,927 1,982 1,787
受託事業 1,406 1,353 1,320 1,194 919 944
補助金 2,143 2,320 2,244 2,106 5,102 5,842
寄附金 2,053 2,164 2,496 2,685 2,626 2,401
その他※ 6,756 6,421 6,344 6,427 6,157 5,920

計 94,404 95,156 96,995 98,704 100,660 106,076

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
教育研究経費等 15,666 15,707 15,902 15,830 16,080 16,404

教育経費 6,477 6,743 6,833 6,985 7,256 7,171

研究経費 6,846 6,771 6,756 6,572 6,711 7,019

教育研究支援経費 2,343 2,193 2,313 2,273 2,113 2,214

診療経費 19,818 20,689 21,260 22,951 23,252 24,670

外部資金 6,642 5,927 6,542 6,188 5,530 7,949
受託研究 4,261 3,568 3,951 3,413 2,982 5,572
共同研究 1,085 1,126 1,391 1,682 1,701 1,514
受託事業 1,296 1,233 1,200 1,093 847 863
人件費 48,407 48,628 49,226 49,869 50,910 50,205
一般管理費 2,471 2,586 2,846 2,880 2,794 2,763
その他※2 738 606 521 503 418 343

計 93,742 94,143 96,297 98,221 98,984 102,335
※1�補助金及び寄附金の費用は、教育経費、研究経費及び人件費等に含まれる。
※2�その他：財務費用及び雑損

（百万円）
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経 常 費 用

筑波大学の財務状況

※�その他：施設費収益、資産見返負債戻入、財務収益及び雑益

経年推移の傾向：教育研究経費等は概ね横ばいとなっていますが、病院機能の高度化に伴う診療経費の増加、外部資金の獲得に伴う受託研究費及び共
同研究費の増加により、経常費用全体が増加傾向にあり、第3期中期目標期間初年度（2016年度）と最終年度（2021年度）を比較すると、9.2％増加し
ました。なお、2021年度は初めて1,000億円を超える事業規模に拡大しました。

経年推移の傾向：運営費交付金収益は概ね横ばいとなっていますが、病院機能の高度化に伴う附属病院収益の増加、外部資金の獲得に伴う受託研究、
共同研究、補助金及び寄附金収益の増加により、経常収益全体が増加傾向にあり、第3期中期目標期間初年度（2016年度）と最終年度（2021年度）を比
較すると、12.4%増加しました。
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教育に関するコスト 【教育関連経費】

研究に関するコスト 【研究関連経費】

　本学における教育研究活動は、財務諸表に記載されている
教育経費や研究経費のほか、大学全体の教育研究を支援、管
理運営するための教育研究支援経費や一般管理費、教育研究

に従事する教職員の人件費などにより実施しています。
　本学の教育研究に、どの程度の経費を充当して活動を実施
しているのかを関連経費として示しました。

　2021年度の教育関連経費は約189億円（附属病院セグメ
ント及び附属学校セグメントを除く）であり、学生1人当た
りに要する教育関連経費は約114万円となっています。
　学生1人当たりの年間授業料は約53万円であり、本学は

年間授業料以上の資金を教育関連経費に充当し、グローバル
に活躍できる人材の育成等に取り組んでいます。
　なお、教育関連経費は、運営費交付金や学生納付金などを
中心として多様な財源により賄われています。

　2021年度の研究関連経費は約314億円（附属病院セグメ
ント及び附属学校セグメントを除く）、教員1人当たりの研
究関連経費は約1,696万円となっています。
　本学の研究活動を更に活性化させるため、経営力強化方策
における外部資金獲得戦略による大型競争的研究費等の獲得

強化のための取組を実施し、補助金や民間企業等からの共同
研究費及び受託研究費などの獲得に取り組みました。
　なお、研究関連経費は、運営費交付金や外部資金などを中
心として多様な財源により賄われています。

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度
教育経費（百万円、以下同じ）
教育研究支援経費・一般管理費
人件費
損益外減価償却費
学生１人当たり教育関連経費（千円）

800

900

1,000

1,100

1,200

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

（百万円） （千円）

18,575 18,538 18,640 18,581 18,91018,289

5,284 5,503 5,792 5,698
1,595 1,658 1,793 1,718 1,449
9,722 9,671 9,598 9,549 9,854
1,688 1,674 1,645 1,581 1,579
1,098 1,107 1,110 1,128 1,120

5,829
1,528
9,924
1,628
1,143

5,572

研究経費（百万円、以下同じ）
教育研究支援経費・一般管理費
受託研究費等
科研費（直接経費）
人件費
損益外減価償却費
教員１人当たり研究関連経費（千円）

6,353
2,383
4,746
3,316
12,418
2,628
16,760

6,025
2,220
3,802
3,212
12,315
2,669
16,070

6,077
2,395
3,830
3,382
12,299
2,486
16,443

5,910
2,460
3,524
3,248
12,322
2,255
16,003

6,156
2,590
3,325
2,962
12,462
2,280
15,779

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

28,000

32,000

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
6,372
2,617
5,073
3,140
11,945
2,251
16,963

2021年度

（百万円） （千円）
31,844 30,243 30,469 29,718 29,775

31,398
（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

運営費交付金等※1 14,937�14,903 14,703 14,828 15,450 15,037

外部資金 13,838 12,586 13,160 12,538 11,745 13,672

寄附金 827 854 983 965 799 814

受託研究費等 6,061 5,099 5,184 4,923 4,518� 6,254

補助金 1,533 1,494 1,371 995 1,142 828

科研費 3,694 3,587 3,773 3,678 3,404 3,589

間接経費 1,723� 1,552� 1,850 1,976 1,882 2,186

施設整備費 1,699 1,458 1,346 1,327� 1,574 1,522

その他※2 1,370 1,297 1,261 1,025� 1,006 1,167

計 31,844 30,243 30,469 29,718 29,775 31,398

※1�運営費交付金等：運営費交付金、学生納付金及び雑収入等
※2�その他：現物出資、借入金及び目的積立金等

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

運営費交付金等※1 14,864 15,230 15,331 15,230 15,028 15,380

外部資金 1,518 1,534 1,320 1,401� 1,478 1,743

寄附金 356 382 401 466 733 421

補助金 1,162 1,153 919 935 745 1,322

施設整備費 947 957 1,020� 1,220� 1,255 839

その他※2 960 854 867 788� 819 948

計 18,289 18,575 18,538 18,640 18,581 18,910

※1�運営費交付金等：運営費交付金、学生納付金及び雑収入等
※2�その他：現物出資、借入金及び目的積立金等

費 用 内 訳

費 用 内 訳

財 源 内 訳

財 源 内 訳

教育・研究に関するコスト及び財源
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経年推移の傾向：診療機能の強化、茨城県内唯一の特定機能病
院及び高度救命救急センター機能の発揮により、人件費は増加
しています。一方、新型コロナウイルス感染症拡大により実施
していた診療活動の制限を緩和したことに伴う診療経費等の増
加によって、業務費が大きく増加していることから、2021年
度の人件費比率は低下しています。

経年推移の傾向：人的資源の戦略的な配置、受託研究費等の財
源を活用した雇用の増加等を推進するための人事戦略の効果に
よって減少しています。特に、2021年度の業務費に占める人
件費の割合（人件費比率）については、効率的な業務運営を行い
つつ、過去最大の業務費を計上したことから、大きく低下して
います。

2021年度の人件費は、大学セグメント約346億円、病
院セグメント約156億円、合計約502億円であり、第3期
中期目標期間においては、経営力強化方策における人事戦略

により人的資源の戦略的・効率的な配置などの取組を行った
結果、対前年度比で約7億円減少しています。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

2016 2017 2018

（百万円）

2,651

0

8,041

1,957

397

2,665

0 0

8,373

2,064

365

2,656

9,147

1,994

407

常勤役員・教員 非常勤役員・教員
非常勤職員 退職金

常勤職員

2019

0

2,841

9,768

1,992

471

2020 2021

1

2,753

9,938

2,031

人件費比率

34.0%

35.0%

36.0%

37.0%

38.0%

39.0%

40.0%

41.0%

42.0%

43.0%

44.0%
403

3

3,045

10,139

1,980

401

（%）

（百万円） （%）

常勤役員・教員 非常勤役員・教員
非常勤職員 退職金 人件費比率

常勤職員

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2016 2017 2018

22,955

579

7,800

1,444
2,584

22,888

581

7,745

1,524
2,423

22,921

602

7,554

1,629
2,315

2019

22,841

7,772

595

1,600
1,986

2020

23,141

7,838

586

1,620
2,599

2021

22,612

7,705

601

1,662
2,058

60.0%

61.0%

62.0%

63.0%

64.0%

65.0%

66.0%

67.0%

68.0%

69.0%

70.0%

人件費の推移（大学セグメント）

人件費の推移（病院セグメント）

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

運営費交付金等※1 33,450 33,396 33,208 33,055 34,019 33,078

外部資金 1,739 1,680 1,703 1,718 1,764 1,559

寄附金 549 540 638 726 729 635

補助金 1,122 1,100 1,015 937 980 870

間接経費 67 40 51 55 55 53

その他※2 172 85 110 23 0 0

計 35,361 35,161 35,021 34,795 35,784 34,637

人件費比率 62.8% 64.0% 63.5% 63.7% 64.4% 61.5%

（単位：百万円）

財源区分 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

運営費交付金等※1 2,337 2,035 2,044 2,065 1,664 2,258

附属病院収入 9,909 10,579 11,182 12,007 12,386 12,156

外部資金 763 847 972 1,000 1,076 1,154

寄附金 686 759 774 807 837 910

補助金 68 78 97 85 188 217

間接経費 10 10 101 108 51 26

その他※2 37 7 6 1 0 0

計 13,046 13,467 14,204 15,073 15,126 15,568

人件費比率 38.1% 37.4% 37.6% 37.5% 37.6% 36.3%

※1�運営費交付金等：運営費交付金、学生納付金及び雑収入等
※2�その他：前中期目標期間繰越積立金
※3�人件費比率�＝�人件費�÷�業務費（教育経費、研究経費、診療経費、教育研究支援経費、受託研究費、共同研究費、受託事業費等及び人件費の合計額）

人件費
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2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
筑波大学 76.6% 78.1% 78.6% 79.9% 79.9%
重点支援③平均 69.7% 69.6% 69.4% 68.8% 67.4%

2021年度
80.2%
67.2%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

〈算定式〉
純資産÷
（負債＋純資産）

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
筑波大学 7.2% 7.4% 7.4% 7.4% 7.6%
重点支援③平均 6.2% 6.2% 6.2% 5.9% 5.9%

2021年度
7.2%
6.0%

5.0%

5.5%

6.0%

6.5%

7.0%

7.5%

8.0%

〈算定式〉
教育経費÷
業務費

本 学 の 傾 向

入院患者数、手術人数の増加等に伴って
附属病院収益が増加しているほか、医療の
質向上による平均在院日数の短縮や、適切
なベッドコントロールによる効率的な病床稼
働に伴い、1病床当たりの附属病院収益は増
加傾向にあります。

（単位：千円）

2020年度
43,618
36,997

2021年度
47,281
39,917

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度
38,180 40,594 41,532 43,856
34,183 35,170 36,287 37,358

32,000

36,000

40,000

44,000

48,000

筑波大学

重点支援③平均

〈算定式〉
附属病院収益
÷病床数

　財務指標は、財政状態と運営状況を把握・評価するための
ツールの1つです。
　第3期中期目標期間においては、各国立大学の機能強化の
方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、「3つの重
点支援の枠組み」が導入されました。
　各大学は、3つの枠組み（重点支援①：地域のニーズに応
える人材育成・研究を推進、重点支援②：分野毎に優れた教

育研究拠点やネットワークの形成を推進、重点支援③：世界
トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進）からいずれか
の枠組みを選択しました。
　本学と同じ枠組み（※重点支援③）の大学が公開している財
務データを用いて、財務指標を比較・分析することで、本学
の傾向や強み・弱み、立ち位置を把握し、財政基盤の強化に
向けて取り組んでいます。

本 学 の 傾 向

附属病院再開発事業に係るＰＦＩ債務、情
報システムリース料等を計画的に返済してい
るため、負債は減少傾向にあります。
このように、安定的な財政運営を行うこと
で負債割合は低下し、自己資本比率は上昇
傾向にあります。

自己資本比率　数値が高いほど健全性が高いと言えます。

業務費対教育経費比率　数値が高いほど教育活動で使用される経費が高いと言えます。

病床当附属病院収益　数値が大きいほど収益性が高いと言えます。

本 学 の 傾 向

広大なキャンパスに充実した教育施設や学
生寄宿舎等を有していること、附属学校（11
校）において質の高い教育を提供しているこ
と、国や地域の教育を牽引する取組を実践し
ていることから、教育にかける経費は高い傾
向にあります。

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
筑波大学 7.6% 7.4% 7.3% 6.9% 7.0%
重点支援③平均 10.8% 10.3% 10.2% 9.8% 9.3%

2021年度
7.1%
10.3%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

〈算定式〉
研究経費÷
業務費

業務費対研究経費比率　数値が高いほど研究活動で使用される経費が高いと言えます。

本 学 の 傾 向

重点支援③の大学と比較すると、研究にか
ける経費は低い傾向にありますが、経営力強
化の取組として、運営費交付金のみに頼らな
い財源の多様化を図るため、外部資金獲得
戦略を推進し、外部資金獲得額を増加させ
ています（前年度比4.4％増）。

財務指標による比較

収 益 性

健全性・安定性

発展性・活動性

他大学との比較にみる本学の特徴

※�重点支援③大学�…�北海道、東北、東京、東海国立大学機構、京都、大阪、九州、千葉、東京農工、東京工業、一橋、金沢、神戸、岡山、広島、筑波（16大学）
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国立大学法人は、その公的な性格から利益の獲得を目的
としていないこと、また独立採算を前提とせず、国から財政
支援を受けていることから、企業会計原則に準拠しつつ必要

な修正を加えた「国立大学法人会計基準」により、企業会計に
は見られない特徴的な会計処理を行っています。

国立大学法人は、財務諸表により、財政状態及び運営状況
に関する教育研究のために負託された経済資源に関する会計情
報を、負託主体である国民をはじめとする利害関係者に対して
報告する責任を負っており、分かりやすい形で適切に情報開示
するため、明瞭に示さなければならないとされています。

このため、国立大学法人会計基準では、国立大学法人が 
中期計画に基づき業務を行った場合
には、損益が均衡するよう処理する
こととされており、具体的には、以
下のような会計処理を行ってます。

国立大学法人は、企業会計と同様、実現主義によって収
益を認識します。ただし、その「実現」の認識については、国
立大学法人特有の基準により処理しています。
例えば、運営費交付金が交付された際には、収益ではな

く「負債」に計上します。これは、「国立大学法人は業務を実
施するために必要な資金を受け入れたのみであって、資金の
受入れにより業務を実施する義務を負った」という考え方に
よるものです。この考え方は、補助金や寄附金などを受け入

れた際も同様です。
教育研究などに費用を投じて業務を実施し、受け入れた

資金に対する義務を果たすことで、収益が実現したと認識
し、業務の進行に応じて順次負債を収益に振り替えます。
このように、国立大学法人会計における収益は、収入や

売上金額を示すものではなく、業務に要した費用を収入財源
別に表しています。

国立大学法人が減価償却資産を購入した場合、取得に要し
た全額を取得年度の費用に計上せず、当該資産の償却期間に
応じて分割して費用計上することは、企業会計と同様です。
減価償却資産を購入した場合、資産の取得財源となる収益

と、当期に計上する費用（減価償却費）に差額が生じることにな
りますが、国立大学法人の会計処理においては、業務運営状況
を適正に示す観点から、減価償却資産の取得財源に応じて、見
合いの収益を計上するという特徴的な会計処理を行っています。
例えば、運営費交付金を財源として減価償却資産を購入し

た場合、負債勘定である運営費交付金等債務は、同じ負債勘

定である資産見返負債の「資産見返運営費交付金等」にいった
ん振り替えます（図1参照）。その後、減価償却に合わせて資
産見返運営費交付金等を取り崩し、減価償却費と同額を収益
勘定である「資産見返負債戻入」に計上します（図2参照）。
これによって、各年度の費用と収益は同額となり、資産取得

が損益に与える影響を相殺させています。
このほか、過去の利益の積み立てである「目的積立金」を財源

に費用を計上した場合も、費用計上額見合いの金額を「目的積
立金取崩額」という振替科目に計上する処理を行うことで、資産
を取得したときと同様、損益に与える影響を相殺させています。

収 益 の 認 識

減価償却等見合いの収益計上

図1：資産（3億円（運営費交付金）の機械）購入時

図2：減価償却時

資　　産 負　　債

現　金
3億円

機　械
3億円

運営費交付金等債務
3億円

（資産見返負債）
資産見返運営費交付金等

3億円

費　　用 収　　益 損　益
1年目 減価償却費　1億円 資産見返負債戻入　1億円 ±0円
2年目 減価償却費　1億円 資産見返負債戻入　1億円 ±0円
3年目 減価償却費　1億円 資産見返負債戻入　1億円 ±0円

国立大学法人会計の主な特徴について

損 益 均 衡 の 概 念
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各国立大学法人は、それぞれの個性を生かし、自主的・
自律的に大学運営を行いますが、高等教育や学術研究など
は、最終的に国が責任を負うという前提のもとで事業を実施
しています。

そのため、国からの財源支援により実施し、国立大学法
人の運営責任の範囲外とされる一部のコストについては、損
益計算書上のコストから除外するという特殊な処理を行って
います。

国立大学法人が教育研究などの必要な業務を確実に実施
できるよう、建物などの新たな施設の整備や更新に必要な財
源の一部は、国が措置しています。
そのため、一部の資産の減価償却費については、当該資

産による収益獲得が予定されておらず、特定償却資産として
国が指定した場合、国立大学法人の運営責任の範囲外とさ
れ、その減価償却額を国立大学法人の費用としない処理を行

います。
具体的には、当該資産の減価償却累計額は、費用（減価

償却費）として計上せず、国立大学法人の実質的な財産的基
礎が減少するものとして、資本剰余金を直接減額し、損益
外減価償却累計額として表示することとされています（図3�
参照）。

企業会計と同様、将来的に見込まれる教職員の退職金や、
翌期に支出を控える賞与などの支出については、原則とし
て、当期に負担する金額分を費用として繰り入れ、「引当金」
として負債に計上することとされています（図4参照）。
ただし、国からの運営費交付金により財源が措置される

これらの支出は、国立大学法人の当期分の費用として繰り入
れる処理はせず、引当金は計上しないこととされています。
つまり、損益外処理と同様に、引当金を計上しないこととさ

れたこれら将来的に見込まれる支出額は、損益計算書には表
示されません。
国立大学法人は、国からの運営費交付金等の財源措置に

よって運営されているため、財務情報については、国民をは
じめとする利害関係者に開示する責任があります。この引当
金相当額については、最終的に国民の負担に帰せられるコス
トであることから、「引当外」として財務諸表に注記すること
とされています（図5参照）。

損 益 外 処 理

引 当 外 処 理

図3：【貸借対照表】 施設費で建築した建物の減価償却 

図4：将来の退職金支出の財源が自己収入である場合 （例：財源が附属病院収入で雇用される病院の教職員）

図5：将来の退職金支出の財源が運営費交付金である場合

資　　産 資本剰余金 損益計算書

建物　100億円
　減価償却累計額　△10億円

資本剰余金　100億円
　損益外減価償却累計額　△10億円

損益処理なし

負　　債 費　　用 財務諸表上の表示

退職給付引当金

x＋���y万円

退職給付引当金繰入

y万円
引当金総額を貸借対照表、

当期増額分を損益計算書に表示

負　　債 費　　用 財務諸表上の表示

計上しない 計上しない 引当金相当額を注記

損益計算から除外する仕組み
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国立大学法人会計基準における損益均衡の概念や損益計算から除外する仕組みは、国立大学法人の特徴的な
会計処理であるため、分かりにくいとの意見があります。 

そこで、ステークホルダーの皆様に、よりご理解いただけるよう、企業会計原則により以下の項目について
組み替え処理を行った2021年度財務諸表（イメージ）を作成しました。 

● 損益計算書（P/L）
対価性のない運営費交付金等の科目について、交付（受入）額を負債ではなく
収益に計上し、収益の計上時期を業務の実施後等から、交付（受入）時に変更
した結果、収益が約38億円増加しました。▲

�交付（受入）時に収益計上することで、資金を確保した時期が明確になると
ともに、一般的に理解されやすくなり、外部資金等の受入状況等の実態に
応じた財務情報が明確になります。

● 損益計算書（P/L）
減価償却費等の費用と同額を、資産見返負債戻入等の収益に計上する損益均
衡処理を行わないことにより、収益が約29億円減少しました。▲

�減価償却費の影響を認識することで、計画的・戦略的な設備更新のための
財源確保（資産老朽化への対策）の必要性が明確になります。

● 損益計算書（P/L）
国立大学法人の運営責任の範囲外とされるコストである、国が責任を負うべ
き施設等の減価償却費を、国立大学法人の費用として計上した結果、費用が
約43億円増加しました。▲

�施設等の減価償却費は多額であり、国が責任を負うべき施設等の減価償却
費が経営に与える影響は非常に大きいことが明確になります。

● 貸借対照表（B/S）
交付（受入）額を、繰越分を含め負債ではなく収益に計上した結果、負債が約
66億円減少しました。▲

�外部資金等の負債計上を、交付（受入）時に全額を収益に計上するよう変更
したことにより、より財務の健全性・安全性が明確になります。

● 貸借対照表（B/S）
損益均衡処理のために、資産取得時にいったん資産見返負債に振り替える処
理を、過年度分も含め行わないことにより、負債が約249億円減少しました。▲

�将来的に支払い義務のない資産見返負債について、負債への計上を行わな
いことにより、財務の健全性・安全性が明確になります。

● 貸借対照表（B/S）
資本剰余金を減額せず、損益外減価償却累計額に計上する損益外処理を過年
度分を含め行わないことにより、資本剰余金が約793億円増加しました。一
方、過年度分も含め多額の減価償却費が計上されることにより、利益剰余金
が約738億円減少しました。▲

�資本剰余金及び利益剰余金が明確になることで、本学の財政基盤の実態が
より明確になります。

●❸  損益外処理の見直し　 ▲

P.57「損益外処理」

●❷  減価償却等見合いの収益計上の見直し　 ▲

P.56「減価償却等見合いの収益計上」

●●❶  収益の認識の見直し　 ▲

P.56「収益の認識」
（単位：百万円）

P/L収益科目等 組替前 組替後 差　額
運営費交付金収益 35,728 36,205 477
学生納付金収益 10,056 10,133 77
施設費収益 481 2,360 1,879
補助金等収益 5,842 6,504 662
寄附金収益 2,401 3,638 1,237
雑益 2,744 2,901 157
臨時利益 762 120 △�642

影響額 3,847

（単位：百万円）

P/L費用科目等 組替前 組替後 差　額
教育経費 7,171 8,675 1,504
研究経費 7,019 8,911 1,892
教育研究支援経費 2,214 2,503 289
診療経費 24,670 24,779 109
一般管理費 2,763 3,059 296
臨時損失 133 344 211

影響額 4,301

（単位：百万円）

P/L収益科目等 組替前 組替後 差　額
資産見返負債戻入 2,677 0 △�2,677
臨時利益 120 0 △�120
目的積立金取崩額 106 0 △�106

影響額 △�2,903

（単位：百万円）

B/S負債科目 組替前 組替後 差　額
寄附金債務 6,229 0 △�6,229
預り補助金等 188 0 △�188
前受金 163 6 △�157

影響額 △�6,574

（単位：百万円）

B/S純資産科目 組替前 組替後 差　額
資本剰余金 67,930 147,269 79,339
利益剰余金 10,393 △�63,360 △�73,753

影響額 5,586

（単位：百万円）

B/S負債科目 組替前 組替後 差　額
資産見返負債 24,857 0 △�24,857

影響額 △�24,857

企業会計原則により作成した財務諸表（イメージ）

主 な ポイント
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● 損益計算書（P/L）
引当金を計上しないこととされている、運営費交付金で財源措置される退職給
付や賞与について、引当外として財務諸表に注記している金額を人件費に計上
したことにより、費用が約6億円減少しました。▲

�当期分の人件費の実態がより明確になるため、戦略的な人事を検討するため
等の指標とすることができます。

企業会計原則により財務諸表を作成すると、特に❸の組み替え処理によっ
て施設等の減価償却費を費用計上したことが大きく影響し、当期総利益が
約27億円減少しました。
これは、施設等の更新のための財源である施設費よりも、減価償却費が上
回っていることを表しています。▲

�今後、施設等の教育研究環境を充実させていくためには、国費のみなら
ず、外部資金を積極的に獲得するなどして、財源の多様化を図っていく
ことが重要です。

● 貸借対照表（B/S）
引当外処理を行わず、過年度分も含め退職給付や賞与を引当金として計上した
ことにより、負債が約258億円増加しました。▲

�国からの予算措置がなければ、将来的に見込まれる支出として認識しておく
必要のある多額のコストが存在することが明確になりました。

●❺【●●❶～●❹の見直しの結果】 当期総利益

●❹  引当外処理の見直し　 ▲

P.57「引当外処理」

貸借対照表 （B/S） （単位：百万円）

科    目 組替前 組替後 差　額
資　産 384,084 384,084 0

土地 242,563 242,563 0
建物等 79,756 79,756 0
工具器具備品等 10,668 10,668 0
現金及び預金 23,041 23,041 0
その他 28,056 28,056 0

負　債 76,133 70,547 △�5,586
借入金等 25,847 25,847 0
寄附金債務 6,229 0 △�6,229 ●❶
受託研究等債務 2,480 2,480 0
預り補助金等 188 0 △�188 ●❶
資産見返負債 24,857 0 △�24,857 ●❷
引当金 1,782 27,627 25,845 ●❹
前受金 163 6 △�157 ●❶
その他 14,587 14,587 0

純資産 307,951 313,537 5,586
政府出資金 229,628 229,628 0
資本剰余金 67,930 147,269 79,339 ●❸
利益剰余金 10,393 △�63,360 △�73,753 ●❸
　当期未処分利益 4,476 1,737 △�2,739 ●❺

損益計算書 （P/L） （単位：百万円）

科    目 組替前 組替後 差　額
経常収益 106,076 107,889 1,813

運営費交付金収益 35,728 36,205 477 ●❶
学生納付金収益 10,056 10,133 77 ●❶
附属病院収益 36,690 36,690 0
受託研究収益等 9,440 9,440 0
施設費収益 481 2,360 1,879 ●❶
補助金等収益 5,842 6,504 662 ●❶
寄附金収益 2,401 3,638 1,237 ●❶
資産見返負債戻入 2,677 0 △�2,677 ●❷
雑益 2,744 2,901 157 ●❶
財務収益 17 17 0

経常費用 102,335 105,809 3,474
教育経費 7,171 8,675 1,504 ●●❸
研究経費 7,019 8,911 1,892 ●●❸
教育研究支援経費 2,214 2,503 289 ●●❸
診療経費 24,670 24,779 109 ●●❸
受託研究費等 7,949 7,949 0
人件費 50,205 49,589 △�616 ●●❹
一般管理費 2,763 3,059 296 ●●❸
その他 344 344 0

臨時利益 762 0 △�762 ●❶ ●❷
臨時損失 133 344 211 ●❸
目的積立金取崩額 106 0 △�106 ●❷
当期総利益 4,476 1,737 △�2,739 ●❺

（単位：百万円）

P/L科目 組替前 組替後 差　額
経常収益 106,076 107,889 1,813
経常費用 102,335 105,809 3,474
臨時利益 762 0 △�762
臨時損失 133 344 211
目的積立金取崩額 106 0 △�106
当期総利益 4,476 1,737 △�2,739

影響額 △�2,739

（単位：百万円）

P/L費用科目 組替前 組替後 差　額
人件費 50,205 49,589 △�616

影響額 △�616

（単位：百万円）

B/S負債科目 組替前 組替後 差　額
引当金 1,782 27,627 25,845

影響額 25,845

※��表の欄外右側の丸囲み数字は、P.58 ～ 59の組み替え処理に対応
しております。

2021年度財務諸表 （企業会計イメージ）
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セグメント別にみる教育研究等の
成果・実績及び財務状況



　本学におけるセグメント情報は、国立大学法人会計基準等
に基づき、財務諸表において、大学、共同利用・共同研究拠
点、附属学校、附属病院の区分により、開示しています。

　統合報告書においては、ステークホルダーの皆様に、本学
の教育研究の成果及びそれを支える財務基盤について、より
深くご理解いただくため、財務諸表において「大学」として全

（単位：千円）

区　　　分

大　　学 大　　学 共 同 利 用 ・ 共 同 研 究 拠 点

附属学校 附属病院 小計 法人共通※2 合　計人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 
・関連部局

グローバル 
教育院

総合
学域群

附属図書館・ 
その他センター

等

学際研究系 つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター生存ダイナミクス
研究センター

計算科学 
研究センター

業務費用 2,557,516 856,090 4,543,564 4,420,168 5,283,480 1,777,203 2,146,417 891,023 6,488,791 1,153,283 628,598 177,386 16,981,514 1,438,871 1,734,275 441,642 401,597 7,081,068 43,332,188 102,334,675 － 102,334,675
　業務費
　　教育経費 338,667 76,807 460,336 548,732 439,070 188,788 171,363 147,049 482,342 154,062 460,030 32,582 2,328,427 922 115 － － 1,025,573 316,004 7,170,868 － 7,170,868
　　研究経費 121,847 47,035 692,059 539,728 757,879 397,544 329,356 89,988 1,067,207 71,525 904 － 906,358 228,330 967,715 48,604 105,903 5,562 641,897 7,019,441 － 7,019,441
　　診療経費 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 24,669,860 24,669,860 － 24,669,860
　　教育研究支援経費 － － 646 － 91,535 － 991 98 35 － － － 2,073,594 327 － 46,411 － － － 2,213,637 － 2,213,637
　　受託研究費 9,025 25,545 552,825 370,636 1,149,781 18,401 84,465 6,293 488,981 109,930 － － 395,245 997,452 167,834 39,688 13,541 385 1,142,061 5,572,087 － 5,572,087
　　共同研究費 2,781 7,469 204,545 168,944 210,840 10,518 48,527 6,692 152,403 48,069 － － 368,703 2,419 35,209 2,024 8,453 － 235,904 1,513,501 － 1,513,501
　　受託事業費等 3,713 － 12,270 7,604 52,843 15,188 78,166 12,420 135,924 2,802 396 － 222,379 － 3,159 － － 28,779 287,804 863,446 － 863,446
　　人件費 2,070,587 680,023 2,591,335 2,746,634 2,564,038 1,128,124 1,410,669 626,948 4,145,046 754,266 166,887 142,349 8,266,992 209,421 555,734 304,916 273,425 5,999,875 15,567,954 50,205,221 － 50,205,221
　一般管理費 10,871 19,086 27,681 35,983 16,722 18,589 22,266 1,510 15,761 12,464 381 2,455 2,344,612 － － － － 19,892 215,107 2,763,379 － 2,763,379
　財務費用 － － － 831 － 4 4 5 137 10 － － 55,260 － 4,506 － 268 419 246,283 307,729 － 307,729
　雑損 24 127 1,868 1,076 771 47 611 20 955 156 － － 19,946 1 4 － 5 583 9,314 35,507 － 35,507
業務収益 3,343,132 966,473 5,197,476 5,442,176 5,822,010 2,111,289 2,634,846 1,127,216 7,011,529 1,519,111 656,820 503,197 12,583,824 1,337,842 1,765,592 454,908 405,263 7,033,469 46,145,133 106,061,307 14,800 106,076,107
　運営費交付金収益 1,893,532 632,695 2,492,029 2,605,267 2,290,145 1,040,695 1,280,712 536,018 3,656,607 735,251 172,157 138,334 7,072,165 210,891 1,339,174 361,026 359,084 6,374,064 2,537,713 35,727,560 － 35,727,560
　学生納付金収益 1,247,785 262,806 1,176,896 1,736,499 1,232,511 680,184 944,319 434,401 1,154,547 493,062 65,214 364,316 3,492 － － － － 260,040 － 10,056,071 － 10,056,071
　附属病院収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 36,690,293 36,690,293 － 36,690,293
　受託研究収益 11,049 33,060 710,798 466,171 1,367,051 21,159 96,406 7,838 619,795 140,407 － － 539,451 1,018,161 202,820 54,242 17,003 1,326 1,401,898 6,708,635 － 6,708,635
　共同研究収益 3,338 9,127 242,393 194,202 251,156 12,395 56,402 8,764 170,508 56,221 － － 443,504 9,249 39,270 2,421 8,683 － 278,871 1,786,504 － 1,786,504
　受託事業等収益 3,879 － 13,119 8,287 55,121 17,361 85,807 13,610 151,424 2,862 396 － 240,830 － 3,500 － － 28,779 319,462 944,438 － 944,438
　施設費収益 5,782 － 6,163 113,151 898 247,301 － － 1,303 34,984 － － 7,767 － 6,902 － 9,631 36,612 10,943 481,436 － 481,436
　補助金等収益 21,640 3,000 47,091 50,807 70,758 15,183 22,064 8,381 99,160 5,391 222,581 － 1,723,485 1,213 23,027 － 3,000 64,187 3,461,044 5,842,013 － 5,842,013
　寄附金収益 81,729 2,942 79,048 47,000 137,520 8,145 42,248 70,966 579,003 7,795 － － 179,256 15,059 299 － － 137,271 1,012,428 2,400,708 － 2,400,708
　資産見返負債戻入 18,214 8,940 273,258 113,231 216,044 22,416 73,919 27,601 278,196 23,946 196,461 548 870,774 66,618 93,701 36,771 7,730 107,146 241,435 2,676,949 － 2,676,949
　財務収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 2,366 2,366 14,800 17,166
　雑益 56,185 13,903 156,681 107,562 200,805 46,449 32,968 19,639 300,987 19,191 11 － 1,503,098 16,651 56,900 448 132 24,044 188,681 2,744,335 － 2,744,335
業務損益※3 785,615 110,383 653,912 1,022,008 538,530 334,086 488,429 236,193 522,738 365,827 28,222 325,811 △ 4,397,690 △ 101,029 31,317 13,266 3,667 △ 47,598 2,812,946 3,726,633 14,800 3,741,433

帰属資産

区　　　分 人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 
・関連部局

グローバル 
教育院

総合
学域群

附属図書館・ 
その他センター

等
生存ダイナミクス

研究センター
計算科学 

研究センター
つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター
附属学校 附属病院 法人共通※2 合　計

土地 － － － － 2,153,611 － － － － － － － 161,653,672 － 203,631 268,253 2,186,745 68,916,380 7,180,341 － 242,562,633
建物 2,671,348 1,272,476 5,078,687 3,144,640 4,565,898 2,385,066 2,579,823 1,229,729 6,210,230 729,121 1,255 － 21,586,902 656,860 462,651 362,018 162,921 5,489,700 16,490,219 － 75,079,545
構築物 80,703 46,823 87,547 28,845 133,681 86,659 34,518 18,465 99,734 1,402 － － 2,810,053 5,456 1,937 56,671 2,005 424,690 757,476 － 4,676,664
その他の固定資産 25,808 24,349 1,128,519 336,314 760,475 50,477 201,467 653,594 777,981 68,790 587,203 4,286 12,579,609 181,496 556,209 63,804 23,881 280,675 7,767,313 2,699,630 28,771,882
流動資産 11,863 29,828 29,459 77,818 63,276 8,559 16,474 7,340 69,280 4,978 2,616 8,742 382,724 54 25,132 6,474 15,774 75,286 7,507,435 24,650,443 32,993,555

合計 2,789,723 1,373,477 6,324,213 3,587,616 7,676,941 2,530,760 2,832,283 1,909,127 7,157,226 804,292 591,074 13,028 199,012,961 843,865 1,249,560 757,220 2,391,326 75,186,730 39,702,783 27,350,072 384,084,278

区　　　分 人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 
・関連部局

グローバル 
教育院

総合
学域群

附属図書館・ 
その他センター

等
生存ダイナミクス

研究センター
計算科学 

研究センター
つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター
附属学校 附属病院 法人共通 合　計

目的積立金取崩を財源とする費
用の額 － － 2,196 3,397 － － － － － － － － 51,526 154 － 1,682 － 47,166 － － 106,121

前中期目標期間繰越積立金取崩
を財源とする費用の額 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

減価償却費 18,214 11,683 545,842 243,822 310,699 23,206 88,633 28,907 425,292 61,552 196,461 548 1,582,169 988,130 545,455 38,589 11,491 115,235 3,460,738 － 8,696,666
損益外減価償却相当額 222,435 78,527 454,747 235,650 421,131 172,262 215,707 116,084 545,175 41,495 － － 1,489,573 24,894 13,148 14,231 11,794 256,739 124,774 － 4,438,366
損益外減損損失相当額 － － － － － － － － － － － － 210,669 － － － － － － － 210,669
損益外利息費用相当額 － － 43 107 234 59 － 8 － 5 － － 1,068 － － － － － － － 1,524
損益外除売却差額相当額 － － － 860 7 242 － － △ 966 704 － － △ 350,386 － － 0 － 110 － － △ 349,430
引当外賞与増加見積額 △ 25,989 △ 3,383 △ 16,611 △ 17,108 △ 3,453 △ 11,831 △ 1,850 △ 1,509 △ 34,051 △ 6,421 － 3,185 △ 12,659 939 △ 563 △ 3,719 △ 3,651 △ 21,169 17,144 － △ 142,699
引当外退職給付増加見積額 △ 165,577 548 56,845 54,892 33,052 △ 56,434 △ 69,484 13,076 △ 134,808 △ 20,856 － 1,569 △ 335,422 △ 10,485 23,465 40,771 △ 58,102 23,170 129,969 － △ 473,810

※1�各公開セグメントに分類された部局一覧については、P.64 に掲載しています。
※2��法人共通には、業務収益のうち財務収益として「受取利息」11,054 千円、「有価証券利息」81千円、「為替差益」3,666 千円を、帰属資産のうちその他の固定資産
として「投資有価証券」2,699,630 千円、流動資産として「現金及び預金」23,040,758 千円、「有価証券」1,600,193 千円、「未収収益」9,492 千円を計上しています。
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体を一括して開示している情報を、教員組織である各系及び
関連する教育研究組織（学術院、研究科、学群）ごとに区分
し、開示しました。

　また、65ページからは、これらのセグメントごとの教育
研究における成果・実績と財務情報（活動に要した経費及び
財源）を合わせて掲載しています。

（単位：千円）

区　　　分

大　　学 大　　学 共 同 利 用 ・ 共 同 研 究 拠 点

附属学校 附属病院 小計 法人共通※2 合　計人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 

・関連部局
グローバル 

教育院
総合

学域群
附属図書館・ 

その他センター
等

学際研究系 つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター生存ダイナミクス
研究センター

計算科学 
研究センター

業務費用 2,557,516 856,090 4,543,564 4,420,168 5,283,480 1,777,203 2,146,417 891,023 6,488,791 1,153,283 628,598 177,386 16,981,514 1,438,871 1,734,275 441,642 401,597 7,081,068 43,332,188 102,334,675 － 102,334,675
　業務費
　　教育経費 338,667 76,807 460,336 548,732 439,070 188,788 171,363 147,049 482,342 154,062 460,030 32,582 2,328,427 922 115 － － 1,025,573 316,004 7,170,868 － 7,170,868
　　研究経費 121,847 47,035 692,059 539,728 757,879 397,544 329,356 89,988 1,067,207 71,525 904 － 906,358 228,330 967,715 48,604 105,903 5,562 641,897 7,019,441 － 7,019,441
　　診療経費 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 24,669,860 24,669,860 － 24,669,860
　　教育研究支援経費 － － 646 － 91,535 － 991 98 35 － － － 2,073,594 327 － 46,411 － － － 2,213,637 － 2,213,637
　　受託研究費 9,025 25,545 552,825 370,636 1,149,781 18,401 84,465 6,293 488,981 109,930 － － 395,245 997,452 167,834 39,688 13,541 385 1,142,061 5,572,087 － 5,572,087
　　共同研究費 2,781 7,469 204,545 168,944 210,840 10,518 48,527 6,692 152,403 48,069 － － 368,703 2,419 35,209 2,024 8,453 － 235,904 1,513,501 － 1,513,501
　　受託事業費等 3,713 － 12,270 7,604 52,843 15,188 78,166 12,420 135,924 2,802 396 － 222,379 － 3,159 － － 28,779 287,804 863,446 － 863,446
　　人件費 2,070,587 680,023 2,591,335 2,746,634 2,564,038 1,128,124 1,410,669 626,948 4,145,046 754,266 166,887 142,349 8,266,992 209,421 555,734 304,916 273,425 5,999,875 15,567,954 50,205,221 － 50,205,221
　一般管理費 10,871 19,086 27,681 35,983 16,722 18,589 22,266 1,510 15,761 12,464 381 2,455 2,344,612 － － － － 19,892 215,107 2,763,379 － 2,763,379
　財務費用 － － － 831 － 4 4 5 137 10 － － 55,260 － 4,506 － 268 419 246,283 307,729 － 307,729
　雑損 24 127 1,868 1,076 771 47 611 20 955 156 － － 19,946 1 4 － 5 583 9,314 35,507 － 35,507
業務収益 3,343,132 966,473 5,197,476 5,442,176 5,822,010 2,111,289 2,634,846 1,127,216 7,011,529 1,519,111 656,820 503,197 12,583,824 1,337,842 1,765,592 454,908 405,263 7,033,469 46,145,133 106,061,307 14,800 106,076,107
　運営費交付金収益 1,893,532 632,695 2,492,029 2,605,267 2,290,145 1,040,695 1,280,712 536,018 3,656,607 735,251 172,157 138,334 7,072,165 210,891 1,339,174 361,026 359,084 6,374,064 2,537,713 35,727,560 － 35,727,560
　学生納付金収益 1,247,785 262,806 1,176,896 1,736,499 1,232,511 680,184 944,319 434,401 1,154,547 493,062 65,214 364,316 3,492 － － － － 260,040 － 10,056,071 － 10,056,071
　附属病院収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 36,690,293 36,690,293 － 36,690,293
　受託研究収益 11,049 33,060 710,798 466,171 1,367,051 21,159 96,406 7,838 619,795 140,407 － － 539,451 1,018,161 202,820 54,242 17,003 1,326 1,401,898 6,708,635 － 6,708,635
　共同研究収益 3,338 9,127 242,393 194,202 251,156 12,395 56,402 8,764 170,508 56,221 － － 443,504 9,249 39,270 2,421 8,683 － 278,871 1,786,504 － 1,786,504
　受託事業等収益 3,879 － 13,119 8,287 55,121 17,361 85,807 13,610 151,424 2,862 396 － 240,830 － 3,500 － － 28,779 319,462 944,438 － 944,438
　施設費収益 5,782 － 6,163 113,151 898 247,301 － － 1,303 34,984 － － 7,767 － 6,902 － 9,631 36,612 10,943 481,436 － 481,436
　補助金等収益 21,640 3,000 47,091 50,807 70,758 15,183 22,064 8,381 99,160 5,391 222,581 － 1,723,485 1,213 23,027 － 3,000 64,187 3,461,044 5,842,013 － 5,842,013
　寄附金収益 81,729 2,942 79,048 47,000 137,520 8,145 42,248 70,966 579,003 7,795 － － 179,256 15,059 299 － － 137,271 1,012,428 2,400,708 － 2,400,708
　資産見返負債戻入 18,214 8,940 273,258 113,231 216,044 22,416 73,919 27,601 278,196 23,946 196,461 548 870,774 66,618 93,701 36,771 7,730 107,146 241,435 2,676,949 － 2,676,949
　財務収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － 2,366 2,366 14,800 17,166
　雑益 56,185 13,903 156,681 107,562 200,805 46,449 32,968 19,639 300,987 19,191 11 － 1,503,098 16,651 56,900 448 132 24,044 188,681 2,744,335 － 2,744,335
業務損益※3 785,615 110,383 653,912 1,022,008 538,530 334,086 488,429 236,193 522,738 365,827 28,222 325,811 △ 4,397,690 △ 101,029 31,317 13,266 3,667 △ 47,598 2,812,946 3,726,633 14,800 3,741,433

帰属資産

区　　　分 人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
・関連部局

システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
・関連部局

体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 

・関連部局
グローバル 

教育院
総合

学域群
附属図書館・ 

その他センター
等

生存ダイナミクス
研究センター

計算科学 
研究センター

つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター
附属学校 附属病院 法人共通※2 合　計

土地 － － － － 2,153,611 － － － － － － － 161,653,672 － 203,631 268,253 2,186,745 68,916,380 7,180,341 － 242,562,633
建物 2,671,348 1,272,476 5,078,687 3,144,640 4,565,898 2,385,066 2,579,823 1,229,729 6,210,230 729,121 1,255 － 21,586,902 656,860 462,651 362,018 162,921 5,489,700 16,490,219 － 75,079,545
構築物 80,703 46,823 87,547 28,845 133,681 86,659 34,518 18,465 99,734 1,402 － － 2,810,053 5,456 1,937 56,671 2,005 424,690 757,476 － 4,676,664
その他の固定資産 25,808 24,349 1,128,519 336,314 760,475 50,477 201,467 653,594 777,981 68,790 587,203 4,286 12,579,609 181,496 556,209 63,804 23,881 280,675 7,767,313 2,699,630 28,771,882
流動資産 11,863 29,828 29,459 77,818 63,276 8,559 16,474 7,340 69,280 4,978 2,616 8,742 382,724 54 25,132 6,474 15,774 75,286 7,507,435 24,650,443 32,993,555

合計 2,789,723 1,373,477 6,324,213 3,587,616 7,676,941 2,530,760 2,832,283 1,909,127 7,157,226 804,292 591,074 13,028 199,012,961 843,865 1,249,560 757,220 2,391,326 75,186,730 39,702,783 27,350,072 384,084,278

区　　　分 人文社会系 
・関連部局

ビジネス 
サイエンス系 
・関連部局

数理物質系 
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システム
情報系 

・関連部局
生命環境系 
・関連部局

人間系 
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体育系 
・関連部局

芸術系 
・関連部局

医学医療系 
・関連部局

図書館情報 
メディア系 

・関連部局
グローバル 

教育院
総合

学域群
附属図書館・ 

その他センター
等

生存ダイナミクス
研究センター

計算科学 
研究センター

つくば機能植物 
イノベーション 
研究センター

アイソトープ 
環境動態研究 

センター
附属学校 附属病院 法人共通 合　計

目的積立金取崩を財源とする費
用の額 － － 2,196 3,397 － － － － － － － － 51,526 154 － 1,682 － 47,166 － － 106,121

前中期目標期間繰越積立金取崩
を財源とする費用の額 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

減価償却費 18,214 11,683 545,842 243,822 310,699 23,206 88,633 28,907 425,292 61,552 196,461 548 1,582,169 988,130 545,455 38,589 11,491 115,235 3,460,738 － 8,696,666
損益外減価償却相当額 222,435 78,527 454,747 235,650 421,131 172,262 215,707 116,084 545,175 41,495 － － 1,489,573 24,894 13,148 14,231 11,794 256,739 124,774 － 4,438,366
損益外減損損失相当額 － － － － － － － － － － － － 210,669 － － － － － － － 210,669
損益外利息費用相当額 － － 43 107 234 59 － 8 － 5 － － 1,068 － － － － － － － 1,524
損益外除売却差額相当額 － － － 860 7 242 － － △ 966 704 － － △ 350,386 － － 0 － 110 － － △ 349,430
引当外賞与増加見積額 △ 25,989 △ 3,383 △ 16,611 △ 17,108 △ 3,453 △ 11,831 △ 1,850 △ 1,509 △ 34,051 △ 6,421 － 3,185 △ 12,659 939 △ 563 △ 3,719 △ 3,651 △ 21,169 17,144 － △ 142,699
引当外退職給付増加見積額 △ 165,577 548 56,845 54,892 33,052 △ 56,434 △ 69,484 13,076 △ 134,808 △ 20,856 － 1,569 △ 335,422 △ 10,485 23,465 40,771 △ 58,102 23,170 129,969 － △ 473,810

※3�業務損益がマイナスになる要因：�学生納付金収益（授業料、入学料、検定料）は、それぞれ獲得したセグメントに計上していますが、学生納付金に基づく費用は使用
したセグメントに計上しているため、一部のセグメントでマイナスになる場合があります。� �
また、附属学校セグメントについては、「目的積立金取崩を財源とする費用の額」47,166 千円の影響等によって、業務損益がマイ
ナスになっています。
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大　　　学

公開 
セグメント 人文社会系・関連部局 ビジネスサイエンス系・

関連部局 数理物質系・関連部局 システム情報系・関連部局 生命環境系・関連部局

分
類
す
る
部
局
等

系 人文社会系 ビジネスサイエンス系 数理物質系 システム情報系 生命環境系

学
術
院

（
大
学
院
課
程
）

人文社会ビジネス科学学術院
（うち、人文社会科学研究群）

人文社会ビジネス科学学術院
（うち、ビジネス科学研究群、
法曹専攻、国際経営プロフェッ
ショナル専攻）

理工情報生命学術院
（うち、数理物質科学研究群）

理工情報生命学術院
（うち、システム情報工学研究群（ラ
イフイノベーション学位 P除く））

理工情報生命学術院
（うち、生命地球科学研究
群（ライフイノベーション
学位 P除く）、国際連携持
続環境科学専攻）

大
学
院
研
究
科

（
専
攻
）

※
旧
課
程

人文社会科学研究科 ビジネス科学研究科 数理物質科学研究科 システム情報工学研究科 生命環境科学研究科

学
群
（
学
類
）

人文・文化学
群

社会・国際学
群

理工学群
（うち数学類、物理学類、化
学類、応用理工学類）

理工学群
（うち工学システ
ム学類、社会工
学類、総合理工
学位 P）

情報学群
（うち情報科学
類）

生命環境学群

大　　　学

公開 
セグメント 人間系・関連部局 体育系・関連部局 芸術系・関連部局 医学医療系・関連部局 図書館情報メディア系・

関連部局

分
類
す
る
部
局
等

系 人間系 体育系 芸術系 医学医療系 図書館情報メディア系

学
術
院
（
大
学
院
課
程
）

人間総合科学学術院
（人間総合科学研究群（うち、教育
学学位 P、心理学学位 P、障害科学
学位 P、カウンセリング学位 P、カウ
ンセリング科学学位 P、リハビリテー
ション科学学位 P））

人間総合科学学術院
（人間総合科学研究群（うち、
スポーツ医学学位 P、体育
学学位 P、スポーツ・オリン
ピック学学位 P、体育科学
学位 P、スポーツウエルネス
学位 P、コーチング学学位
P）、スポーツ国際開発学共
同専攻、大学体育スポーツ
高度化共同専攻）

人間総合科学学術院
（人間総合科学研究群（う
ち、芸術学学位 P、世界
遺産学学位 P、デザイン学
学位 P））

人間総合科学学術院（人間
総合科学研究群（うち、フロ
ンティア医科学学位 P、公衆
衛生学学位 P、ヒューマン・
ケア科学学位 P、パブリック
ヘルス学位 P、ニューロサイ
エンス学位 P、看護科学学
位 P、医学学位 P）、国際連
携食料健康科学専攻）

人間総合科学学術院
（人間総合科学研究群（うち、
情報学学位 P））

大
学
院
研
究
科
（
専
攻
）

※
旧
課
程

人間総合科学研究科
（うち、教育学専攻、教育
基礎学専攻、学校教育学
専攻、心理専攻、心理学
専攻、障害科学専攻、生
涯発達専攻、生涯発達科
学専攻）

教育
研究科

人間総合科学研究科
（うち、スポーツ健康システム・
マネジメント専攻、スポーツ
医学専攻、体育学専攻、体
育科学専攻、コーチング学
専攻、スポーツ国際開発学
共同専攻、大学体育スポー
ツ高度化共同専攻）

人間総合科学研究科
（うち、芸術専攻、世界遺
産専攻、世界文化遺産学
専攻）

人間総合科学研究科
（うち、フロンティア医科学
専攻、ヒューマン・ケア科学
専攻、感性認知脳科学専攻、
生命システム医学専攻、疾
患制御医学専攻、看護科学
専攻、国際連携食料健康科
学専攻）

図書館情報メディア研究科

学
群

（
学
類
）

人間学群 体育専門学群 芸術専門学群 医学群 情報学群
（うち、情報メディア創成学
類、知識情報・図書館学類）

大　　　学 共同利用・共同研究拠点

公開 
セグメント グローバル教育院 総合学域群

附属図書館・
その他

センター等

学際研究系 つくば機能植物
イノベーション
研究センター

アイソトープ
環境動態

研究センター
附属学校 附属

病院生存ダイナミクス
研究センター

計算科学
研究センター

分
類
す
る
部
局
等

ライフイノベーション学位 P（シ
ステム情報工学研究群、生命
地球科学研究群、人間総合科
学研究群）、ヒューマンバイオロ
ジー学位 P、ヒューマニクス学
位 P、地球規模課題学位 P

小学校
中学校
駒場中学校
高等学校
駒場高等学校
坂戸高等学校
視覚特別支援学校
聴覚特別支援学校
大塚特別支援学校
桐が丘特別支援学校
久里浜特別支援学校

※「学位 P」…学位プログラム

各セグメントの区分
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セグメント別の成果・実績及び財務状況

人文社会系

 査読付き論文数の増加 企業等  

本系教員の査読付き原著論文数は163報（英文90、和文68、
その他の言語5）であり、前年度の151報（英文70、和文71、
その他の言語10）から12報増加しました。特に英語論文は20
報増加しており、国際発信力の向上を示しています。そのことに
関連して、一昨年に本学が参加を開始した英国のオープンリサー
チ出版プラットフォームF1000Researchに、2021年度は人文
社会系教員の原著論文8報が掲載されました。

 産官学連携事業の推進 企業等 学生等 卒業生 地域  

茨城県、凸版印刷株式会社、株式会社NTTドコモ、株式会
社ポリグロッツとともに、外国にルーツをもつ児童生徒に対する
日本語などの学習支援を目的と
した産官学連携事業を開始しま
した。近年本邦において外国人
子弟が増加傾向にあり、多文
化共生が社会的課題として注目
される中、本事業は言語教育
の面からそのことに貢献する事
業として期待されています。

人文社会ビジネス科学学術院・人文社会科学研究科

 留学生比率の向上 企業等 学生等 卒業生

コロナ禍においても、留学生比率を2020年度の25.7%から
2021年度の26.6%に、教員一人当たりの非正規留学生数を0.1
人から0.15人に向上させ、国際性豊かな教育を実施しました。

 公開講座による社会貢献、志願者獲得 学生等 卒業生 地域

これまで実施してきた公開講座「哲学カフェ」「レキジン・
アトリエ」、「海外グラフィック・ノベルで出会い直す名作文
学」の後継の「危機の時代に立ち向かうグラフィックノベル」に
加え、「Literature� in�Tsukuba�Science�City」を実施し、志
願者の発掘とともに、地域に根差した社会貢献に努めました。

 論文生産性の向上 企業等 学生等 卒業生

大学院生の論文生産性（学生当たりの件数）が、論文・著書
については、2020年度の0.43から2021年度の0.58に、学
会報告については、0.44から0.68に向上しました。

 海外学会発表支援 企業等 学生等

新型コロナウイルス感染症流行下で、海外における国際学会が

オンラインに変更されたことに伴い、従来、旅費の補助を行って
いたものを、学会参加費の補助に変更して支援を行いました。

人文・文化学群

 TOEIC受験率の向上 企業等 学生等 卒業生

学類と学生支援によるキャリア教育や就職支援講座の充実
により、インターンシップ参加者数が伸び、コロナ禍の中で
も就職率が向上し、就職・進学決定率も高い水準を維持し
ています。また、学類とCEGLOCの協力により３年次生の
TOEIC受験率が今年度大きく向上しました。

 コロナ禍でも教養教育を継続、海外校向け学類説明会開催 
 学生等 卒業生

本学群の多くの教員が、全学共通
科目「外国語」「国語」「哲学」「博
物館学」に中心的に関わっています。
コロナ禍により、共通科目がオンラ
イン授業へ切り替えられたため、こ
れまで以上の受講生を受け入れて、
本学の教養教育を支えています。ま
た、アラビア語の入門講座を復活し
ました。比較文化学類では、2022
年3月6日に独自の海外校向け学類
進学説明会を、ドイツ・中欧、北米
に向けてオンラインで実施しました。

社会・国際学群

 高い志願倍率、多彩な人材の受け入れ 学生等 卒業生

社会学類の個別学力検査の志願倍率4.8倍は、全学平均の
3.1倍に比して高い水準を維持しています。また、英語コースの社
会国際学教育プログラムでも、世界各国からの多彩な人材の受け
入れを進めた結果、こちらの志願倍率も上昇傾向にあります。

 初年次チュートリアル・プログラムの開始 企業等 学生等

2021年度より初年次の学群学生を対象としたチュートリアル・
プログラムを開始しました。これは、大規模講義と少人数ゼミを
有機的に連携させた新しいチュートリアル教育の構築を試みるも
のです。このプログラムに参加する学生は、講義への出席とその
内容をベースとしたゼミでの対話を相互に繰り返しながら、進級
後の専門教育におけるテーマ設定のみならず、将来のライフワー
クにも繋がるような自らの問題・関心を発見し、それを深めてい
くことができます。

人文社会系・関連部局

業務収益
3,343
百万円

業務費用
2,558
百万円

活動に要した経費 財源

〈特にお伝えしたいステークホルダーの区分〉
企業、独立行政法人及び民間研究機関等�
本学志願者、在学生、保護者
卒業生、修了生
地方公共団体、地域住民等

 企業等 
 学生等 
 卒業生 
 地　域 

■人件費 2,071百万円（81.0%）
■教育経費 339百万円（13.3%）
■研究経費 122百万円 （4.8%）
■受託研究費等 16百万円
■一般管理費 11百万円

　 　
　 　 　

■運営費交付金 1,894百万円（56.7%）
■学生納付金 1,248百万円（37.3%）
■寄附金 82百万円 （2.5%）
■補助金等 22百万円
■受託研究等 18百万円
■施設費 6百万円
■その他 74百万円

日本語学習支援の様子
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ビジネスサイエンス系

 外部資金獲得額の増加 企業等 学生等 卒業生

外部資金獲得および産学連携研究の推進にかねてから取
り組んできましたが、2021年度においては、外部資金件数
（2020年度：52件⇒2021年度：56件）、教員一人当たりの
外部資金獲得金額（2020年度：183万円⇒2021年度：261
万円）とも、対前年度比で増加しました。また、政府機関から
の研究資金、民間との共同研究費の獲得により、受託・共同
研究収益（2020年度：1,939万円⇒2021年度：4,219万円）
の伸びは著しいものがあります。

 研究の学際展開 企業等 学生等 卒業生

新型コロナウイルスの感染状況に鑑み、コロナ関連の研究
を推進し、その成果を社会に還元することに務めました。こ
のテーマに関連する具体的成果としては、内閣官房新型コロ
ナウイルス感染症等対策推進室「COVID-19 AI・シミュレー
ションプロジェクト」による感染状況シミュレーション報告、
株式会社NTTデータ数理システムと系所属の教員との共著論
文「地域への新型コロナウイルス感染者流入リスクとワクチン
効果の影響分析」（人工知能学会）などがあります。また、異
分野融合研究としては、公益財団法人トヨタ財団の研究助成
金を得て「健全な資本市場形成のための不正会計検知�AI�モデ
ルの実用化：会計学・法学・統計学の3領域に実務家の視点
を加えた融合研究」を開始しました。
�

人文社会ビジネス科学学術院・ビジネス科学研究科

  充実した社会人学生のリカレント教育提供による  
高水準な志願倍率 企業等 学生等 卒業生

社会での解決が求められる様々な問題に取り組むことができる
人材を育成すべく、３つの学位（研究学位、専門学位、専門職学
位）を授与する唯一の学術院として、学位系統に応じた特徴的な
教育プログラムを提供しています。2021年度は長引くコロナ禍に
もかかわらず、志願倍率は昨年度と概ね同じく高水準であり、専
門職学位では志願倍率が増加傾向にあります。志願倍率は、ビ
ジネス科学研究群の博士前期2.4倍（研究学位、専門学位）、同
博士後期2.1倍（研究学位）、法曹専攻3.3倍（専門職学位）、国
際経営プロフェッショナル専攻3.1倍（専門職学位）となりました。
�
  ビジネス情報とAI基礎講座のエクステンションプログラムを
実施 企業等 学生等 卒業生

ビジネス情報を機械学習や
テキスト分析、ネットワーク
分析することで、様々なビジ
ネス課題を解決するのに効果
的であることが明らかになり
つつあります。それらの成果
について、より広くより分かり
やすく社会に発信するため、
経営学学位プログラムでは、
昨今社会でのニーズが顕著
なAIに関連して、ビジネス情
報とAI基礎講座のエクステン
ションプログラムを実施しま
した。

 司法試験合格者数・合格率の向上 企業等 学生等 卒業生

法曹専攻では、非常勤講師によるチューターゼミや、主に
修了生を対象とする専任教員による修了生フォローアップ講
座を実施した結果、2021年度は、司法試験の合格率31.67％
（全国17位）、合格者数19名（全国14位）となり、いずれも前
年度より向上しました。

  CFA（米国証券アナリスト資格）準備コースエクステンション
プログラムを実施 企業等 学生等 卒業生

国際経営プロフェッショナル専攻では、CFA（米国証券ア
ナリスト資格）レベル1試験準備コースおよびCFAレベル2試
験準備コースのエクステンションプログラムをそれぞれ実施
し、53名の参加者が、難関試験突破のための講義を受講しま
した。

■運営費交付金 633百万円（65.5%）
■学生納付金 263百万円（27.2%）
■受託研究等 42百万円 （4.3%）
■補助金等 3百万円
■寄附金 3百万円
■その他 23百万円

　 　

業務費用
856

百万円

活動に要した経費

業務収益
966

百万円

財源
■人件費 680百万円（79.4%）
■教育経費 77百万円 （9.0%）
■研究経費 47百万円 （5.5%）
■受託研究費等 33百万円
■一般管理費 19百万円

　 　
　 　 　

ビジネスサイエンス系・関連部局

出典:内閣府ホームページ
https://www.covid19-ai.jp/ja-jp/presentation/2021_rq3_countermeasures_simulation/
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数理物質系

 理学・工学研究の進化と融合研究の探究 企業等 学生等

理学（数学・物理学・化学）と物質に関わる工学（物理工学・
物質工学）の分野をカバーし、基礎的科学の深化と工学の発展
や、これらの融合的研究に取り組んでいます。その研究成果
は、600報超の原著論文として発表され、「論文の質」を測る
指標FWCIは世界的平均水準の1を上回り、トップ10％論文
数も100件超にまで増加し、更に、産学連携の共同・受託研
究の受入総数も、100件超（25％増）に達しました。

 グローバルな発展に向けた共同研究拠点の強化  
 企業等 学生等 卒業生

フランスの国立研究機関・大学との国際共同研究室（IRL�
J-FAST）の設立決定、「マテリアル先端リサーチインフラ事業
（ARIM）」（先端共用研究設備）の立上げ貢献、更に、産学連携
も視野に入れた「ゼロCO2エミッション機能性材料開発研究セ
ンター」（近藤剛弘センター長）発足準備など、数理物質系の
「知」を広く包含したグローバルな共同研究拠点の強化を図っ
ています。また、文部科学大臣表彰�科学技術賞（原�和彦准教
授）、同�若手科学者賞（橋本拓也助教）など、学術的に高い評
価も得ています。

理工情報生命学術院・数理物質科学研究科

 大学院生のキャリアパス支援 企業等 学生等 卒業生

コロナ禍によりオンラインでの開催となりましたが、対象
を研究群全体に拡張し、大学院生と企業の交流会を実施しま
した。学生23名、企業側23社49名の参加があり盛況でし
た。オンラインでも有意義な施策になり得ることが明らかに
なりました。

 協働大学院方式による学位プログラムの開設 学生等

全学大学院の学位プログラム化に併せて、協働大学院方式
による国際マテリアルズイノベーション学位プログラムを開
設し連携を強化しています。

 大学院国際化の推進 企業等 学生等

コロナ禍にありながら、グルノーブル・アルプス大学
（UGA）とのダブルディグリープログラムの活動を継続し、
UGAと本学との間で仏国公的研究機関CNRSの国際共同研究
室（IRL）開設プロジェクトが採択され、交流が活性化してい
ます。

 企業・社会連携強化 企業等 学生等

トヨタ自動車株式会社、株式会社デンソー、富士電機株式
会社との寄附講座において、材料からデバイス、システムま
でを一貫した他にない教育研究体制が効果的に機能し、多数
の修了生を輩出しています。

理工学群

 多様な入学試験制度に基づく質の高い学生の確保  
 学生等

一般入学試験、推薦入学試験、私費外国人留学生試験、国
際バカロレア特別入試、国際科学オリンピック入試、編入学
試験などの多様な入試制度を設けて入学者を選抜し、優秀な
学生の確保に務めています。2022年度の志願倍率は3.7倍と、
過去十年で最高の倍率を達成した昨年度に引き続き、高い水
準を実現しています。

 全学的教育への貢献 学生等 卒業生

理工系の基盤的学問分野に対応する教育組織として、全学
の学群学生を対象とした科目を数多く担当しています。1年
次生向けの専門導入科目として、総合智教育を担う「数学概
論」、「物理学概論」、「化学概論」、「応用理工学概論」の各科
目、専門分野への基礎となる「数学リテラシー 1・2」、「微積
分1-3」、「線形代数1-3」、「数学概論」、「力学1-3」、「電磁気
学1-3」、「化学1-3」の各科目を開講し、総合学域群を含む全
学の履修者に提供しています。

業務費用
4,544
百万円

活動に要した経費

業務収益
5,197
百万円

財源
■運営費交付金 2,492百万円（48.0%）
■学生納付金 1,177百万円（22.6%）
■受託研究等 966百万円（18.6%）
■寄附金 79百万円
■補助金等 47百万円
■施設費 6百万円
■その他 430百万円

■人件費 2,591百万円（57.0%）
■受託研究費等 770百万円（16.9%）
■研究経費 692百万円（15.2%）
■教育経費 460百万円（10.1%）
■一般管理費 28百万円
■教育研究支援経費 1百万円
■その他 2百万円

数理物質系・関連部局

原和彦教授（写真右から2人目）
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システム情報系

 研究成果情報発信の強化 企業等 学生等 卒業生

システム情報系における研究成果の多くは海外の学術誌に
おいて発表されていますが、それらの成果の国内でのアピー
ル力を高めるため、成果のプレスリリースを積極的に進めて
います。この結果、2020年度に比して1.8倍のプレスリリー
スが行われ、国内における研究成果情報発信を強化しました。

 第4期中期計画における研究指針の策定  
 学生等 卒業生

2022年度から第4期中期計画に入ることから、2020年度
版科学技術白書第2章「2040年の未来予測－科学技術が広げ
る未来社会－（Society�5.0）」に基づき、システム情報系の研
究指針を議論しました。プレシジョン医療を目指した次世代
バイオエンジニアリングやICTを確信する電子・量子デバイ
スへの対応など、第4期中期計画におけるシステム情報系の
クローズアップ科学技術領域を策定しました。

理工情報生命学術院・システム情報工学研究科

 入学定員の充足とリカレント教育の充実 学生等 卒業生 地域

全ての学位プログラムにおいて入学定員充足率100％を達
成しています。特に博士後期課程については、2020年度、
2021年度に引き続き2022年度も定員比100%以上となりま
した。また、社会人学生も多数入学しており、リカレント教
育の充実にもつながっています。

 達成度評価システムと多彩な大学院教育  
 学生等 卒業生

研究群全体で導入した「達成度評価システム」により、学生
の学修成果を定期的に把握することができ、きめ細かい学修
指導が可能となりました。また、原子力規制人材育成事業や
協働大学院方式による教育など、研究機関や企業とのタイ
アップによる多彩な教育課程を実施しています。

 国際的で多彩な大学院教育 学生等 卒業生

本研究科は留学生が多数在籍しており、2021年度留学生比
率は研究群と併せて約27.4%に上ります。また、連携大学院
方式、協働大学院方式等の教育課程を導入し、国際的で多彩
な大学院教育を実現させています。

 独自の学生支援制度の実施 学生等

学生の国際会議参加費や旅費を支援する独自の支援制度を

実施しています。また、後期課程学生を対象に、将来を担う
研究者へのキャリアアップを図ることを目的とした独自の「若
手研究者育成プログラム」を実施しています。

理工学群

 データサイエンス分野の教育の強化 企業等 学生等

社会工学類では、「筑波DXアクセラレーション：分野を超
えた協創で新事業を構想できる両利きの能力育成事業」を推進
し、分野融合・産学連携型の数理・データサイエンス・AI教
育研究体制の構築に寄与しています。

 プロジェクト実習を通じた工学教育 学生等 卒業生

工学システム学類では、「つくばロボットコンテスト」、「コ
ンテンツ表現工学」、「巨大プロジェクトエンジニア入門」とい
う３つの特設科目を開講し、実習を通じた工学教育を行って
います。

情報学群

 グローバルで高度に活躍できる人材育成  
 学生等 卒業生

1年次から4年次までの切れ目のない英語教育に加え、学生
有志を対象に計15時間に渡るTOEIC対策講座を実施しまし
た。留学生が在学生の3.5%と比較的高水準を維持し、大学院
進学者も75%と高い水準を維持しています。

 学生ラウンジの整備を通じた居場所の確保 学生等 卒業生

コロナ禍において、対面、リモート等講義形態が混在する
中、教室以外の居場所を確保するために学生ラウンジ等を整
備しました。多くの学生が訪れ、交流の場として機能してい
ます。さらに、OBを交えた新たな人材育成の場とする計画も
進んでいます。

業務費用
4,420
百万円

活動に要した経費

業務収益
5,442
百万円

財源
■運営費交付金 2,605百万円（47.9%）
■学生納付金 1,736百万円（31.9%）
■受託研究等 669百万円（12.3%）
■施設費 113百万円
■補助金等 51百万円
■寄附金 47百万円
■その他 221百万円

■人件費 2,747百万円（62.1%）
■教育経費 549百万円（12.4%）
■受託研究費等 547百万円（12.4%）
■研究経費 540百万円（12.2%）
■一般管理費 36百万円
■その他 2百万円

　 　

システム情報系・関連部局

学生ラウンジの様子
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生命環境系

 外部資金獲得増に向けた取組み 企業等 卒業生

部局URAを活用し、各種研究支援事業・助成金等の情報収
集、教員の資金獲得・共同研究につながる活動のサポートな
どを幅広く実施しています。2021年度においても受託研究の
受入件数および金額は高い水準を維持しており（2021年度：
63件、約13億円）、これらの事業をともに推進する企業等と
の連携も増え、共同研究の件数および金額は2018年度から
継続して増加しています（2021年度：93件、約3.5億円）。

 研究センターの展開 企業等 学生等 卒業生

生命環境系には、専門的な研究や教育を行うセンターが複
数あり、それぞれ多くの成果を上げています。これらのセン
ターのうち、下田臨海実験センター（R2※：全国級研究拠点）
と山岳科学センター（R3※：重点育成研究拠点）が、日本学術
振興会（JSPS）の研究拠点形成事業に採択されました（前者は
先端拠点形成型、後者はアジア・アフリカ学術基盤形成型）。
また、微生物サステイナビリティ研究センターは、学内にお
ける重点育成研究拠点から全国級研究拠点に昇級※し、今後の
更なる進展が期待されています。

理工情報生命学術院・生命環境科学研究科

 グローバル人材の育成に向けた取組 学生等 卒業生

生命地球科学研究群では「優秀な留学生の確保のための広報
活動」と「英語での履修環境の整備」に注力しており、海外提携
校とのダブルディグリープログラム（DDP）の実施、文部科学
省やJICAの人材育成事業への参画を通して優秀な外国人留学
生の受け入れも積極的に進めた結果、外国人留学生比率の高
水準を維持しています（2021年度実績29%、241名）。

 教学マネジメント室によるモニタリング結果の活用  
 学生等 卒業生

生命地球科学研究群では、教学マネジメント室によるモニ
タリングを契機に、教育活動や教育成果の自己点検を行い、
継続的に学修環境の改善を行うよう促しています。各学位プ
ログラムでは、学位プログラムリーダーの指揮のもと運営委
員会や教育会議が在学生や教員からの意見を集約し、各学位
プログラムのポリシーに合致した学修環境の最適化をはかっ
ており、2021年度はシラバスの点検や英語版シラバスの作成
を重点的に行いました。� �

 国際共同学位プログラムの伸長 企業等 学生等 卒業生

国際連携持続環境科学専攻では、マレーシア工科大学
（UTM）・マレーシア日本国際工科院（MJIIT）とジョイント・
ディグリー・プログラム（JDP）を推進しており、UTMから留
学生を多数受け入れています。UTMでの2021年度の入試合
格者数は、志願者が15名、合格者は7名と前年度から大きく
伸びました。また、MJIITが獲得したJICAの人材育成事業等
を通じ、東南アジアを中心としたアジア地域から優秀な院生
を獲得するとともに、本学を核とした東南アジア地域の教育
研究のアンブレラシステムの構築にも取り組んでいます。

 国際連携持続環境科学専攻合同セミナー  
 学生等 卒業生

2022年3月に国際連携持続環境科学専攻のカリキュラムに
ある合同セミナーをMJIITと共催した学会内で実施しました。
オンライン開催にあったにも関わらず5カ国から教員・学生
合わせて65名の参加があり、専攻の学生3名がベストプレゼ
ンテーション賞を獲得しました。

生命環境学群

 英語プログラムの充実を含むグローバル化の推進  
 企業等 学生等 卒業生

生命環境学群では、全ての学類の中に生命環境学群学際主
専攻として英語プログラムが開設されており、学群定員の5%
以上の留学生を多くの国から受け入れています。2021年度に
おいては、渡日できない学生も含め学生数の6.9％である75
名が留学生として学びました。非正規留学生である特別聴講
学生の受け入れ数は前年度より増加しました。また、2021年
度はコロナ禍で渡航が制限された中、特別措置を申請し留学
が行われ、海外派遣数が前年度より増加しました。

  チュートリアル教育の展開～学類での取り組み例  
 企業等 学生等 卒業生

生物学類ではチューター教員の指導下で、少人数の学生が
英語の科学論文を読みディスカッションを行う「専門語学」や、
ディスカッションや演習等を交えながら取組む少人数制授業
である「生物寺子屋」、および研究室特別実習「研究マインド応
援プログラム」などのチュートリアル授業を展開しています。
これらの授業については、英語対応の講座やクラスも開講さ
れるなど、日本人学生と外国人留学生の相互作用も期待され
ます。

業務費用
5,283
百万円

活動に要した経費

業務収益
5,822
百万円

財源
■運営費交付金 2,290百万円（39.3%）
■受託研究等 1,673百万円（28.7%）
■学生納付金 1,233百万円（21.2%）
■寄附金　 138百万円
■補助金等 71百万円
■施設費 1百万円
■その他 417百万円

■人件費 2,564百万円（48.5%）
■受託研究費等 1,413百万円（26.7%）
■研究経費 758百万円（14.3%）
■教育経費 439百万円 （8.3%）
■教育研究支援経費 92百万円
■一般管理費 17百万円
■その他 1百万円

生命環境系・関連部局

※本学における先端研究センターの機能別分類（級別認定）について：「研究循環システムの構築（→ P.19）」
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人間系

 外部資金及び論文総数の増加 企業等 学生等

科研費の採択において（代表者及び分担者含む）、獲得金額は
2020年度並みでしたが、採択件数は140件から150件へと増
加し、さらに受託・共同研究収益は2020年度の21.2％増の
3,355万円となりました。また、英文、和文を含めた論文数は、
295から304へと増加しました。著書の総数は2020年度と同
程度でしたが、英語の著書が4から6へと50％増加しました。

 国際交流事業の拡大 学生等

CiCパートナー校のオハイオ州立大学との大学院学生のグロー
バル・コンピテンスの育成について教育戦略推進プロジェクトを
獲得し、ワークショップなどの活動を行いました。また、文部科
学省の大学の世界展開力強化事業として2021年度　CAMPUS�
Asia�Plusプログラムが採択されました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

  加速する大学院教育の国際化と論文生産性向上の取り組み 学生等

教育学学位プログラムでは、�「地球規模課題解決に資する教
育政策マネジメント専門人材育成」（文部科学省「大学の世界
展開力」採択事業）を、アジア6大学大学院生交流プログラム
として開始しました。また、海外協定校7校とオンライン国
際学生カンファレンス「グローバルかつ学際的な視点に立った
教育に関する共同研究開発」を実施しました（120名（外国人
107名）参加）。
障害科学学位プログラムでは、オハイオ州立大と共同して

「英語教育プログラム」を実施し、英語発信技能の習得を図り
ました（参加者100名以上）。心理学学位プログラムでは、「国
際競争力の高い心理学研究者を養成する先端教育プログラム」
を行いました。
リハビリテーション科学学位プログラムとカウンセリング科学学
位プログラムでは、「論文生産性向上に向けたFDプログラム」を
昨年度に続きオンラインで共同開催しました（参加者88名）。

  英語発信力の強化とキャリアパスの開拓推進 学生等

障害科学専攻・学位プログラムは「英語での論文作成から
投稿まで（2）」を実施しました（学生・教員、他専攻院生含め、�
104名参加）。韓国の国立公洲大学との国際交流セミナーを実
施し、両国の大学院生も交え、特別支援教育の実際や課題に
ついて、研究発表と協議を行いました。
心理学専攻・心理学学位プログラムは、院生による英語プレゼ

ンテーション大会を開催しました（教員・大学院生合計30名参

加）。生涯発達科学専攻では、リハビリテーション科学・カウンセ
リング科学の両学位プログラムと共同で、「博士のキャリア支援」
に関するFDプログラムを開催し、修了生の博士号取得後の研究
機関への就職経験を共有しました（学生・教員合計44名参加）。

教育研究科

 国際シンポジウムの開催 学生等 卒業生

教育研究科がこれまでに受け入れてきた外国人教員研修プログ
ラムの修了生のデータベースにより、世界45カ国ネットワークを
確立し、国際シンポジウムを毎年行っています。2022年2月には、
「コロナ禍で見つめ
直した学校教育の姿」
をテーマに、コロナ
禍に立ち向かうメキシ
コ、カンボジア、シン
ガポール、日本の教師
の教育実践報告から、
ウィズコロナの時代の
学校教育の課題と展望
を議論しました。95名
（海外から20名）の
参加がありました。

人間学群

 学修・進路状況に関する調査の実施と就職率の向上 企業等 学生等

2021年12月1日～ 2022年1月24日にかけて、「人間学群
生の学修・進路状況に関する調査」を実施し、526名中199名
（37.8％）の回答がありました。「入学時の状況」「学修の状況」
「大学生活の状況」「進路の状況」についての回答により、学生
は授業に高い期待や関心を向け、授業に対する満足度も77.9％
に達していることが分かりました。また、61.8％の学生が就職に
不安を覚えているものの、卒業生の就職・進学決定率は87.2％
と、前年度の85.6％に比べて向上しています。

 大学院生を活用したチュートリアル教育の実施 企業等 学生等

学内の教育戦略推進プロジェクト支援事業に採択されたチュー
トリアル教育について、人間学群1・2年生に対して大学院生及
び教員も加わり、45名を3グループに分けてオンライン上で活動
しました。学修、大学生活、進路といった点について学年や学類
の壁を超えて相互交流が行われるとともに、大学院生からは自身
の研究テーマや研究方法に関する説明があり、学生の創造的な
学びやデザイン思考を涵養する良い機会となりました。

■運営費交付金 1,041百万円（49.3%）
■学生納付金 680百万円（32.2%）
■施設費 247百万円（11.7%）
■受託研究等 51百万円
■補助金等 15百万円
■寄附金　 8百万円
■その他 69百万円

業務費用
1,777
百万円

活動に要した経費

業務収益
2,111
百万円

財源
■人件費 1,128百万円（63.5%）
■研究経費 398百万円（22.4%）
■教育経費 189百万円（10.6%）
■受託研究費等 44百万円
■一般管理費 19百万円

　
　 　

人間系・関連部局
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体育系

  ヒューマン・ハイ・パフォーマンス先端研究センター  
（ARIHHP）が共同利用・共同研究拠点に認定  
 企業等 学生等 卒業生

ヒューマン・ハイ・パフォーマンス先端研究センター
（The�Advanced�Research� Initiative� for�Human�High�
Performance�（ARIHHP））は、運営費交付金（機能強化経費）
や共同利用・共同研究拠点形成強化経費等を活用して公募型
研究事業（学内13件、学外30件）を運営するなどの実績を積
み、健康・スポーツ科学分野初の共同利用・共同研究拠点と
して文部科学省から認定されました。2022年3月には認定記
念シンポジウムをオンサイトとオンラインのハイブリッド形
式で開催し、146名が参加する中、スポーツ庁の室伏広治長
官や文部科学省研究振興局の池田貴城局長をはじめ、多くの
来賓から祝辞・提言をいただきました。

  スイスオリンピック代表事前キャンプ 学生等 地域

つくば市や茨城県と協力し、1年延期後に開催された東京
2020オリンピック競技大会を前に、スイスオリンピック代
表選手団52名を受入れました。新型コロナウイルスへの対策
が求められた中、体育系教員や人間総合科学学術院スポーツ
国際開発学共同専攻（IDS）などの学生が一丸となり、感染者を
一人も出さない「安全、安心な」事前キャンプを実現しました。
スイス選手は本大会で銀メダルを獲得するなど活躍しました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 入学定員充足率および留学生率を高位で維持 学生等

入学定員充足率は、コーチング学学位プログラムで
166.7%、大学体育スポーツ高度化共同専攻で133.3％、ス
ポーツウエルネス学位プログラムで108.3％、体育学学位プ
ログラムで106.7％、体育科学専攻の100.0％をはじめ全て
の学位プログラムで定員を満たしています。留学生率は、ス
ポーツ・オリンピック学学位プログラムが87.5％と最も高
く、次いでスポーツ国際開発学共同専攻が40.0％、スポー
ツ医学学位プログラムが33.3％、体育科学学位プログラムが
26.7％と一定の割合を維持しています。

 キャリア形成 on line フォーラムの開催 企業等 学生等

体育学学位プログラムにおいては、キャリア形成支援の一
環として、「キャリア形成フォーラムー未来への視点」をテー

マに4名の講師に依頼し、「企業への道」「教職への道」「コー
チへの道」「研究者への道」についてZoomオンライン形式で
のフォーラムを開催しました。

 学位授与率を高位で維持 学生等

コーチング学専攻で133％を筆頭に、大学体育スポーツ高
度化共同専攻の100％などいずれも極めて高い授与率であり、
標準修業年限を超えた学生も含めて順調に学生指導が行われ
ていると考えられます。

 教育カリキュラムにおける国際化の推進 企業等 学生等 卒業生

体育学専攻においては、外国人学生と共に学ぶ学内留学の
場としての「つくばサマーインスティトゥート（TSI）」を基礎科
目として位置付け、つくば国際スポーツアカデミー（TIAS）に
おいては全ての授業を英語で展開しています。また、コーチ
ング学専攻においては「コーチング学専攻海外交流事業」を制
度化し経費の助成支援をするなど、各専攻いずれも国際性を
念頭においた教育を推進しています。

体育専門学群

 コロナ禍での活躍 企業等 学生等 卒業生

コロナ禍により様々な活動が制限される中でも、就職率は
維持されており、教職や官公庁、多種多様な企業へと人材を
輩出し続けています。また、健康系、スポーツ系、報道・出
版系の企業で活躍する卒業生も着実に増加しています。
さらに、競技部門学群長表彰(国内外の競技大会で優秀な成
績を収めた者又はチームを表彰するもの)は、2019年度29
件から、コロナ禍により2020年度15件と低下しましたが、
2021年度は35件に回復するなど、本学群生の活躍は素晴ら
しいものでした。

 国際大会での成果 企業等 学生等 卒業生

国際競技大会で活躍できる学生の増大を目標に、支援体制
（医科学的支援、トレーニング環境の整備、学業支援等）の強
化を行なってきた結果、2021年度、国際大会が一部再開さ
れる中、11人の学生が日本代表（年齢別代表を含む）として優
れた成績を収めています。また、障害のある学生に対する支
援の一環として、トレーニング機器を活用できる体制を整え、
スロープやトイレなどのバリアフリー化を行なってきた結果、
4名（カヌー、テニス、陸上、水泳）の国際大会入賞レベルの学
生が育ち、特にカヌー、テニスでの活躍は目覚ましいもので
した。

業務費用
2,146
百万円

活動に要した経費

業務収益
2,635
百万円

財源
■運営費交付金 1,281百万円（48.6%）
■学生納付金 944百万円（35.8%）
■受託研究等 239百万円 （9.1%）
■寄附金　 42百万円
■補助金等 22百万円
■その他 107百万円

　

■人件費 1,411百万円（65.8%）
■研究経費 329百万円（15.3%）
■受託研究費等 211百万円 （9.8%）
■教育経費 171百万円 （8.0%）
■一般管理費 22百万円
■教育研究支援経費 1百万円
■その他 1百万円

体育系・関連部局

Unive rs i t y  o f  Tsukuba  In tegra ted  Repor t  2022    71

セ
グ
メ
ン
ト
情
報



芸術系

 競争的研究費の獲得に向けた取組 企業等 学生等

科研費FD研究会等の開催のほか、部局URAや研究推進室と
連携して科研費申請書の作成サポートを実施しました。さらに研
究プロジェクトとして公募を実施し、若手を優先して採択しまし
た。採択された研究をもとに科研費を申請し、それが基盤研究と
して採択された中には、初めての獲得に繋がったケースがありま
した。また、研究の国際化を促すために、海外学術ジャーナル等
への投稿を支援する助成制度を創設しました。

 リボーン・アートボール・プロジェクトの活動 企業等 地域

芸術系が主体となって企画した「リボーン・アートボール・プロ
ジェクト2021」（茨城県文化プログラム推進事業）を茨城県内外
で実施しました。東京2020オリンピック・パラリンピックの文化
プログラムへの採用など、芸術とスポーツを連携させた研究教育
活動が特色ある取り組みとして高く評価されました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 志願倍率の高位維持 学生等

芸術関連学位プログラムにおける2022年度入試の志願倍率
は、博士前期課程において芸術学学位プログラム1.57倍、デザ
イン学学位プログラム2.55倍、世界遺産学学位プログラム1.53
倍、博士後期課程において芸術学学位プログラム0.85倍（過去3
年間の平均倍率は1.66倍）、デザイン学学位プログラム1.66倍、
世界遺産学学位プログラム2.6倍となっています。

 特徴的な教育プログラムの実施 企業等 学生等

2021年度筑波大学教育
戦略推進プロジェクト支援
事業採択により、「大学・附
属学校連携アートプロジェ
クトを通した�SDGs�対応型
芸術教育プログラムの構築」
（芸術学学位プログラム）、
「デジタルを活用した創造
性教育の国際連携強化と国際通用性を担保した内部質保証の充
実」（デザイン学学位プログラム）、「国際大学連携に基づく英語

オンライン教育研究コンテンツの創造と運用モデルの構築」（世
界遺産学学位プログラム）に取り組み、各学位プログラム独自の
課題のもと教育の国際性を展開しています。

  他組織との連携による社会貢献プロジェクト、  
国際教育プログラム 企業等 学生等 地域

芸術専攻は、学内の2021年度人間総合科学学術院・研究科
戦略プロジェクト支援事業採択により、大学と民間企業・地方公
共団体との協働による「地域・企業との連携によるアートマネージ
メントの基盤構築」に取り組み、地域との連携による芸術支援活
動を実践しています（芸術学学位プログラムとの協働）。世界遺産
専攻は、自然保護寄付講座によるサーティフィケーションプログ
ラムを生命地球科学研究群と共同で実施し、英語による授業を
行ってきました。12名の受講学生が修了証を授与されました。

芸術専門学群

  企業等 学生等

2021年度からより柔軟に分野横断的な学修ができる教育体制に
移行しました。これにより学生は様々な領域の専門基礎科目や横断的
な科目を履修することによって、美術・デザインの広い世界を見渡し、
志望する領域を選ぶことができます。また、2021年度は新型コロナ
感染症予防のためにオンラインによる授業も実施されましたが、感染
症予防対策を十分に行い、約8割の授業は対面で実施しました。

 第9回高校生アートライター大賞・CAIR 2022 企業等 学生等

2021年度の高大連携に係る取組として、全世界の高校生から
芸術に関するエッセイを英語と日本語で募集・顕彰する高校生アー
トライター大賞を実施しており、2021年度で第9回目の開催とな
りました。本コンテストは、本学群生が企画運営・選考評価の過
程に参加し、グローバルな人材育成の場面に携わりながら学ぶと
いう画期的な取組みです。また、CAIR�2022（Campus�Artist�
in�Residence�2022）を開催し、本学群生と海外の美術系大学生
とのオンライン対話による共同制作と作品展示を行いました。

■人件費 627百万円（70.4%）
■教育経費 147百万円（16.5%）
■研究経費 90百万円（10.1%）
■受託研究費等 25百万円
■一般管理費 2百万円

　
　 　

■運営費交付金 536百万円（47.6%）
■学生納付金 434百万円（38.5%）
■寄附金　 71百万円 （6.3%）
■受託研究等 30百万円
■補助金等 8百万円
■その他 47百万円

　

業務費用
891

百万円

活動に要した経費

業務収益
1,127
百万円

財源

芸術系・関連部局

リボーン・アートボール・プロジェクトの活動風景

アートメダルワークショップの活動風景

フィールドワークの様子

授業風景

分野横断的な学修ができる柔軟なカリキュラムに移行
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医学医療系

 研究成果の発信力強化 企業等 学生等 卒業生

新たな研究領域の開拓と国際化の推進による研究拠点形成
を目指し、質の高い学術研究ならびに医療実践において意義の
大きな研究を推進した結果、2021年度は国際共著論文数が
2020年度に比して30%増加し、総被引用数は2,966回となり、
2020年度に比して900回近く増加しました。また、2021年度
の特許出願件数は2020年度から30件増加しました。

 研究成果の社会実装への取組み 企業等 学生等 卒業生 地域

戦略的イノベーション創造プログラム（内閣府）「水素燃料電
池バスを基盤とした防災・感染症対策システムの開発」により、
大規模災害時Society5.0実現のための研究を行いました。
また、山﨑聡教授が「造血幹細胞の生体外における増幅法の
確立」に関する研究業績により、第18回日本学術振興会賞を
受賞しました。

人間総合科学学術院・人間総合科学研究科

 国際化の推進・研究力の向上 企業等 学生等 卒業生

入学定員充足率は8プログラム中5つの専攻で100%以上であ
り、全体としては95%の充足率でした。その内、国際性の指標の
ひとつである留学生率は、全体では18％であり、特に公衆衛生
学学位プログラムで83％、国際連携食料健康科学専攻で73%、
ニューロサイエンス学位プログラムで30％と高い割合でした。

また、日本学術振興会特別研究員制度への申請支援を行い、
31件申請中11件が採択されました。

 国際的・学際的交流および医学関連教育改革
 企業等 学生等 卒業生 地域

フロンティア医科学学位プログラム、医学学位プログラム
が合同でサマーリサーチプログラムをオンラインで行い、世
界各国から187名の大学院生が参加しました。本学の医科学
研究を広く紹介するとともに、海外の優秀な学生を本学大学
院へ勧誘するのに大きく寄与する取り組みであることが評価
され、2021年度教育に係る学長表彰に選ばれました。
工学、デザイン学及び感性認知脳科学研究領域間のデュア
ルディグリー・プログラムにより学際的教育を実践しました。
「病理専門医資格を担保した基礎研究医育成プログラム」「放
射線災害の全時相に対応できる人材養成」「がん最適化医療を
実現する医療人育成」等の特別プログラムにより医学関連教育
改革を進めました。

医学群

 多様な入試によるグローバル人材や研究型人材の獲得  
 企業等 学生等 卒業生

様々なグローバル入試を通じて国際的に活躍できる人材の
獲得に努めています。医学類では、国際バカロレア特別入試
を通して1名、海外教育プログラム特別入試を通して1名、研究
型人材入試を通して研究志向を有する学生を1名獲得しました。

 「CoMedつくば」が内閣府特命担当大臣から表彰  
 企業等 学生等 卒業生 地域

医学群の学生団体「CoMedつくば」は茨城県を中心に心肺
蘇生法講習会、熱中症講習会等を開催するなど健康教育活動
に取り組んでいます。その結果、一般社団法人日本善行会よ
り推薦を受け、内閣府から「未来をつくる若者・オブ・ザ・イ
ヤー」を受賞し、2021年11月25日、内閣府特命担当大臣か
ら表彰状が授与されました。

業務費用
6,489
百万円

活動に要した経費

業務収益
7,012
百万円

財源
■運営費交付金 3,657百万円（52.2%）
■学生納付金 1,155百万円（16.5%）
■受託研究等 942百万円（13.4%）
■寄附金 579百万円
■補助金等 99百万円
■施設費 1百万円
■その他 579百万円

■人件費 4,145百万円（63.9%）
■研究経費 1,067百万円（16.4%）
■受託研究費等 777百万円（12.0%）
■教育経費 482百万円 （7.4%）
■一般管理費 16百万円
■その他 1百万円

� 　

医学医療系・関連部局

水素燃料電池バス

山﨑聡教授（写真右から2人目）

未来をつくる若者・オブ・ザ・イヤー表彰式
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図書館情報メディア系

 外部資金獲得に向けた取組み、QSランキング2021  
 企業等 学生等 卒業生

科研費獲得のため、URAの重点支援に加え、系内の研究者
と外部業者による申請書改善支援を追加しました。新規採択
額は前年度の1.6倍、採択率も前年度より7%上昇して42%
となり、いずれも第3期中期計画期間中最高となりました。
また、QSランキング2021の図書館情報マネジメント分野
では、世界40位、国内1位となりました。

 地域・社会との連携 企業等 学生等 地域

2021年7・8月に東日本大震災・原子力災害伝承館で開催
された双葉町特集展では、本学で調査研究を続けている保全
資料を提供しました。
また、遠隔操作で稼働可能な省電力ロボットを開発し、企
業や地域と連携して実証実験を実施しています。カメラ映像
により稚内の街を散策体験できるロボットはNHK、他2つの
メディアで取り上げられました。
文部科学省委託事業「学校図書館司書教諭講習」及び「新任図
書館長研修」では、新型コロナ対策を図り、前者は対面、後者
はオンラインで実施しました。

人間総合科学学術院・図書館情報メディア研究科

 志願倍率、募集人員充足率、学位授与率の上昇 学生等

志願倍率、募集人員充足率、学位授与率は2020年度から
2021年度にかけて全て上昇しました。
博士前期課程の志願倍率は2.35倍から3.07倍へ上昇し、
博士後期課程の志願倍率は1.16倍から1.58倍へ上昇しまし
た。博士前期課程の募集人員充足率は124.1%から137.0%

へ上昇し、博士後期課程の募集人員充足率は116.7%と同
様の水準でした。博士後期課程の学位授与率は7.5%から
13.6%へ上昇しました。

 学生による多くの受賞実績 学生等

博士前期課程2年の学生が映像表現・芸術科学フォーラム
2021において優秀発表賞を受賞、第48回画像電子学会年
次大会において最優秀賞を受賞、博士前期課程1年の学生が
IEVC2021でBest�Paper�Awardを受賞しました。また、博
士前期課程2年の学生の申請課題がIPA未踏IT人材発掘・育
成事業に採択されました。

情報学群

  未踏IT人材発掘・育成事業採択を始めとする  
多くの受賞実績 企業等 学生等 卒業生

情報処理推進機構の未踏IT人材発掘・育成事業に情報
メディア創成学類から4名（うち2名はスーパークリエータ認
定）、知識情報・図書館学類から1名が採択されました。また、
「James�Dyson�Award�2021�国内最優秀賞」（情報メディ
ア創成学類生2名）、SONY�U24�CO-CHALLENGE�2021
入賞（知識情報・図書館学類生1名）�の入賞を始めとして、国
内外での学会やコンテストにおける多くの受賞実績があります。

 産学連携によるPBL型実践教育の展開 企業等 学生等 卒業生

「成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）」
（2016 ～ 2020年度まで文部科学省教育プログラムとして実
施、2021年度から自主展開）や、キャンパスOJT型産学連携
教育推進財団との連携による「組み込み技術キャンパスOJT」
（2009年度から開始）により、グループワークによるPBL型
授業を産学連携で推進し、ICTを活用して問題解決を自発的に
行えるイノベーティブな人材を育成しています。

業務費用
1,153
百万円

活動に要した経費

業務収益
1,519
百万円

財源
■人件費 754百万円（65.4%）
■受託研究費等 161百万円（14.0%）
■教育経費 154百万円（13.4%）
■研究経費 72百万円 （6.2%）
■一般管理費 12百万円

　
　 　

■運営費交付金 735百万円（48.4%）
■学生納付金 493百万円（32.5%）
■受託研究等 199百万円（13.1%）
■施設費 35百万円
■寄附金　 8百万円
■補助金等 5百万円
■その他 43百万円

図書館情報メディア系・関連部局

James Dyson Award 2021
国内最優秀賞 受賞作品（See-Through Captions）ロボット実証実験
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 グローバル人材の育成 企業等 学生等 卒業生

グローバル教育院は、学士課程又は大学院課程で分野を横
断する学位プログラムの実施・運営を行っています。プログ
ラム内の授業は全て英語で実施、また留学生比率58.2％とい
う環境下で、専門知識のみならず国際的視野をも培うことが
可能となり、修了生は国内外の大学、公的機関、研究機関等
へ就職し、多方面で活躍しています。

 達成度評価システム「CPx」運用開始 学生等

ヒューマニクス学位プログラムでは、学位プログラムの質
保証と学生の到達度可視化を目的とした独自の達成度評価シ
ステム（Career�Platform�for�Humanics；CPx）の構築を進
め、2021年度より運用を開始しました。CPxとは、学生に
よる自己評価をシステム上で担当教員が判定し、その内容を

フィードバックするシステムです。当プログラムでは、異分
野の融合により新たに研究領域を創造することが学修の要となっ
ているため、CPxの導入により、
例えば自身が苦手とする分野に
関する具体的なアドバイスが得
られる等、高いレベルでの研
究・学修を支援することが可能
となりました。

業務費用
177

百万円

活動に要した経費

業務収益
503

百万円

財源
■人件費 142百万円（80.2%）
■教育経費 33百万円（18.6%）
■一般管理費 2百万円

　

　 　

■学生納付金 364百万円（72.4%）
■運営費交付金 138百万円（27.4%）

　

　

グローバル教育院

総合学域群

業務費用
629

百万円

活動に要した経費

業務収益
657

百万円

財源
■補助金等 223百万円（33.9%）
■運営費交付金 172百万円（26.2%）
■学生納付金 65百万円 （9.9%）
■その他 196百万円

　

■教育経費 460百万円（73.1%）
■人件費 167百万円（26.6%）
■研究経費 1百万円

　 　
　

　 　

 「総合智教育」を基盤とした教育組織の新設 学生等

2021年度より本学の有する幅広い学問分野を活かし、文理
の区別にとらわれない学問的発想と、将来のキャリアを主体
的に切り拓く力の涵養の一助とすることを教育上の目的とし
た総合学域群を新設しました。初年度の2021年度では、420
名を受入れました（志願倍率約2.7倍）。総合学域群に所属する
学生は１年次の学修の後、本人の志望と入学後の成績や適性
に基づき、体育専門学群を除いた24の学類・専門学群に移行
します。移行のための各種支援や先進的な移行アルゴリズム
などにより、約90％の学生が第１志望～第３志望までの移行
先に移行しました。

  志望する移行先に向けて、手厚いサポートを実施 学生等

アカデミックサポートセンターを設立し、学生に対する各

種相談等を行いました。特に、履修計画、科目選択等につい
て相談に応じる専門スタッフを配置し、延べ780人の学生が
履修相談を活用しました。このほか、学類・専門学群につい
て理解を深めるための各種ガイダンスの実施、ウェブサイト
や各種広報誌等の情報発信などを通じ、円滑な移行を支援し
ました。

写真左：アカデミックサポートセンター　写真右：履修相談の様子
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附属図書館

 コロナ禍での図書館サービスの拡充 学生等 卒業生 地域

昨年度に引き続き、新型コロナウイルス感染症対策を十分
に行って開館しています。
学外者に対しては、2021年6月から事前照会を条件にした
来館による資料利用を開始し、さらに2021年12月からは、
学外者貸出利用証を所持する卒業生および元教職員の来館利
用を再開しました。
並行して、非来館型のサービス拡充にも努めています。文
献複写物郵送に係る料金支払い方法について、2021年9月か
らクレジットカード決済を開始し、より利便性が向上しました。
また、図書館の利用方法等について気軽に相談できるツー
ルとして、チャットレファレンスを2021年3月から試行した
ほか、リモートアクセス可能な電子コンテンツを充実させる
ため、電子ブックの試読サービスを2021年6月7日から10
月6日までの4カ月間実施しました。

国際統合睡眠医科学研究機構（IIIS）

 世界トップレベルの睡眠研究 企業等

WPI事業を始めとして、新たに採択された日本医療研究開
発機構所管のムーンショット型研究開発事業など、総額約
12.6億円の外部研究資金を主たる財政基盤として研究活動を
推進しました（2021年度査読付論文59編を発表）。WPI事業
最終年度の評価では、「睡眠研究における世界的リーダーとし
て位置付けられている」との高い評価を受けました。

 卓越した研究成果の創出 企業等

これまでの研究成果が評価さ
れ、櫻井武副機構長が「冬眠様
の低体温・低代謝状態を誘導す
る神経回路の同定」により第32
回つくば賞を受賞、また、平野
有沙助教が「概日時計の中枢タ
ンパク質CRYの制御機構に関
する研究」によ
り科学技術分野
の文部科学大臣
表彰（若手科学
者賞）を受賞し
ました。

グローバルコミュニケーション教育センター（CEGLOC）

 外国語学習向上への対応 学生等

特徴的な教育プログラムの実施として、4学群の3年次生を
対象に、Speaking&WritingのTOEIC®� IPテストの実施を行
いました。「優れた外国語活動」認定制度を開始し、2021年度
は3名を認定しました。また、ドイツ語教育でもゲーテ・イ
ンスティトゥート試験�（Start�Deutsch�A1A2）を取り入れる
ことで、外国語学習への意欲を高める工夫を行いました。

 国際会議、シンポジウムの開催 企業等 学生等 卒業生

大阪大学との共催による「未来志向の日本語教育」、AJALT
茨城支部との共催でFD�Workshop�on�Online�teaching� :�
Tips�and�sharing�experienceを開催しました。また、教職
員を対象として、教員向け1日ワークショップ「英語で効果的
に授業を行うために」（年4回実施）実施しました。

 オンライン教材の開発・公開 企業等 学生等 卒業生

日本語・日本事情遠隔教育拠点では、各種教材の多言語化、
オンライン辞書「リーディング・チュウ太」の運用開始、「学習
項目解析システム」の運用再開、JVキャンパスでの日本語教材
「日本語マグネット」を開発しました。

ダイバーシティ・アクセシビリティ・キャリアセンター

 「PRIDE指標2021」で4度目の「GOLD」を受賞  
 企業等 学生等 卒業生

全国の大学に先駆けて策定したLGBTQ�学生支援の根幹と
なる基本理念と対応ガイドラインを周知し、意識啓発のた
めのFD研修会を複数回実施しました。これらが評価され、
「PRIDE指標2021」で4度目の「GOLD」を受賞しました。

 多層的な修学支援 企業等 学生等 卒業生

障害学生等へのアセスメントに基づく多層的な修学支援を
実施しています。教育関係共同利用拠点（ダイバーシティ&イ
ンクルージョン教育拠点）に再認定され、FD/SD研修会、支
援情報配信サービスの共同利用、e-learningコンテンツの公
開等の全国発信を行いました。

 多様なキャリアサポート 企業等 学生等 卒業生

大学院進学後のキャリアやライフプランをイメージできるよう
「キャリア支援ガイドブック」等を民間企業等と協働で作成しまし
た。博士人材のためのプラットフォームとして、web�サロンシステ
ムPhD×FUTURE.の試行的運用を開始しました。

■運営費交付金 7,072百万円（56.2%）
■補助金等 1,723百万円（13.7%）
■受託研究等 1,224百万円 （9.7%）
■寄附金 179百万円
■施設費 8百万円
■学生納付金 3百万円
■その他 2,374百万円

業務費用
16,982
百万円

活動に要した経費

業務収益
12,584
百万円

財源
■人件費 8,267百万円（48.7%）
■一般管理費 2,345百万円（13.8%）
■教育経費 2,328百万円（13.7%）
■教育研究支援経費 2,074百万円（12.2%）
■受託研究費等 986百万円
■研究経費 906百万円
■その他 75百万円

附属図書館・その他センター等

平野有沙助教（写真右から3人目）

櫻井武副機構長（写真中央）
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 生物個体の生存に関する研究の重点的推進 企業等

個体の生存を支える様々な機構を対象に研究を推進し、大
動脈瘤の診断に関する論文（Cell�Reports�Medicine誌）や、
腸ホルモンによる代謝調節機構の発見に関する論文（Nature�
Communications誌）等が発表され、注目を集めました。
また、岡本直樹助教が昆虫の内分泌機構に関する研究によ
り、2021年度の文部科学大臣表彰（若手科学者賞）を受賞しま
した。
受託研究収益については、創薬等ライフサイエンス研究支
援基盤事業、革新的先端研究開発支援事業（AMED-CREST）
等の実施に伴い、約6,400万円から約10億1,800万円へと大
きく増加しました。

 クライオ電子顕微鏡の整備を通じた産学連携体制の強化  
 企業等

数年来推進してきた構造生物学研
究の体制をさらに強化し、企業ニー
ズを踏まえた産学連携の枠組みの拡
大を目的とする環境を整備する為に
実験室の大規模な改修を行い、新た
に最新鋭のクライオ電子顕微鏡を複
数設置するとともに、社会的課題の
解決を目的とする研究を効果的に展
開できるプラットフォームを構築し
ました。

業務費用
1,439
百万円

活動に要した経費

業務収益
1,338
百万円

財源

 先端学際計算科学共同研究拠点の研究成果 企業等

当センターの計算資源を利用した「学際共同研究プログラ
ム」において、計74課題の研究プロジェクトを採択し共同研
究を実施した結果、学術論文251件を発表しました。また、
科学研究費助成事業においては、昨年度から12件増の72件
の研究課題（研究分担を含む）が採択されました。

  共同利用・共同研究拠点としてS評価認定 企業等

文部科学省に認定
された共同利用・共
同研究拠点「先端学
際計算科学共同研究
拠点」について、第3
期中期目標期間にお
ける期末評価におい
て、S評価の認定を

受けました。全国でS評価となった拠点は本学を含めて3つの
みです。当センターの広い分野の研究力、独自のシステムや
ソフトウェア、ライブラリの開発、更には医科学研究などに
おける研究成果が著しいとして、共同利用・共同研究活動が
活発に行われていることが非常に高く評価されました。

  「富岳」を用いた宇宙ニュートリノの  
数値シミュレーションに成功 企業等

ブラソフシミュレーションと呼ばれる全く新しい手法を世
界で初めて採用し、スーパーコンピュータ「富岳」の全システ
ムを用いて宇宙大規模構造におけるニュートリノの運動に関
する大規模数値シミュレーションを実行することに成功し
ました。本研究論文は米国計算機学会のゴードン・ベル賞の
ファイナリストに選ばれ、受賞には至りませんでしたが当セ
ンターとしては9年ぶりのファイナリスト、また「富岳」を用
いた研究として唯一選ばれたことで大きな成果となりました。

業務費用
1,734
百万円

活動に要した経費

業務収益
1,766
百万円

財源
■運営費交付金 1,339百万円（75.8%）
■受託研究等 246百万円（13.9%）
■補助金等 23百万円 （1.3%）
■施設費 7百万円
■その他 151百万円

　

■研究経費 968百万円（55.8%）
■人件費 556百万円（32.1%）
■受託研究費等 206百万円（11.9%）
■その他 5百万円

　
　

■受託研究等 1,027百万円（76.8%）
■運営費交付金 211百万円（15.8%）
■寄附金 15百万円
■補助金等 1百万円
■その他 83百万円

　

■受託研究費等 1,000百万円（69.5%）
■研究経費 228百万円（15.8%）
■人件費 209百万円
■教育経費� 1百万円

　 　
　

　 　

生存ダイナミクス研究センター

計算科学研究センター

クライオ電子顕微鏡

スーパーコンピュータ「Cygnus（シグナス）」
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 ERAN成果報告会等（国際会議）の開催 企業等

オンライン会議ツールRemo等を活用し、キックオフミーティ
ング、成果報告会をネットワーク機関と協力の上、開催しました。�
キックオフでは世界中から180名の参加、また、成果報告会に
は169名の参加がありました。ポスター発表においてはブース形
式のRemoは対面に
近いインタラクティブ
な環境で活発なディス
カッションや交流を行
うことができ、コロナ
禍でも、創意工夫に
より世界中の研究者
との共同研究を推進
しました。

 共同利用・共同研究拠点事業による研究成果 企業等

本センターが発表した論文数は33報で、そのうち「論文の質」を
測る指標FWCIが世界全体のTOP10%に入る論文は3報でした。
FWCI値については、世界的平均水準の1.00を超えたものは6報で、
特に高いものは15.55を示し、続いて7.68、4.89と非常に優れた
成果を出しています。また、環境放射能データベース整備を推進し、
2022年3月現在で206万
を超えるデータにDOIを付
与し世界中の研究者等に対
して公開しています。IAEA
や林野庁、TEPCOからの
データも出版可能となり、
世界で唯一無二のデータ
ベースを整備しました。

※以上のほか、センターにおいて活動する教員の一部の経費及び財源については、所属する系に計上しています。

■運営費交付金 359百万円（88.6%）
■受託研究等 26百万円 （6.4%）
■施設費 10百万円
■補助金等 3百万円
■その他 8百万円

　

業務費用
402

百万円

活動に要した経費

業務収益
405

百万円

財源

�
  世界トップレベルの植物遺伝子研究や新産業育成に  
つながる研究業績を発出 企業等

本センターは、基礎から応用、実用研究につながるトランス
レーショナル研究を推進しており、2021年度においてもマメ科植
物と微生物共生に関する研究や、多様な植物への遺伝子導入を
可能にする高効率な遺伝子組換えベクターの開発、新産業育成
につながる数多くの優れた研究業績を含む65件の原著論文を発
表しています。また、文部科学省認定の共同利用・共同研究拠
点として日本の形質転換植物デザイン分野の研究力向上のため共
同利用・共同研究を45件企画・実施しました。

  産学連携事業の推進、宇宙開発事業への参画および  
国際研究拠点化活動 企業等

ナショナルバイオリソースプロジェクトの中核拠点として、海外

遺伝資源の取得支援の実施、遺伝資源を用いた新品種開発、新
しい育種技術の促進や社会実装を進め、高い事後評価（総合評
価得点7.9点／ 10点満点中）を得ました。産学連携事業として
は、JST-OPERA「食の未来を拓く革新的先端技術の創出」や各
種特別共同研究事業（超大型の民間との共同研究）、特区事業を
推進しました。さらに本年度「宇宙開発利用加速化戦略プログラム
（スターダストプログラム）
に採択され、我が国の宇
宙開発を食料生産という
側面からサポートをするこ
ととなりました。加えてミ
シガン州立大学をはじめ海
外の多くの機関との連携を
強め、グローバルな研究
拠点化に努めました。

※以上のほか、センターにおいて活動する教員の一部の経費及び財源については、所属する系に計上しています。

業務費用
442

百万円

活動に要した経費

業務収益
455

百万円

財源

■人件費 273百万円（67.9%）
■研究経費 106百万円（26.4%）
■受託研究費等 22百万円

　
　

■人件費 305百万円（69.0%）
■研究経費 49百万円（11.1%）
■教育研究支援経費 46百万円
■受託研究費等 42百万円

　 　
　

　 　

■運営費交付金 361百万円（79.3%）
■受託研究等 57百万円（12.5%）
■その他 37百万円
　 　 　

　

　

つくば機能植物イノベーション研究センター

アイソトープ環境動態研究センター

ゲノム編集技術を用いて開発された
高GABAトマト

ERAN2022　キックオフミーティング
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  新世代型粒子線治療導入により、更なる高精度放射線治療
が提供可能に 地域

筑波大学附属病院陽子線治療センターは、約40年間日本に
おける陽子線治療を牽引してきた最も歴史のある施設です。陽
子線治療はピンポイントにがんの治療が可能で、臓器の機能・
形態を可能な限り残し、高齢者や合併症のある方にも対応でき
るという利点があります。当センターの肝臓がんの治療症例数
は世界一、小児がんの治療数は日本一であり、長年にわたり陽
子線治療に携わる医療スタッフの教育を行っているため、全国
の主要な粒子線治療施
設に当センターの関係者
が在籍しています。昨年
度より、施設老朽化によ
る新センター整備が開始
され、2025年度には高
精度治療を高効率で実現
できる治療装置を導入し
た新施設が稼働予定です。

�
  インクルーシブ教育システムを目指した  
教育プログラムの開発 学生等

桐が丘特別支援学校において遠隔合同授業マッチングサイ
トを開設し、全国の肢体不自由特別支援学校の児童生徒の学
びの質向上を図ることに取り組んだ結果、本学のプレゼンス
を学外に示すとともに教育の質向上に多大なる貢献をしたこ
とが評価され、2021年度の教育に係る学長表彰を受けました。

 附属学校間の連携 学生等

本学と連携協定を締結するお茶の水女子大学附属高等学校と連

また、BNCT（ホウ素中性子捕捉療法）は治療装置の非臨床
試験をほぼ終え、悪性脳腫瘍に対する医師主導治験や治療装
置の薬事承認に向け関連企業と準備を進めており、数年後の保
険診療開始を目指しています。
陽子線治療の保険適応疾患拡大に加え、豊富な経験と最新
の治療機器を実装することで、高精度な放射線治療をより多く
の患者さんに提供可能となります。更に次の世界標準を目指し
新たな治療技術の開発を進め、茨城県内唯一
の特定機能病院としての役割を
果たしてまいります。

携し、対面で実施していた「キャリアフォーラム」を動画配信で実施
しました。その成果についても教育研究大会等で動画配信を使っ
て報告するとともに、アンケート調査で繰り返し検証しました。

※このほか、附属学校における 2021年度の活動実績は、P.36 に詳しく掲載しています。

※このほか、附属病院における 2021年度の活動実績は、P.34 に詳しく掲載しています。

業務費用
43,332
百万円

活動に要した経費

業務収益
46,145
百万円

財源

■運営費交付金 6,374百万円（90.6%）
■学生納付金 260百万円 （3.7%）
■寄附金 137百万円 （1.9%）
■補助金等 64百万円
■施設費 37百万円
■受託研究等 30百万円
■その他 131百万円

業務費用
7,081
百万円

活動に要した経費

業務収益
7,033
百万円

財源

■診療経費 24,670百万円（56.9%）
■人件費 15,568百万円（35.9%）
■受託研究費等 1,666百万円 （3.8%）
■研究経費 642百万円 （1.5%）
■教育経費� 316百万円
■一般管理費 215百万円
■その他 256百万円

■人件費 6,000百万円（84.7%）
■教育経費 1,026百万円（14.5%）
■受託研究費等 29百万円 （0.4%）
■一般管理費 20百万円
■研究経費 6百万円
■その他 1百万円

　

■附属病院収益 36,690百万円（79.5%）
■補助金等 3,461百万円 （7.5%）
■運営費交付金 2,538百万円 （5.5%）
■受託研究等 2,000百万円 （4.3%）
■寄附金 1,012百万円
■施設費 11百万円
■その他 432百万円

附属学校

附属病院

遠隔合同授業マッチングサイトを利用した授業

新陽子線治療センターのイメージ図
つくば型BNCT治療装置

（将来の商用機のイメージ）
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筑波大学統合報告書
統合報告書は、以下のウェブサイトでもご覧になれます。
筑波大学統合報告書　https://www.tsukuba.ac.jp/public/report/

関連詳細情報
➡財務情報　令和3事業年度（第18期）財務諸表等
https://www.tsukuba.ac.jp/public/misc/teikyo_22.html#zaimu

　�財務諸表は、本学の会計監査人である有限責任あずさ監査法人の�
会計監査を受けています。

➡中期目標・中期計画等
https://www.tsukuba.ac.jp/public/publicity_term.html

➡筑波大学基金
 https://futureship.sec.tsukuba.ac.jp/

➡クラウドファンディング事業
https://readyfor.jp/lp/university_of_tsukuba/
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